
第 69号議案

令 和 ４ 年 ３ 月 1 8日 
任 用 給 与 課 

東京都人事委員会規則の一部改正等について 

（任用関係・給与関係・勤務時間関係） 

標記の件について、下記Ⅰの東京都人事委員会規則等の一部改正については別添

１のとおり一部改正し、施行する。 

下記Ⅱの東京都規則等の一部改正については、申請（別添２）のとおり承認し、

下記Ⅲの人事委員会承認事項の一部改正等については、申請及び協議（別添３）の

とおり、承認及び同意する。 

記 

Ⅰ 東京都人事委員会規則等の一部改正（別添１） 

１ 職員の人事記録に関する規則の一部を改正する規則 

２ 職員の旅費に関する条例第二条第二項等による旅費規則の一部を改正する

規則 

３ 初任給、昇格及び昇給等に関する規則の一部を改正する規則 

４ 「初任給、昇格及び昇給等に関する規則の運用について」の一部改正につい

て 

５ 「初任給調整手当に関する規則の運用について」の一部改正について 

Ⅱ 東京都規則等の一部改正（別添２） 

１ 給料の特別調整額に関する規程の一部改正（知事） 

２ 給料の特別調整額に関する規程の一部を改正する規程（警視） 

３ 東京消防庁職員の給料の特別調整額に関する規程の一部改正 

４ 宿日直手当支給規程の一部を改正する規程（警視） 

５ 学校職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

６ 職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

７ 東京都職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

８ 学校職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則 
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９ 東京都教育委員会職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正す

る規則 

10 警視庁職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

11 学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部を改正する

規則 

12 会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

13 東京都教育委員会会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部

を改正する規則 

14 都立学校等に勤務する時間講師に関する規則の一部を改正する規則 

15 

16 警視庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部改正 

17 東京消防庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部改正 

18 東京都公立学校会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を

改正する規則及び東京都公立学校会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関す

る規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則 

19 会計年度任用職員の任用等に関する規則の一部を改正する規則 

20 東京都教育委員会会計年度任用職員の任用等に関する規則の一部を改正する

規則 

21 東京都公立学校会計年度任用職員の任用等に関する規則の一部を改正する規

則 

22 会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正（議会）

23 警視庁会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正 

24 東京消防庁会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正 

25 東京都交通局会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正 

26 東京都水道局会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正 

27 東京都下水道局会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正 

28 都立学校等に勤務する日勤講師に関する規則の一部を改正する規則 

Ⅲ 人事委員会承認事項の一部改正等（別添３） 

１ 赴任に係る旅費の増額調整について＜新設＞（知事外８任命権者）【協議】 

２ 成績率の運用に関する要綱の制定について（知事） 

３ 昇給に関する基準について（知事外８任命権者）【申請・協議】 

４ 勤務１時間当たりの給料等の算出基礎となる特殊勤務手当について（知事） 
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東京都議会議会局会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部

改正 



Ⅰ 東京都人事委員会規則等の一部改正 

１ 職員の人事記録に関する規則の一部を改正する規則 

配偶者同行休業に係る臨時的任用の実施に伴い、所要の改正を行う。 

項 目 
該 当 条 文 内 容 

特 例 

第８条第２項 

【配偶者同行休業に係る臨時的任用の実施に伴う改正】 

○ 臨時的任用職員の根拠規定に職員の配偶者同行休業に関する条例第９

条を追加

○ 上記改正に伴う文言整備

施 行 期 日 

附則 

令和４年４月１日 

２ 職員の旅費に関する条例第二条第二項等による旅費規則の一部を改正す

る規則 

配偶者同行休業に係る臨時的任用の実施等に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内 容 

島しよ等における
退職者の旅費 

第３条の２第３項 

【配偶者同行休業に係る臨時的任用の実施に伴う改正】 

○ 臨時的任用職員の根拠規定に職員の配偶者同行休業に関する条例第９

条を追加

○ 上記改正に伴う文言整備

外国旅行甲地方の
範囲 

第９条 

【国名の改正】 

「マケドニア旧ユーゴスラビア共和国」 

→「北マケドニア共和国」

施 行 期 日 

附則 

令和４年４月１日 

ただし、第９条の改正については、公布の日（令和４年３月29日予定） 
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３ 初任給、昇格及び昇給等に関する規則の一部を改正する規則 

組織改正等に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内           容 

行政職給料表（一）
５級昇格時職務区
分別号給表 

別表第８イ 

 

 

 

【組織改正に伴う規定整備】 

○ 子供政策連携室の新設に伴い、職務区分１を適用する職に「子供政策

連携室子供政策連携推進部長」を追加 

○ 都民安全推進本部の廃止に伴い、「東京都都民安全推進本部」の項を

削除 

○ オリンピック・パラリンピック準備局の廃止に伴い、（公財）東京オ

リンピック・パラリンピック競技大会組織委員会に派遣される局務担当

部長の職名を変更 

「オリンピック・パラリンピック準備局局務担当部長」 

→「政策企画局局務担当部長」 

公安職給料表８級
昇格時職務区分別
号給表 

別表第８ロ 

【組織改正に伴う規定整備】 

○ 警視庁オリンピック・パラリンピック競技大会総合対策本部の廃止に

伴い、職務区分２を適用する職から「オリンピック・パラリンピック総

合対策官」を削除 

○ 消防技術安全所の廃止に伴い、職務区分２を適用する消防正監の職か

ら「消防技術安全所長」を削除 

文 言 整 備 

第１条 

第３条 

【給与条例改正に伴う文言整備】 

「第５条第４項」→「第５条第３項」 

施 行 期 日 

附則 

令和４年４月１日 
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４ 「初任給、昇格及び昇給等に関する規則の運用について」の一部改正につ

いて 

組織改正等に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内           容 

昇格時職務区分別
号給表関係（第20
条関係） 

第５項 

第10項 

【初任給規則の改正に伴う文言整備】 

「東京都都民安全推進本部の項」→「東京都住宅政策本部の項」 

【別に定める警察署長の職の追加】 

職務区分２（公安職８級２号給）を適用する別に定める警察署長の職とし

て「世田谷警察署長」を追加 

文 言 整 備 

第10条関係第２項 

【文言整備】 

○ 「２級12号給」→「２級13号給」 

○ 「２級20号給」→「２級21号給」 

適 用 年 月 日 令和４年４月１日 

５ 「初任給調整手当に関する規則の運用について」の一部改正について 

組織改正に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内           容 

別 表 

 

【組織改正に伴う改正】 

消防技術安全所の廃止及び安全推進部の新設に伴う改正 

「消防技術安全所」→「東京消防庁安全推進部」 

適 用 年 月 日 令和４年４月１日 
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Ⅱ 東京都規則等の一部改正 

１ 給料の特別調整額に関する規程の一部改正（知事） 

組織改正に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内 容 

別 表 第 １ 【組織改正に伴う改正】 

○ 子供政策連携室の新設に伴い、区分６を適用する職に「子供政策連携

室子供政策連携推進部企画課長」を追加

○ 住宅政策本部民間住宅部の新設に伴い、職務区分７・８を適用する課

長級の所属に「民間住宅部」を追加

○ 都民安全推進本部の廃止に伴い、都民安全推進本部に係る規定を削除

施 行 期 日 

附則 

令和４年４月１日 

２ 給料の特別調整額に関する規程の一部を改正する規程（警視）

組織改正に伴い、所要の改正を行う。 

項 目 
該 当 条 文 内 容 

別 表 第 １ 【組織改正に伴う支給範囲の改正】 

区分３を適用する公安職の部長級の職に「暴力団排除対策官」を追加 

施 行 期 日 

附則 

令和４年４月１日 

３ 東京消防庁職員の給料の特別調整額に関する規程の一部改正 

組織改正に伴い、所要の改正を行う。 

項 目 
該 当 条 文 内 容 

別 表 第 １ 【組織改正に伴う改正】 

○ オリンピック・パラリンピック競技大会対策本部の廃止に伴い、組織

の区分から「対策本部」を削除

○ 消防技術安全所の廃止に伴い、消防技術安全所に係る規定を削除

施 行 期 日 

附則 

令和４年４月１日 
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４ 宿日直手当支給規程の一部を改正する規程（警視） 

組織改正に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内 容 

宿日直手当の支給

対象となる勤務及

び支給額 

第２条 表 

【組織改正に伴う改正】 

オリンピック・パラリンピック競技大会総合対策本部の廃止に伴い、

本部当直の支給区分から「オリンピック・パラリンピック競技大会総合

対策本部」を削除 

施 行 期 日 

附則 

令和４年４月１日 

５ 学校職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

臨時的任用職員の病気休暇の取扱い見直し等に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内 容 

給 与 の 減 額 

第７条の２ 
第２項（削除） 

【臨時的任用職員の病気休暇の有給化】 

臨時的任用職員の病気休暇について、給与の減額をする旨の規定を削除 

勤務１時間当たり
の給料等の額の算
出 

第12条第２項第１号 

【年間休日数の改正】 

「19」→「18」 

施 行 期 日 

附則第１項 

令和４年４月１日 

経 過 措 置 

附則第２項 

施行日前に病気休暇を承認され勤務しないときにおける給与の減額 

→ 従前の例による。

６ 職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

「Ⅱ」の「５」と同様の改正を行う（年間休日数の改正に限る。）。 
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７ 東京都職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

東京都職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正等に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内 容 

小笠原業務手当に

関する規定の失効

する日 

本体附則第５項 

【時限期間延長】 

規定の失効する日を令和７年３月 31日まで延長 

危険現場等作業手

当 

別表 

手当番号２（５） 

【組織改正に伴う改正】 

「住宅政策本部都営住宅経営部技術管理課」 

→「住宅政策本部住宅企画部技術管理課」

税務事務特別手当 

別表 

手当番号９ 

（１） 

【税務事務特別手当の支給範囲及び支給額の見直し】 

〇 支給範囲：都税の賦課徴収業務のうち、「納税義務者等との折衝」「軽

油引取税、犯則事件の調査」の業務に従事した場合（それ

ぞれ総務局長が定めるものに限る。） 

〇 支給額：日額 640円（主税局職員の場合） 

福祉等業務手当 

別表 

手当番号 12 

（２） 

（３）（新設） 

【福祉等業務手当の区分の新設】 

〇 対象職員：児童相談所に所属する児童福祉司等及び児童心理司 

〇 支給範囲：児童福祉法に規定する業務を行うため「家庭訪問」「面接

（養護相談・非行相談等に限る。）」「一時保護」に従事

した場合 

〇 支給額：日額 950円 

【区分の新設に伴う規定整備】 

（２）から児童相談所及び児童福祉司に係る文言を削除

施 行 期 日 

附則第１項 

令和４年４月１日 

ただし、税務事務特別手当に関する改正規定は、令和５年４月１日。小笠 

原業務手当に関する改正規定は、公布の日（令和４年３月 31日予定） 

経 過 措 置 

附則第２項 

  第３項 

施行日前に従事した業務について、施行日以後に支給する場合 

→ 従前の例による。
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８ 学校職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

船員勤務手当の廃止及び教員特殊業務手当の手当額の見直し等に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内 容 

小笠原業務手当に
関する規定の失効
する日 

本体附則第３項 

【時限期間延長】 

規定の失効する日を令和７年３月31日まで延長 

船 員 勤 務 手 当 

別表第１ 

手当番号５ 

【実習船航行業務の委託に伴う船員勤務手当の廃止】 

船員勤務手当に係る規定を削除 

教員特殊業務手当 

別表第１ 

手当番号13 

（１）、（２）

【手当額の見直し】 

支給対象業務 現行（日額） 改正後 

非常災害

時等の緊

急業務 

非常災害時の保護業

務等 
3,200円 8,000円 

甚大災害時の救援業

務 
6,400円 16,000円 

児童・生徒の負傷・疾

病等の救急業務 
3,000円 7,500円 

緊急の補導業務 3,000円 7,500円 

修学旅行

等指導業

務 

修学旅行等の指導業

務 
1,700円 

4,700円 

大島丸での実習指導

業務（新設） 
5,100円 

手当の支給範囲及

び支給額 

第２条 

【船員勤務手当に係る条例規定の削除に伴う文言整備】 

「条例第７条」→「条例第８条」 

施 行 期 日 

附則第１項 

令和４年４月１日 

ただし、小笠原業務手当に関する改正規定は公布の日（令和４年３月31日

予定） 

経 過 措 置 

附則第２項 

施行日前に従事した業務について、施行日以後に支給する場合 

→ 従前の例による。

９ 東京都教育委員会職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改

正する規則 

「Ⅱ」の「８」と同様の改正を行う（教員特殊業務手当に関する改正を除く。）。 
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10 警視庁職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

警視庁職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正等に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内 容 

小笠原業務手当に

関する規定の失効

する日 

本体附則第２項 

【時限期間延長】 

規定の失効する日を令和７年３月 31日まで延長 

捜査等業務手当 

別表 

手当番号１ 

（１）ア、イ、エ

【組織改正に伴う改正】 

組織犯罪対策部の組織改正に伴い、捜査等業務手当の支給対象所属を表の

とおり整備 

現行 改正後 

組織犯罪対策総務課 → 組織犯罪対策総務課 

新設 犯罪収益対策課 

組織犯罪対策第一課 
統合 国際犯罪対策課 

組織犯罪対策第二課 

組織犯罪対策第三課 
統合 暴力団対策課 

組織犯罪対策第四課 

組織犯罪対策第五課 名称変更 薬物銃器対策課 

組織犯罪対策特別捜査隊 → 組織犯罪対策特別捜査隊 

特 別 救 助 手 当 

別表 

手当番号13 

イ（新設）

ウ 

【特別救助手当の加算の新設】 

日没時から日出時までの間に、被災者の救難・救助等の業務に従事した場

合には、手当額（一般 840円、警戒区域 1,680円）の 100分の 50に相当す

る額を加算 

【規定の新設に伴う文言整備】 

摘要の欄「イ」の規定を「ウ」に移行 

施 行 期 日 

附則第１項 

令和４年４月１日 

ただし、小笠原業務手当に関する改正規定は公布の日（令和４年３月31日 

予定） 

経 過 措 置 

附則第２項 

  第３項 

〇 施行日前に従事した業務について、施行日以後に支給する場合 

→ 従前の例による。

〇 二暦日にわたる勤務にあっては、施行日以後に始まる勤務から適用 

し、施行日前から始まる勤務については、なお従前の例による。 
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11 学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部を改正す

る規則 

知事部局に臨時的任用職員制度が導入されることに伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内 容 

新たに条例等の適

用を受ける職員等

の年次有給休暇の

付与 

第12条見出し 

第２項 

第３項 

第４項 

第５項（新設） 

【臨時的任用に係る規定整備】 

〇 臨時的任用職員から引き続き常勤職員に採用された場合の年次有給休

暇(以下「年休」)の日数 

＝「常勤職員としての採用日の前日に使用することができる日数（その

年度に付与された日数に限る。）」＋「別表第１の２の日数 」 

別表第１の２：常勤職員として年の中途で採用された場合の年休の日数 

職員となった月 １月 ２月 ３月 ４月 ・・・ 12月 

日数 20日 18日 17日 15日 ・・・ ２日 

〇 新たに条例の適用を受ける知事部局及び公営企業局から異動した職員

の規定から、臨時的任用職員を除外 

【文言整備】 

・「職員」→「職員等」 

・「その年」→「その年度」 

・「以下「前付与日」」→「以下この項において「前付与日」」 

年次有給休暇の繰

越し 

第13条第１項 

【文言整備】 

「以下同じ」→「以下この条及び別表第２において同じ」 

臨時的任用職員の

年次有給休暇の日

数 

第14条見出し 

第１項 

別表第３ 

【臨時的任用に係る規定整備】 

〇 臨時的任用職員の年休の日数は、一会計年度における任用期間に応じ

別表第３のとおり 

別表第３（全改） 

任用期間 付与日数 

11月を超え１年以内の期間 20日 

10月を超え11月以内の期間 18日 

９月を超え10月以内の期間 17日 

８月を超え９月以内の期間 15日 

７月を超え８月以内の期間 13日 

６月を超え７月以内の期間 12日 

５月を超え６月以内の期間 10日 

４月を超え５月以内の期間 ８日 

３月を超え４月以内の期間 ７日 

２月を超え３月以内の期間 ５日 

１月を超え２月以内の期間 ３日 

１月以内の期間 ２日 
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第２項第１号 〇 同一会計年度内に、臨時的任用職員が任用期間満了後に引き続き、新

たに臨時的任用職員として任用又は更新される場合の年休の日数 

＝「勤務が継続しているものとみなした場合の任用期間に対する年休の

付与日数（別表第３）」－「当該年度内で使用した年休の日数」 

第２号 〇 東京都の常勤職員等であった者が、引き続き新たに臨時的任用職員に

任用される場合の年休の日数＝(ｱ)+(ｲ)+(ｳ)－(ｴ) 

(ｱ) 新たに付与される日数（別表第３）

(ｲ) 任用日前１年の期間内に付与された日数×当該年休付与日（前付与

日）から任用日までの月数÷12

(ｳ) 前付与日前の１年の期間内に付与された日数のうち使用しなかった

日数

(ｴ) 前付与日から任用日の前日までに使用した日数

（例）常勤職員が３月に退職後、４月から臨時的任用職員(任期６月)に

なった場合（１月時点の年休が40日（付与20日、繰越20日）、１～３

月に10日使用） 

(ｱ)10日＋(ｲ)５日（＝20日×３月÷12）＋(ｳ)20日－(ｴ)10日＝25日

第３号 〇 東京都の会計年度任用職員であった者が当該任用の期間満了後、引き

続き臨時的任用職員として新たに任用される場合の年休の日数 

＝「その年度に付与された年休の残日数」＋「別表第３の日数」 

第３項（削除） 【文言整備】 

見出し「臨時的に任用された教育職員の年次有給休暇」 

→「臨時的任用職員の年次有給休暇の日数」

臨時的任用職員の

年次有給休暇の繰

越し 

第14条の２（新設） 

第１項 

【臨時的任用に係る規定整備】 

〇 東京都の臨時的任用職員であった者が翌年度に引き続き臨時的任用職

員として新たに任用された場合、年休は20日を限度として翌年度に繰越

し可（勤務実績が８割に満たない場合は不可） 

〇 新たに臨時的任用職員となった者の勤務実績は、その年度における新

たに臨時的任用職員となった日以後の期間について算定 

第２項 

第１号 

第２号 

第３号 

第４号 

第５号 

〇 勤務実績の算定において、以下の期間は勤務した日数とする。 

・ 超勤代休時間が承認された勤務日等（日を単位とする場合を除く。）、

休日及び代休日

・ 年次有給休暇、病気休暇（日を単位とする場合を除く。)、特別休

暇及び介護休暇により勤務しなかった期間

・ 公務上の傷病又は通勤による傷病により勤務しなかった期間

・ 職務に専念する義務を免除されて勤務しなかった期間

・ 事故欠勤のため勤務できなかった期間
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特別休暇等の特例 

第29条の２ 

見出し 

第１項 

【臨時的任用に係る規定整備】 

〇 東京都のいずれかの職を退職した者が引き続き臨時的任用職員以外の

職員に採用された場合の病気休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間につ

いては、勤務が継続しているものとみなす。 

〇 長期勤続休暇については、東京都の常勤職員を退職した者が引き続き

再任用職員等に採用された場合は、みなし規定を適用除外 

第２項 〇 東京都のいずれかの職を退職した者が引き続き臨時的任用職員に任用

された場合又は臨時的任用職員が任期の更新をした場合の特別休暇等に

ついては、勤務が継続しているものとみなす。 

【文言整備】 

見出しから「再任用職員等に関する」を削除 

臨時的任用職員に

関する読替え 

第29条の４（新設） 

【臨時的任用に係る規定整備】 

臨時的任用職員については、子どもの看護休暇、ボランティア休暇及び短

期の介護休暇の規定中「一の年」を「一の年度」に読み替えて適用 

区市町村の職員に

関する読替え 

第31条 

【臨時的任用に係る規定整備】 

区市町村の職員について、第14条の２第２項第４号中の読み替えを規定 

「職員の職務に専念する義務の特例に関する条例第二条」 

→「職員の職務に専念する義務の特例に関し当該区市町村が定めた条例」

【文言整備】 

・「第13条第４項第６号」→「第13条第４項第７号」 

・「規定中」→「中」 

施 行 期 日 

附則 

令和４年４月１日 
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12 会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

介護休暇及び介護時間の取得要件の見直しに伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内 容 

介護休暇を承認す

ることができる職

員 

第27条第１号（削除） 

第２号 

第３号 

【介護休暇の取得要件の見直し】 

〇 「引き続き在職した期間が１年以上」と限定した要件を削除 

○ 上記改正に伴う文言整備

介護時間を承認す

ることができる職

員 

第29条第１号（削除） 

第２号 

第３号 

【介護時間の取得要件の見直し】 

〇 「引き続き在職した期間が１年以上」と限定した要件を削除 

○ 上記改正に伴う文言整備

施 行 期 日 

附則第１項 

令和４年４月１日 

 ただし、次項の規定については公布の日（令和４年３月31日予定） 

施行に伴う措置 

附則第２項 

介護休暇及び介護時間に係る請求等は、施行日前においても行うことがで

きる。 

13 東京都教育委員会会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一

部を改正する規則 

14 都立学校等に勤務する時間講師に関する規則の一部を改正する規則 

15 東京都議会議会局会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一

部改正 

16 警視庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部改正 

17 東京消防庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部改正 

「Ⅱ」の「12」と同様の改正を行う。 
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18 東京都公立学校会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部

を改正する規則及び東京都公立学校会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に

関する規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則 

介護休暇等の取得要件の見直し及び臨時的任用に係る規定整備に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内 容 

介護休暇を承認す

ることができる職

員 

第27条第１号（削除） 

第２号 

第３号 

【介護休暇の取得要件の見直し】 

〇 「引き続き在職した期間が１年以上」と限定した要件を削除 

○ 上記改正に伴う文言整備

介護時間を承認す

ることができる職

員 

第29条第１号（削除） 

第２号 

第３号 

【介護時間の取得要件の見直し】 

〇 「引き続き在職した期間が１年以上」と限定した要件を削除 

○ 上記改正に伴う文言整備

一部改正規則の規

定整備 

第13条第３項 

第２号 

【臨時的任用に係る規定整備】 

〇 東京都のいずれかの職員であった者が、引き続き新たに会計年度任用

職員に任用される場合の年休の日数の規定から、前職が臨時的任用職員

であった場合を除外 

第４号（新設） 〇 臨時的任用職員であった者が任用期間満了後、引き続き会計年度任用

職員として新たに任用される場合の年休の日数 

＝「その年度付与された残日数」＋「別表第３に定める日数」 

別表第３：会計年度任用職員の勤務日数、在職期間及び任期に応じた年休

の日数 

（例）週４日、月15日以上又は年169日以上 
任期 

都の 

在職期間
1２月 11月 10月 ９月 ８月 ７月 ６月 ５月 ４月 ３月 ２月 １月 

１年未満 10日 10日 ９日 ８日 ７日 ７日 ６日 ５日 ４日 ３日 ２日 １日 

１年 11日 11日 10日 ９日 ８日 ７日 ６日 ５日 ４日 ３日 ２日 １日 

２年 12日 11日 10日 ９日 ８日 ７日 ６日 ５日 ４日 ３日 ２日 １日 

３年 14日 13日 12日 11日 10日 ９日 ７日 ６日 ５日 ４日 ３日 ２日 

４年 16日 15日 14日 12日 11日 10日 ８日 ７日 ６日 ４日 ３日 ２日 

５年 18日 17日 15日 14日 12日 11日 ９日 ８日 ６日 ５日 ３日 ２日 

６年以上 20日 18日 17日 15日 13日 12日 10日 ８日 ７日 ５日 ３日 ２日 

第 14条第１項 【文言整備】 

「第12条第３項第２号」→「第12条第３項第２号及び第４号」 
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施 行 期 日 

附則第１項 

令和４年４月１日 

ただし、一部改正規則の改正及び次項の規定については公布の日（令和４年

３月31日予定） 

施行に伴う措置 

附則第２項 

介護休暇及び介護時間に係る請求等は、施行日前においても行うことがで

きる。 

19 会計年度任用職員の任用等に関する規則の一部を改正する規則 

組織改正並びに介護欠勤及び育児欠勤の廃止に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内 容 

定 義 

第２条第２号 

【組織改正に伴い局長の定義を改正】 

○ 子供政策連携室の新設に伴い、室長を追加

○ 都民安全推進本部の廃止に伴い、都民安全推進本部長を削除

〇 病院経営本部の廃止に伴い、病院経営本部長を削除 

別 表 【介護欠勤及び育児欠勤の廃止に伴う規定整備】 

別表から介護欠勤及び育児欠勤を削除 

施 行 期 日 

附則 

令和４年４月１日 

ただし、「病院経営本部長」を削る改正については令和４年７月１日 

20 東京都教育委員会会計年度任用職員の任用等に関する規則の一部を改正

する規則 

21 東京都公立学校会計年度任用職員の任用等に関する規則の一部を改正す

る規則 

22 会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正（議会）

23 警視庁会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正 

24 東京消防庁会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正 

25 東京都交通局会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正 

26 東京都水道局会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正 

27 東京都下水道局会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正 

「Ⅱ」の「19」と同様の改正を行う（組織改正に伴う改正を除く。）。 

28 都立学校等に勤務する日勤講師に関する規則の一部を改正する規則 

「Ⅱ」の「12」及び「19」と同様の改正を行う（組織改正に伴う改正を除く。）。 
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Ⅲ 人事委員会承認事項の一部改正等 

１ 赴任に係る旅費の増額調整について＜新設＞【協議】 

（知事・教育委員会・議会・監査・選挙管理委員会・人事委員会・漁業調整委員会・警視庁・東京消防庁）

赴任に係る移転料の上限額を条例に定める額の３倍の額を限度として、実費額を支給する。 

項 目 内 容 

協 議 内 容 

１ 

○ 職員が赴任を命ぜられた場合において、職員の旅費に関する条例に定

める移転料の額を超える額を必要とする場合は、その定める額の３倍の

額を限度として、その実費額を移転料として支給する。

○ 島しょへの赴任に係る移転料の上限額を、条例に定める額の1.5倍の

額を限度とする協議は廃止する。

協 議 理 由 

２ 

近年、人手不足等を背景に引越代が高騰し、条例に規定する移転料を上回

る経費がかかることがあることから、移転に際して通常必要とされる費用の

支出に充てられると認められる範囲内であれば、実費弁償の観点から一定の

制限を設けた上で実費額を支給する必要がある。 

適 用 年 月 日 

３ 

○ 赴任する職員については、令和４年４月１日付け発令に伴う赴任か

ら、退職する職員については、令和４年３月31日以後の退職に伴う帰住

から適用する。

○ 適用年月日以前の赴任又は帰住については、なお従前の例による。

２ 成績率の運用に関する要綱の制定について（知事） 

組織改正等に伴い、所要の改正を行う。 

項 目 内 容 

用 語 の 定 義 

第３ 

【組織改正に伴い局長の定義を改正】 

○ 子供政策連携室の新設に伴い、室長を追加

○ 都民安全推進本部の廃止に伴い、都民安全推進本部長を削除

業績評価による評
定がなされない者
等の取扱い 

第１９ 

【臨時的任用の実施に伴う改正】 

臨時的任用職員を成績率の対象外とする旨の規定を追加 

附 則 令和４年６月に支給する勤勉手当から適用する。 

　17　



３ 昇給に関する基準について【申請・協議】 

（知事・教育委員会・議会・監査・選挙管理委員会・人事委員会・漁業調整委員会・警視庁・東京消防庁） 

学術休職の見直しに伴い、所要の改正を行う。 

項   目 内           容 

昇 給 の 決 定 

第４ ２(2) 

【学術休職の見直しに伴う文言整備】 

欠勤等の事由としての「休職」に含まれない休職について明確化 

附 則 令和４年４月１日から適用 

４ 勤務１時間当たりの給料等の算出基礎となる特殊勤務手当について（知事） 

福祉等業務手当の見直しに伴い、所要の改正を行う。 

項   目 内           容 

対象となる特殊勤

務手当 

１（８） 

【福祉等業務手当の見直しに伴う改正】 

「福祉等業務手当(1)」→「福祉等業務手当(1)及び(3）」 

適 用 年 月 日 

３ 

令和４年４月１日 
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３ 総 人 制 第 1 3 6 8 号  

令和４年３月１４日  

 

東 京 都 人 事 委 員 会   殿 

 

 

                          東京都知事 

                            小 池 百 合 子 

                            （ 公 印 省 略 ） 

 

 

給料の特別調整額に関する規程の一部改正について（申請） 

 

 

 このことについて、組織改正に伴い、職員の給与に関する条例（昭和 26年東京都条例第 75号）

第９条の２第３項において準用する同条例第９条第３項の規定に基づき、承認方申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 改正する規程 

 給料の特別調整額に関する規程（昭和 32年東京都訓令甲第 10号） 

 

２ 改正の理由 

組織改正に伴い、所要の改正を行う必要があるため 

 

３ 改正案文 

別添のとおり 
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監．警．給．諸第１２８４号

令 和 ４ 年 ３ 月 １ ０ 日

東 京 都 人 事 委 員 会 殿

警 視 総 監

大 石 吉 彦

（公 印 省 略）

給与関係訓令の一部改正について（申請）

このことについて、下記のとおり訓令の改正を行う必要があるため、職員

の給与に関する条例（昭和２６年東京都条例第７５号）第９条の２第３項の

規定に基づき、承認方申請します。

記

１ 改正する訓令

給料の特別調整額に関する規程（昭和35年4月15日警視庁訓令甲第14号）

２ 改正の理由

支給範囲の改正のため

３ 改正案文等

別添のとおり
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３人職第１２０９号 

令和４年３月１４日 

 

東京都人事委員会 殿 

 

東京消防庁 

消防総監 清水 洋文 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

 

東京消防庁職員の給料の特別調整額に関する規程の一部改正について(申請) 

 

 

このことについて、東京消防庁の組織等に関する規則（昭和３８年東京都規則第９５号）

の一部改正に伴い、下記のとおり訓令を改正する必要があるため、職員の給与に関する条

例（昭和２６年東京都条例第７５号）第９条の２第３項において準用する同条例第９条第

３項の規定に基づき、承認方申請します。 

 

                   記 

 

１ 改正する訓令 

東京消防庁職員の給料の特別調整額に関する規程（昭和３２年４月東京消防庁訓令甲

第３号） 

 

２ 改正理由 

オリンピック・パラリンピック競技大会対策本部及び消防技術安全所を廃止とするこ

とから、所要の改正を行う必要があるため 

 

３ 改正案文 

別紙のとおり 
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監．警．給．諸第１２８５号

令 和 ４ 年 ３ 月 １ ０ 日

東 京 都 人 事 委 員 会 殿

警 視 総 監

大 石 吉 彦

（公 印 省 略）

給与関係訓令の一部改正について（申請）

このことについて、下記のとおり訓令の改正を行う必要があるため、職員

の給与に関する条例（昭和２６年東京都条例第７５号）第１８条の２第４項

の規定に基づき、承認方申請します。

記

１ 改正する訓令

宿日直手当支給規程（昭和４３年３月２５日訓令甲第９号）

２ 改正の理由

組織機構の整備に伴う支給対象となる勤務区分の改正

３ 改正案文等

別添のとおり
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３教人勤第３０９号 

令和４年３月１４日 

東 京 都 人 事 委 員 会 殿 

東 京 都 教 育 委 員 会 

（ 公 印 省 略 ）  

学校職員の給与に関する条例施行規則の改正について（申請）  

このことについて、知事部局における臨時的任用職員制度の導入等に伴い、別

紙のとおり規定を整備する必要があるので、学校職員の給与に関する条例（昭和

31年東京都条例第 68号）第 16条第２項等の規定に基づき承認方申請します。  
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　別紙

名　　　称 番号 根拠規定 備考

学校職員の給与に関する条例施行規
則の一部を改正する規則

教委規則
第  号

学校職員の給与に関する条例第16条第
２項及び第２０条

承認申請
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３ 総 人 制 第 1 3 6 8 号 

令 和 ４ 年 ３ 月 １ ４ 日 

東京都人事委員会 殿 

東 京 都 知 事  

小 池  百 合 子 

（公 印 省 略） 

職員の給与に関する条例施行規則の一部改正について（申請） 

 このことについて、下記のとおり規則の改正を行う必要があるため、職員の給与に関する条例（昭

和 26年東京都条例第 75号）第 18条の規定に基づき、承認を申請します。 

記 

１ 改正する規則 

職員の給与に関する条例施行規則（昭和 37年東京都規則第 172号） 

２ 改正理由 

  年間の休日数の改正に伴い、所要の改正を行う必要があるため 

３ 改正案文 

  別添のとおり 
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３総人制第 1386 号  

令和４年３月 14 日  

 

東京都人事委員会 殿 

 

 

東 京 都 知 事        

              小 池  百 合 子  

（ 公 印 省 略 ）  

 

 

 

東京都職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部改正について（申請） 

 

 

標記の件について、東京都職員の特殊勤務手当に関する条例（平成９年東京都条例第 12号）の一

部改正等に伴い、下記のとおり規則を改正する必要があるので、改正後の同条例第５条第１項、第

32条第１項及び第２項、第 38条第２項、第 45条、附則第４項及び附則第６項の規定に基づき承認

方申請します。 

 

記 

 

１ 改正する規則 

 東京都職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則（平成９年東京都規則第 51号） 

 

２ 改正案文 

  別紙のとおり 
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３教人勤第２８９号 

令和４年３月１４日 

東 京 都 人 事 委 員 会 殿 

東 京 都 教 育 委 員 会 

（  公  印  省  略  ）

学校職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則等の改正について（申請）

このことについて、学校職員の特殊勤務手当に関する条例（平成９年東京都条

例第 21号）の一部改正等に伴い、別紙のとおり規定を整備する必要があるので、

改正後の学校職員の特殊勤務手当する条例第 15条等の規定に基づき承認方申請

します。  
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　別紙

名　　　称 番号 根拠規定 備考

学校職員の特殊勤務手当に関する条
例施行規則の一部を改正する規則

教委規則
第  号

学校職員の特殊勤務手当に関する条例
第15条、第21条及び附則第３項

承認申請

東京都教育委員会職員の特殊勤務手
当に関する条例施行規則の一部を改正
する規則

教委規則
第  号

東京都教育委員会職員の特殊勤務手当
に関する条例第15条及び附則第３項

承認申請
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３ 総 人 制 第 1 3 8 7 号  

令 和 ４ 年 ３ 月 1 4 日  

  

東京都人事委員会 殿 

 

 

東 京 都 知 事        

              小 池  百 合 子 

（ 公 印 省 略 ）        

 

 

 

警視庁職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部改正について（申請） 

 

 

 標記の件について、警視庁職員の特殊勤務手当に関する条例（平成９年東京都条例第 44 号）の一

部改正等に伴い、下記のとおり規則を改正する必要があるので、改正後の同条例第 15 条第３項、第

29 条及び附則第３項の規定に基づき承認方申請します。 

 

記 

 

１ 改正する規則 

  警視庁職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則（平成９年東京都規則第 52号） 

 

２ 改正案文 

  別紙のとおり 
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３教人勤第３０３号 

令和４年３月１４日 

東 京 都 人 事 委 員 会   殿 

 東 京 都 教 育 委 員 会 

（ 公 印 省 略 ） 

学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部改正について（申請） 

 このことについて、下記のとおり改正する必要があるため、学校職員の勤務時間、休日、休暇

等に関する条例（平成７年東京都条例第４５号）第１５条第４項及び第５項、第１７条第２項並

びに第２１条の規定に基づき、承認を申請します。 

記 

１ 改正する規則 

学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則（平成７年東京都教育委員会規則 

第５号） 

２ 改正の理由 

令和４年４月１日から知事部局において臨時的任用制度が導入されることに伴い、所要の改

正を行う必要があるため 

３ 改正案文 

別添のとおり 
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３ 総 人 職 第 1 2 4 1 号  

令 和 ４ 年 ３ 月 1 4 日  

 

東 京 都 人 事 委 員 会   殿 

 

 

                          東京都知事 

                            小 池 百 合 子 

                            （ 公 印 省 略 ） 

 

 

会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部改正について（申請） 

 

 このことについて、下記のとおり改正する必要があるため、改正後の職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例（平成７年東京都条例第 15号）第 19条に基づき、承認方申請します。 

 

 

記 

 

１ 改正する規則 

  会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成 27年東京都規則第４号） 

 

２ 改正の理由 

  会計年度任用職員の介護休暇及び介護時間の承認について、「引き続き在職した期間が１年 

 以上」と限定した要件を撤廃するため 

 

３ 改正案文 

別添のとおり 
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３ 教 総 総 第 2 7 1 1 号 

令 和 ４ 年 ３ 月 1 4 日 

東 京 都 人 事 委 員 会   殿 

東京都教育委員会 

（ 公 印 省 略 ） 

東京都教育委員会会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の 

一部改正について（申請） 

 このことについて、下記のとおり改正する必要があるため、改正後の職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例（平成７年東京都条例第 15号）第 19条に基づき、承認方申請します。 

記 

１ 改正する規則 

  東京都教育委員会会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成 27年東京都教育

委員会規則第８号） 

２ 改正の理由 

会計年度任用職員の介護休暇及び介護時間の承認について、「引き続き在職した期間が１年以

上」と限定した要件を撤廃するため 

３ 改正案文 

別添のとおり 
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３ 教 人 勤 第 ２ ８ １ 号 

令 和 ４ 年 ３ 月 1 4日 

東 京 都 人 事 委 員 会 殿 

東 京 都 教 育 委 員 会 

（公 印 省 略） 

都立学校等に勤務する時間講師に関する規則の一部改正について (申請) 

 このことについて、下記のとおり規則を改正する必要があるため、都立学校等に勤務する講師

の報酬等に関する条例（昭和 49年東京都条例第 30号）第５条及び第 14条の規定に基づき、承認

方申請します。 

記 

１ 改正する規則 

都立学校等に勤務する時間講師に関する規則（昭和 49年東京都教育委員会規則第 24号） 

２ 改正の理由 

  介護休暇及び介護時間の承認に係る１年以上の在職要件撤廃に伴い、所要の改正を行う必要

があるため 

３ 改正案文 

別添のとおり 
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３ 議 総 第 １ １ ２ １ 号 

令和４年３月１４日 

東 京 都 人 事 委 員 会   殿 

  東京都議会議長 

  三 宅 し げ き 

（ 公 印 省 略 ） 

東京都議会議会局会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する 

規程の一部改正について（申請） 

 このことについて、下記のとおり改正する必要があるため、改正後の職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例（平成７年東京都条例第 15号）第 19条に基づき、承認方申請します。 

記 

１ 改正する規程 

  東京都議会議会局会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程（平成 27年東京都議会

議長訓令第５号） 

２ 改正の理由 

 会計年度任用職員の介護休暇及び介護時間の承認について、「引き続き在職した期間が１年以

上」と限定した要件を撤廃するため 

３ 改正案文 

別添のとおり 
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監 ．総 ． 企 .管 第 １３ ５ ２ 号 

令 和 ４ 年 ３ 月 １ ４ 日 

 

東 京 都 人 事 委 員 会 殿 

 

                                          警 視 総 監  大  石  吉  彦 

                       （ 公 印 省 略 ） 

 

警視庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部改正について（申請） 

このことについて、別紙のとおり改正する必要があるため、改正後の職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例（平成７年東京都条例第１５号）第１９条に基づき、承認を申請します。 

 

記 

 

１ 改正する規程 

警視庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程（平成２７年３月３０日訓令甲

第１７号） 

 

２ 改正の理由 

  会計年度任用職員の介護休暇及び介護時間の承認について、「引き続き在職した期間が１年以

上」と限定した要件を撤廃するため 

 

３ 改正案文 

  別紙のとおり 
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 ３人人第２４３９号  

令和４年３月１４日  

 東京都人事委員会  殿 

 

 

                      東京消防庁 

消防総監 清水 洋文  

  （ 公 印 省 略 ） 

 

 

東京消防庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部改正に 

ついて（申請） 

 

このことについて、下記のとおり改正する必要があるため、改正後の職員の勤務時間、休

日、休暇等に関する条例（平成７年東京都条例第 15 号）第 19 条に基づき、承認方申請しま

す。 

 

 

記 

 

 

１ 改正する規程 

  東京消防庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程（平成 27 年３月東京消 

防庁訓令第 16号） 

 

２ 改正の理由 

  会計年度任用職員の介護休暇及び介護時間の承認について、「引き続き在職した期間が 

１年以上」と限定した要件を撤廃するため 

 

３ 改正案文 

  別添えのとおり 

 

 

　36　



３教人職第２８２７号 

令和４年３月１４日 

 

 

 東京都人事委員会 殿 

 

 

                             東京都教育委員会 

                               （公印省略） 

 

 

東京都公立学校会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の 

一部改正について（申請） 

 

 

 このことについて、下記のとおり改正する必要があるため、学校職員の勤務時間、休日、休

暇等に関する条例（平成７年東京都条例第 45号）第 20条の２の規定に基づき、承認方申請し

ます。 

 

                 記 

 

１ 改正する規則 

東京都公立学校会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成 27年東京都教育

委員会規則第９号） 

 

２ 改正の理由 

会計年度任用職員の介護休暇及び介護時間の承認について、「引き続き在職した期間が１年

以上」と限定した要件を撤廃するため 

 

３ 改正案文 

  別添のとおり 
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３教人職第２８２６号 

令和４年３月１４日 

 

 

 東京都人事委員会 殿 

 

 

                             東京都教育委員会 

                               （公印省略） 

 

 

東京都公立学校会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の 

一部を改正する規則の一部改正について（申請） 

 

 

 このことについて、下記のとおり改正する必要があるため、学校職員の勤務時間、休日、休

暇等に関する条例（平成７年東京都条例第 45号）第 20条の２の規定に基づき、承認方申請し

ます。 

 

                 記 

 

１ 改正する規則 

東京都公立学校会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則

（令和３年東京都教育委員会規則第３９号） 

 

２ 改正の理由 

臨時的任用の職から会計年度任用の職に引き続き任用される場合の年次有給休暇の付与日

数に関し、所要の改正を行う必要があるため 

 

３ 改正案文 

  別添のとおり 
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３ 総 人 制 第 1368 号  

令 和 ４ 年 ３ 月 14 日  

 

東 京 都 人 事 委 員 会   殿 

 

 

                          東京都知事 

                            小 池 百 合 子 

                            （ 公 印 省 略 ） 

 

 

会計年度任用職員の任用等に関する規則の一部改正について（申請） 

 

 

 このことについて、組織改正等に伴い、職員の採用・昇任等に関する一般基準（昭和 61年３月

26 日東京都人事委員会決定）に基づき、承認方申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 改正する規則 

 会計年度任用職員の任用等に関する規則（平成 27 年東京都規則第７号） 

 

２ 改正の理由 

組織改正等に伴い、所要の改正を行う必要があるため 

 

３ 改正案文 

別添のとおり 
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３ 教 総 総 第 2 7 3 7 号 

令 和 ４ 年 ３ 月 1 4 日 

 

東 京 都 人 事 委 員 会   殿 

 

 

東京都教育委員会 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

東京都教育委員会会計年度任用職員の任用等に関する規則の一部改正について（申請） 

 

 

 このことについて、下記のとおり改正する必要があるため、職員の採用・昇任等に関する一般

基準（昭和 61年３月 26日東京都人事委員会決定）に基づき、承認方申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 改正する規則 

  東京都教育委員会会計年度任用職員の任用等に関する規則（平成 27年東京都教育委員会規則

第４号） 

 

２ 改正の理由 

介護欠勤及び育児欠勤の廃止に伴い、所要の改正を行う必要があるため 

 

３ 改正案文 

別添のとおり 
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３教人職第２８２５号 

令和４年３月１４日 

 

 

 東京都人事委員会 殿 

 

 

                             東京都教育委員会 

                               （公印省略） 

 

 

東京都公立学校会計年度任用職員の任用等に関する規則の一部改正 

について（申請） 

 

 

 このことについて、下記のとおり改正する必要があるため、学校職員の勤務時間、休日、休

暇等に関する条例（平成７年東京都条例第 45号）第 20条の２の規定に基づき、承認方申請し

ます。 

 

                 記 

 

１ 改正する規則 

東京都公立学校会計年度任用職員の任用等に関する規則（平成 27年東京都教育委員会規則

第５号） 

 

２ 改正の理由 

介護欠勤及び育児欠勤の廃止に伴い、所要の改正を行う必要があるため 

 

３ 改正案文 

  別添のとおり 
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３議総第１１０４号  

令和４年３月１４日  

 

東京都人事委員会  殿 

 

 

                          東京都議会議長 

                            三 宅 しげき 

                           （公 印 省 略） 

 

 

会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正について（申請） 

 

 このことについて、下記のとおり規程の一部を改正する必要があるため、職員の採用・昇任等

に関する一般基準（昭和６１年３月２６日東京都人事委員会決定）に基づき、承認方申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 改正する規程 

 会計年度任用職員の任用等に関する規程（平成２７年東京都議会議長訓令第４号） 

 

２ 改正の理由 

介護欠勤及び育児欠勤の廃止に伴い、所要の改正を行う必要があるため 

 

３ 改正案文 

別添のとおり 
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監．警．人１．企第１３６０号 

                                               令 和 ４ 年 ３ 月 １ ４ 日 

 

東 京 都 人 事 委 員 会  殿 

 

                                               警 視 総 監  大 石  吉 彦 

 

 

会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正について（申請） 

 みだしのことについては、下記のとおり規程の一部を改正する必要があるため、職員の採

用・昇任等に関する一般基準（昭和６１年３月２６日東京都人事委員会決定）に基づき、承

認方申請します。 

 

記 

 

１ 改正する規程 

警視庁会計年度任用職員の任用等に関する規程（平成２７年３月３０日訓令甲第１６号） 

 

２ 改正の理由 

  介護欠勤及び育児欠勤の廃止に伴い、所要の改正を行う必要があるため 

 

３ 改正案文 

  別添のとおり 

  

　43　



 

 

 ３人人第２４３８号  

令和４年３月１４日  

 東京都人事委員会  殿 

 

 

                      東京消防庁 

消防総監 清水 洋文  

  （ 公 印 省 略 ） 

 

 

東京消防庁会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正ついて（申請） 

 

このことについて、下記のとおり改正する必要があるため、職員の採用・昇任等に関する

一般基準（昭和 61年３月 26日年東京都人事委員会決定）に基づき、承認方申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 改正する規程 

  東京消防庁会計年度任用職員の任用等に関する規程（平成 27年３月東京消防庁訓令第 

15 号） 

 

２ 改正の理由 

  介護欠勤及び育児欠勤の廃止に伴い、所要の改正を行う必要があるため 

 

３ 改正案文 

  別添えのとおり 
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３交職第２２９６号  

令和４年３月１４日  

 

東 京 都 人 事 委 員 会   殿 

 

 

                          東京都交通局長 

                             内 藤  淳 

                             （ 公 印 省 略 ） 

 

 

会計年度任用職員に関する規程の一部改正について（申請） 

 

 

 このことについて、下記のとおり規程の一部を改正する必要があるため、職員の採用・昇任等

に関する一般基準（昭和 61年３月 26日東京都人事委員会決定）に基づき、承認方申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 改正する規程 

 東京都交通局会計年度任用職員の任用等に関する規程（平成 27年交通局規程第３号） 

 

２ 改正の理由 

介護欠勤及び育児欠勤の廃止に伴い、所要の改正を行う必要があるため 

 

３ 改正案文 

別添のとおり 
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３ 水 職 人 第 1 2 3 9 号 

令和４年３月１４日 

 

東 京 都 人 事 委 員 会   殿 

 

 

東京都水道局長 

浜  佳 葉 子 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

東京都水道局会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正について（申請） 

 

 

 このことについて、下記のとおり改正する必要があるため、職員の採用・昇任等に関する一般

基準（昭和 61年３月 26日東京都人事委員会決定）に基づき、承認方申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 改正する規則 

  東京都水道局会計年度任用職員の任用等に関する規程（平成 27 年東京都水道局管理規程第 3

号） 

 

２ 改正の理由 

介護欠勤及び育児欠勤の廃止に伴い、所要の改正を行う必要があるため 

 

３ 改正案文 

別添のとおり 
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３下職人第１３３１号  

令和４年３月１４日  

 

東 京 都 人 事 委 員 会   殿 

 

 

                         東京都公営企業管理者 

                          下水道局長 神山 守 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

東京都下水道局会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正について（申請） 

 

 このことについて、下記のとおり改正する必要があるため、職員の採用・昇任等に関する一般

基準（昭和 61年３月 26日東京都人事委員会決定）に基づき、承認方申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 改正する規程 

東京都下水道局会計年度任用職員の任用等に関する規程 

（平成 27年東京都下水道局管理規程第３号） 

 

 

２ 改正の理由 

介護欠勤及び育児欠勤の廃止に伴い、所要の改正を行う必要があるため 

 

 

３ 改正案文 

別添のとおり 
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３ 教 人 勤 第 ２ ８ ２ 号 

令 和 ４ 年 ３ 月 1 4日 

 

 

東 京 都 人 事 委 員 会 殿 

 

 

東 京 都 教 育 委 員 会 

（公 印 省 略） 

 

都立学校等に勤務する日勤講師に関する規則の一部改正について (申請) 

 

 

 このことについて、下記のとおり規則を改正する必要があるため、都立学校等に勤務する講師

の報酬等に関する条例（昭和 49 年東京都条例第 30 号）第 10 条において準用する第５条及び第

14条の規定に基づき、承認方申請します。 

 

 

記 

 

１ 改正する規則 

都立学校等に勤務する日勤講師に関する規則（平成 19年東京都教育委員会規則第 60号） 

 

２ 改正の理由 

  介護休暇及び介護時間の承認に係る１年以上の在職要件撤廃等に伴い、所要の改正を行う必

要があるため 

 

３ 改正案文 

別添のとおり 
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３ 総人 制第 1421号  

令 和 ４ 年 ３ 月 1 4日  

東京都人事委員会 殿 

東 京 都 知 事        

              小 池  百 合 子  

（ 公 印 省 略 ）  

    

赴任に係る旅費の増額調整について（協議） 

 

 標記の件について、下記のとおり取り扱いたいので、職員の旅費に関する条例（昭和26年東

京都条例第76号）第42条第２項の規定に基づき協議します。 

 

記 

 

１ 協議内容 

  職員の旅費に関する条例（以下「条例」という。）第６条第10項に基づき支給する移転料

（内国旅行に限る。以下同じ。）に適用する条例別表第１の額は、当分の間、当該額の３倍

の額とする。 

  また、「島しょへの赴任に係る旅費の増額調整について（協議）」（平成11年３月12日付10

総勤労第303号。以下「平成11年３月協議」という。）で行った協議については、廃止する。 

 

２ 協議理由 

  赴任の際の移転料は、条例第27条の規定により、旧在勤地から新在勤地までの路程に応じ

た条例別表第１の額の範囲内の実費額を支給することとしている（ただし、島しょへの赴任

は、平成11年３月協議により、条例別表第１の額の1.5倍の額を限度として実費額を支給し

ている。）。 

  しかしながら、近年、人手不足等を背景に引越代が高騰し、住居の移転に係る所要経費も

多額にのぼる。このため、条例第27条に規定する移転料を上回る経費がかかることもあるが、

この場合、移転に際して通常必要とされる費用の支出に充てられると認められる範囲内であ

れば、実費弁償の観点から一定の制限を設けた上で実費額を支給する必要がある。 

 

３ 適用年月日 

(１) 赴任する職員については、令和４年４月１日付け発令に伴う赴任から適用し、退職す 

る職員については、令和４年３月31日以後の退職に伴う帰住から適用する。 

(２) (１)の適用以前の赴任又は帰住については、平成11年３月協議も含め、なお従前の例

による。 
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３教人勤第３０８号 

令和４年３月１４日 

東京都人事委員会 殿 

東 京 都 教 育 委 員 会 

（ 公 印 省 略 ） 

赴任に係る旅費の増額調整について（協議） 

標記の件について、下記のとおり取り扱いたいので、職員の旅費に関する条例（昭和26年東

京都条例第76号）第42条第２項の規定に基づき協議します。 

記 

１ 協議内容 

  職員の旅費に関する条例（以下「条例」という。）第６条第10項に基づき支給する移転料

（内国旅行に限る。以下同じ。）に適用する条例別表第１の額は、当分の間、当該額の３倍

の額とする。 

また、「島しょへの赴任に係る旅費の増額調整について（協議）」（平成11年３月12日付10

教人勤第245号。以下「平成11年３月協議」という。）で行った協議については、廃止する。 

２ 協議理由 

  赴任の際の移転料は、条例第27条の規定により、旧在勤地から新在勤地までの路程に応じ

た条例別表第１の額の範囲内の実費額を支給することとしている（ただし、島しょへの赴任

は、平成11年３月協議により、条例別表第１の額の1.5倍の額を限度として実費額を支給し

ている。）。 

  しかしながら、近年、人手不足等を背景に引越代が高騰し、住居の移転に係る所要経費も

多額にのぼる。このため、条例第27条に規定する移転料を上回る経費がかかることもあるが、

この場合、移転に際して通常必要とされる費用の支出に充てられると認められる範囲内であ

れば、実費弁償の観点から一定の制限を設けた上で実費額を支給する必要がある。 

３ 適用年月日 

(１) 赴任する職員については、令和４年４月１日付け発令に伴う赴任から適用し、退職す

る職員については、令和４年３月31日以後の退職に伴う帰住から適用する。 

(２) (１)の適用以前の赴任又は帰住については、平成11年３月協議も含め、なお従前の例

による。 
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３議総第１１２５号  

令和 ４ 年 ３ 月 １ ４ 日  

東京都人事委員会 殿 

東 京 都 議 会 議 長        

              三 宅  し げ き 

（ 公 印 省 略 ）  

    

赴任に係る旅費の増額調整について（協議） 

 

 標記の件について、下記のとおり取り扱いたいので、職員の旅費に関する条例（昭和26年東

京都条例第76号）第42条第２項の規定に基づき協議します。 

 

記 

 

１ 協議内容 

  職員の旅費に関する条例（以下「条例」という。）第６条第10項に基づき支給する移転料

（内国旅行に限る。以下同じ。）に適用する条例別表第１の額は、当分の間、当該額の３倍

の額とする。 

  また、「島しょへの赴任に係る旅費の増額調整について（協議）」（平成29年６月21日付29

議総第298号。以下「平成29年６月協議」という。）で行った協議については、廃止する。 

 

２ 協議理由 

  赴任の際の移転料は、条例第27条の規定により、旧在勤地から新在勤地までの路程に応じ

た条例別表第１の額の範囲内の実費額を支給することとしている（ただし、島しょへの赴任

は、平成29年６月協議により、条例別表第１の額の1.5倍の額を限度として実費額を支給し

ている。）。 

  しかしながら、近年、人手不足等を背景に引越代が高騰し、住居の移転に係る所要経費も

多額にのぼる。このため、条例第27条に規定する移転料を上回る経費がかかることもあるが、

この場合、移転に際して通常必要とされる費用の支出に充てられると認められる範囲内であ

れば、実費弁償の観点から一定の制限を設けた上で実費額を支給する必要がある。 

 

３ 適用年月日 

(１) 赴任する職員については、令和４年４月１日付け発令に伴う赴任から適用し、退職す 

る職員については、令和４年３月31日以後の退職に伴う帰住から適用する。 

(２) (１)の適用以前の赴任又は帰住については、平成29年６月協議も含め、なお従前の例

による。 
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３監総第１０４２号 

令和４年３月１４日  

東京都人事委員会 殿 

東京都代表監査委員        

                 茂 垣 之 雄 

（ 公 印 省 略 ）  

    

赴任に係る旅費の増額調整について（協議） 

 

 標記の件について、下記のとおり取り扱いたいので、職員の旅費に関する条例（昭和26年東

京都条例第76号）第42条第２項の規定に基づき協議します。 

 

記 

 

１ 協議内容 

  職員の旅費に関する条例（以下「条例」という。）第６条第10項に基づき支給する移転料

（内国旅行に限る。以下同じ。）に適用する条例別表第１の額は、当分の間、当該額の３倍

の額とする。 

  また、「島しょへの赴任に係る旅費の増額調整について（協議）」（平成29年６月19日付29

監総第316号。以下「平成29年６月協議」という。）で行った協議については、廃止する。 

 

２ 協議理由 

  赴任の際の移転料は、条例第27条の規定により、旧在勤地から新在勤地までの路程に応じ

た条例別表第１の額の範囲内の実費額を支給することとしている（ただし、島しょへの赴任

は、平成29年６月協議により、条例別表第１の額の1.5倍の額を限度として実費額を支給し

ている。）。 

  しかしながら、近年、人手不足等を背景に引越代が高騰し、住居の移転に係る所要経費も

多額にのぼる。このため、条例第27条に規定する移転料を上回る経費がかかることもあるが、

この場合、移転に際して通常必要とされる費用の支出に充てられると認められる範囲内であ

れば、実費弁償の観点から一定の制限を設けた上で実費額を支給する必要がある。 

 

３ 適用年月日 

(１) 赴任する職員については、令和４年４月１日付け発令に伴う赴任から適用し、退職す 

る職員については、令和４年３月31日以後の退職に伴う帰住から適用する。 

(２) (１)の適用以前の赴任又は帰住については、平成29年６月協議も含め、なお従前の例

による。 
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３選総第１４０５号  

令和４年３月１４日  

東京都人事委員会 殿 

                        東京都選挙管理委員会 

                          委員長 澤野 正明  

                              （ 公 印 省 略 ） 

    

赴任に係る旅費の増額調整について（協議） 

 

 標記の件について、下記のとおり取り扱いたいので、職員の旅費に関する条例（昭和26年東

京都条例第76号）第42条第２項の規定に基づき協議します。 

 

記 

 

１ 協議内容 

  職員の旅費に関する条例（以下「条例」という。）第６条第10項に基づき支給する移転料

（内国旅行に限る。以下同じ。）に適用する条例別表第１の額は、当分の間、当該額の３倍

の額とする。 

  また、「島しょへの赴任に係る旅費の増額調整について（協議）」（平成29年６月20日付29

選総第392号。以下「平成29年６月協議」という。）で行った協議については、廃止する。 

 

２ 協議理由 

  赴任の際の移転料は、条例第27条の規定により、旧在勤地から新在勤地までの路程に応じ

た条例別表第１の額の範囲内の実費額を支給することとしている（ただし、島しょへの赴任

は、平成29年６月協議により、条例別表第１の額の1.5倍の額を限度として実費額を支給し

ている。）。 

  しかしながら、近年、人手不足等を背景に引越代が高騰し、住居の移転に係る所要経費も

多額にのぼる。このため、条例第27条に規定する移転料を上回る経費がかかることもあるが、

この場合、移転に際して通常必要とされる費用の支出に充てられると認められる範囲内であ

れば、実費弁償の観点から一定の制限を設けた上で実費額を支給する必要がある。 

 

３ 適用年月日 

(１) 赴任する職員については、令和４年４月１日付け発令に伴う赴任から適用し、退職す 

る職員については、令和４年３月31日以後の退職に伴う帰住から適用する。 

(２) (１)の適用以前の赴任又は帰住については、平成29年６月協議も含め、なお従前の例

による。 
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３人委総第１０００号  

令和４年３月１４日  

東京都人事委員会 殿 

東京都人事委員会        

             委員長 青 山  佾 

（ 公 印 省 略 ）  

    

赴任に係る旅費の増額調整について（協議） 

 

 標記の件について、下記のとおり取り扱いたいので、職員の旅費に関する条例（昭和26年東

京都条例第76号）第42条第２項の規定に基づき協議します。 

 

記 

 

１ 協議内容 

  職員の旅費に関する条例（以下「条例」という。）第６条第10項に基づき支給する移転料

（内国旅行に限る。以下同じ。）に適用する条例別表第１の額は、当分の間、当該額の３倍

の額とする。 

  また、「島しょへの赴任に係る旅費の増額調整について（協議）」（平成29年６月21日付29

人委総第224号。以下「平成29年６月協議」という。）で行った協議については、廃止する。 

 

２ 協議理由 

  赴任の際の移転料は、条例第27条の規定により、旧在勤地から新在勤地までの路程に応じ

た条例別表第１の額の範囲内の実費額を支給することとしている（ただし、島しょへの赴任

は、平成29年６月協議により、条例別表第１の額の1.5倍の額を限度として実費額を支給し

ている。）。 

  しかしながら、近年、人手不足等を背景に引越代が高騰し、住居の移転に係る所要経費も

多額にのぼる。このため、条例第27条に規定する移転料を上回る経費がかかることもあるが、

この場合、移転に際して通常必要とされる費用の支出に充てられると認められる範囲内であ

れば、実費弁償の観点から一定の制限を設けた上で実費額を支給する必要がある。 

 

３ 適用年月日 

(１) 赴任する職員については、令和４年４月１日付け発令に伴う赴任から適用し、退職す 

る職員については、令和４年３月31日以後の退職に伴う帰住から適用する。 

(２) (１)の適用以前の赴任又は帰住については、平成29年６月協議も含め、なお従前の例

による。 
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３東京漁調第１２２号  

令和４年３月１４日  

東京都人事委員会 殿 

東京海区漁業調整委員会 

  会長 有 元 貴 文 

（ 公 印 省 略 ）  

    

赴任に係る旅費の増額調整について（協議） 

 

 標記の件について、下記のとおり取り扱いたいので、職員の旅費に関する条例（昭和26年東

京都条例第76号）第42条第２項の規定に基づき協議します。 

 

記 

 

１ 協議内容 

  職員の旅費に関する条例（以下「条例」という。）第６条第10項に基づき支給する移転料

（内国旅行に限る。以下同じ。）に適用する条例別表第１の額は、当分の間、当該額の３倍

の額とする。 

  また、「島しょへの赴任に係る旅費の増額調整について（協議）」（平成29年５月12日付29

東京漁調第15号。以下「平成29年５月協議」という。）で行った協議については、廃止する。 

 

２ 協議理由 

  赴任の際の移転料は、条例第27条の規定により、旧在勤地から新在勤地までの路程に応じ

た条例別表第１の額の範囲内の実費額を支給することとしている（ただし、島しょへの赴任

は、平成29年５月協議により、条例別表第１の額の1.5倍の額を限度として実費額を支給し

ている。）。 

  しかしながら、近年、人手不足等を背景に引越代が高騰し、住居の移転に係る所要経費も

多額にのぼる。このため、条例第27条に規定する移転料を上回る経費がかかることもあるが、

この場合、移転に際して通常必要とされる費用の支出に充てられると認められる範囲内であ

れば、実費弁償の観点から一定の制限を設けた上で実費額を支給する必要がある。 

 

３ 適用年月日 

(１) 赴任する職員については、令和４年４月１日付け発令に伴う赴任から適用し、退職す 

る職員については、令和４年３月31日以後の退職に伴う帰住から適用する。 

(２) (１)の適用以前の赴任又は帰住については、平成29年５月協議も含め、なお従前の例

による。 
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監．総．会．決２第 963号

令 和 ４ 年 ３ 月 １ ４ 日

東京都人事委員会 殿

警視総監 大 石 吉 彦

（ 公 印 省 略 ）

赴任に係る旅費の増額調整について（協議）

標記の件について、下記のとおり取り扱いたいので、職員の旅費に関する条例（昭和

２６年東京都条例第７６号）第４２条第２項の規定に基づき協議します。

記

１ 協議内容

職員の旅費に関する条例（以下「条例」という。）第６条第１０項に基づき支給す

る移転料（内国旅行に限る。以下同じ。）に適用する条例別表第１の額は、当分の間、

当該額の３倍の額とする。

また、「島しょへの赴任に係る旅費の増額調整について（協議）」（平成１１年３月

１２日付監.総.会.決第３８２号。以下「平成１１年３月協議」という。）で行った協

議については、廃止する。

２ 協議理由

赴任の際の移転料は、条例第２７条の規定により、旧在勤地から新在勤地までの路

程に応じた条例別表第１の額の範囲内の実費額を支給することとしている（ただし、

島しょへの赴任は、平成１１年３月協議により、条例別表第１の額の１.５倍の額を

限度として実費額を支給している。）。

しかしながら、近年、人手不足等を背景に引越代が高騰し、住居の移転に係る所要

経費も多額にのぼる。このため、条例第２７条に規定する移転料を上回る経費がかか

ることもあるが、この場合、移転に際して通常必要とされる費用の支出に充てられる

と認められる範囲内であれば、実費弁償の観点から一定の制限を設けた上で実費額を

支給する必要がある。

３ 適用年月日

(１) 赴任する職員については、令和４年４月１日付け発令に伴う赴任から適用し、

退職する職員については、令和４年３月３１日以後の退職に伴う帰住から適用する。

(２) (１)の適用以前の赴任又は帰住については、平成１１年３月協議も含め、なお

従前の例による。

　56　



３人職第１２１０号 

令和４年３月１４日 

 

東 京都 人事 委員 会 殿 

 

東京消防庁 

消防総監 清水 洋文 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

 

赴任に係る旅費の増額調整について（協議） 

 

 

標記の件について、下記のとおり取り扱いたいので、職員の旅費に関する条例（昭和２

６年東京都条例第７６号）第４２条第２項の規定に基づき協議します。 

 

                   記 

 

１ 協議内容 

職員の旅費に関する条例（以下「条例」という。）第６条第１０項に基づき支給する移

転料（内国旅行に限る。以下同じ。）に適用する条例別表第１の額は、当分の間、当該額

の３倍の額とする。 

また、「島しょへの赴任に係る旅費の増額調整について（協議）」（平成２９年６月２０

日付２９人職第３４９号。以下「平成２９年６月協議」という。）で行った協議について

は、廃止する。 

 

２ 協議理由 

赴任の際の移転料は、条例第２７条の規定により、旧在勤地から新在勤地までの路程

に応じた条例別表第１の額の範囲内の実費額を支給することとしている（ただし、島し

ょへの赴任は、平成２９年６月協議により、条例別表第１の額の１．５倍の額を限度と

して実費額を支給している。）。 

しかしながら、近年、人手不足等を背景に引越代が高騰し、住居の移転に係る所要経

費も多額にのぼる。このため、条例第２７条に規定する移転料を上回る経費がかかるこ

ともあるが、この場合、移転に際して通常必要とされる費用の支出に充てられると認め

られる範囲内であれば、実費弁償の観点から一定の制限を設けた上で実費額を支給する

必要がある。 
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３ 適用年月日 

⑴ 赴任する職員については、令和４年４月１日付け発令に伴う赴任から適用し、退職

する職員については、令和４年３月３１日以後の退職に伴う帰住から適用する。 

⑵ ⑴の適用以前の赴任又は帰住については、平成２９年６月協議も含め、なお従前の

例による。 
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３総人制第１４２４号  

令 和 ４ 年 ３ 月 １ ４ 日  

 

 

東京都人事委員会 殿 

 

 

東 京 都 知 事        

              小 池  百 合 子  

（ 公 印 省 略 ）  

  

 

人事委員会承認事項の規定整備について (申請) 

 

 

今回の給与制度の改正等に伴い、下記のとおり人事委員会承認事項を改正したいので、初任給、

昇格及び昇給等に関する規則（昭和 48年東京都人事委員会規則第３号）第 28条第２項、職員の

給与に関する条例施行規則（昭和 37年東京都規則第 172号）第 12条第１項第４号及び職員の勤

勉手当に関する規則（昭和 54年東京都規則第 28号）第３条の４第１項の規定に基づき申請いた

します。 

 

記 

 

１ 改正する事項 

(1) 昇給に関する基準について（平成 18年３月 17日付 17人委任第 155号承認）【別紙１】 

 

 (2) 勤務１時間当たりの給料等の額の算出基礎となる特殊勤務手当について（平成６年９月 

21日付６人委任第 102号承認）【別紙２】 

 

 (3) 成績率の運用に関する要綱の制定について（平成 15年３月 25日付 14人委任第 216号承 

認）【別紙３】 

 

２ 適用年月日等 

(1) １(1)及び(2)については、令和４年４月１日 

(2) １(3)については、令和４年６月に支給する勤勉手当から適用する。 
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３教人勤第２９８号 

令和４年３月１４日 

東 京都 人事 委員 会 殿 

東 京都 教育 委員 会 

（ 公 印 省 略 ） 

「昇給に関する基準」の一部改正について（申請・協議） 

 このことについて、下記のとおり改正したいので、初任給、昇格及び昇給等に関する

規則（昭和 48 年東京都人事委員会規則第３号）第 28 条第２項の規定に基づき承認方申

請し、学校職員の初任給、昇格及び昇給等に関する規則（昭和 34 年東京都教育委員会

規則第３号）第 14 条第２項の規定に基づき協議します。 

記 

１ 改正内容 

  別紙のとおり 

２ 適用年月日 

  令和４年４月１日 
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３ 議 総 １ １ ３ ６ 号  

令 和 ４ 年 ３ 月 １ ４ 日  

 

 

東京都人事委員会 殿 

 

 

       東京都議会議長 

   三宅  しげき    

                            （ 公 印 省 略 ）   

 

人事委員会承認事項の規定整備について (申請) 

 

 

下記の事項の改正について、令和４年３月 14日付３総人制第 1424号による知事の例により実

施したく申請いたします。 

 

記 

 

１ 昇給に関する基準について（平成 18年３月 17日付 17人委任第 155号承認） 
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３ 監 総 第 １ ０ ６ ７ 号 

令 和 ４ 年 ３ 月 １ ４ 日 

東京都人事委員会 殿 

東京都代表監査委員  茂 垣 之 雄  

（ 公 印 省 略 ）

人事委員会承認事項の規定整備について (申請) 

下記の事項の改正について、令和４年３月 14日付３総人制第 1424号による知事の例により実

施したく申請いたします。 

記 

１ 昇給に関する基準について（平成 18年３月 17日付 17人委任第 155号承認） 
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３ 選 総 第 1 4 1 7 号 

令 和 ４ 年 ３ 月 1 4 日 

東京都人事委員会 殿 

東京都選挙管理委員会

委員長  澤野  正明

（ 公 印 省 略 ）

人事委員会承認事項の規定整備について (申請) 

下記の事項の改正について、令和４年３月 14日付３総人制第 1424号による知事の例により実

施したく申請いたします。 

記 

１ 昇給に関する基準について（平成 18年３月 17日付 17人委任第 155号承認） 

　63　



 

３人委総第 1036号  

令和４年３月 14日  

 

 

東京都人事委員会 殿 

 

 

東 京 都 人 事 委 員 会 

委員長 青山 佾 

（公印省略） 

 

人事委員会承認事項の規定整備について (申請) 

 

 

下記の事項の改正について、令和４年３月 14日付３総人制第 1424号による知事の例により実

施したく申請いたします。 

 

記 

 

１ 昇給に関する基準について（平成 18年３月 17日付 17人委任第 155号承認） 
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３東京漁調第１２３号 

令 和 ４ 年 ３ 月 １ ４ 日 

東京都人事委員会 殿 

東京海区漁業調整委員会

  会長  有 元 貴 文

（ 公 印 省 略 ）

人事委員会承認事項の規定整備について (申請) 

下記の事項の改正について、令和４年３月 14日付３総人制第 1424号による知事の例により実

施したく申請いたします。 

記 

１ 昇給に関する基準について（平成 18年３月 17日付 17人委任第 155号承認） 
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監．警．給．審第1303号

令和４年３月１４日

東 京 都 人 事 委 員 会 殿

警 視 総 監

大 石 吉 彦

（ 公 印 省 略 ）

人事委員会承認事項の規定整備について（申請）

下記のとおり承認事項を改正したいので、初任給、昇格及び昇給等に関す

る規則（昭和48年東京都人事委員会規則第３号）第28条第２項の規定に基づ

き申請いたします。

記

１ 改正する事項

昇給に関する基準（平成18年３月17日付17人委任第155号承認）【別紙】

２ 適用年月日

令和４年４月１日から適用する。
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３ 人 職 第 １ ２ ８ ５ 号 

令 和 ４ 年 ３ 月 １ ４ 日 

東 京 都 人 事 委 員 会 殿 

東京消防庁 

消 防 総 監  清水 洋文 

（ 公 印 省 略 ） 

人事委員会承認事項の規定整備について (申請) 

所要の整備のため、下記のとおり承認事項を改正したいので、「初任給、昇格及び昇給等に

関する規則」（昭和４８年東京都人事委員会規則第３号）第２８条第２項及び第３５条の規定

に基づき申請いたします。 

記 

１ 改正する人事委員会承認事項 

昇給に関する基準（平成１８年３月１７日付１７人委任第１５５号承認） （別紙） 

２ 適用年月日 

令和４年４月１日から適用する。 
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～ 目 次 ～ 

Ⅰ 人事委員会規則等の一部改正 

１ 職員の人事記録に関する規則の一部を改正する規則（２頁） 

２ 職員の旅費に関する条例第二条第二項等による旅費規則の一部を改正する規則（３頁） 

３ 初任給、昇格及び昇給等に関する規則の一部を改正する規則（４頁） 

４ 「初任給、昇格及び昇給等に関する規則の運用について」の一部改正について（７頁） 

５ 「初任給調整手当に関する規則の運用について」の一部改正について（８頁） 

規 則 等 改 正 案 文 一 覧 

別添１ 

1



職

員

の

人

事

記

録

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

四

年

月

日

東

京

都

人

事

委

員

会

東

京

都

人

事

委

員

会

規

則

第

号

職

員

の

人

事

記

録

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

職

員

の

人

事

記

録

に

関

す

る

規

則

（

昭

和

三

十

六

年

東

京

都

人

事

委

員

会

規

則

第

五

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

八

条

第

二

項

中

「

第

六

条

第

一

項

第

二

号

及

び

」

を

「

第

六

条

第

一

項

第

二

号

、

」

に

、

「

の

規

定

に

基

づ

き

」

を

「

又

は

職

員

の

配

偶

者

同

行

休

業

に

関

す

る

条

例

（

平

成

二

十

六

年

東

京

都

条

例

第

百

四

十

八

号

）

第

九

条

の

規

定

に

よ

り

」

に

改

め

る

。

附

則

こ

の

規

則

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

2



職

員

の

旅

費

に

関

す

る

条

例

第

二

条

第

二

項

等

に

よ

る

旅

費

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。
 

令

和

四

年

 
 

月

 
 

日

 

東

京

都

人

事

委

員

会

 

東

京

都

人

事

委

員

会

規

則

第

 

号

 

職

員

の

旅

費

に

関

す

る

条

例

第

二

条

第

二

項

等

に

よ

る

旅

費

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

 

規

則

 

職

員

の

旅

費

に

関

す

る

条

例

第

二

条

第

二

項

等

に

よ

る

旅

費

規

則

（

昭

和

二

十

六

年

東

京

都

人

事

委

員

会

規

則

第

五

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

 

第

三

条

の

二

第

三

項

中

「

第

六

条

第

一

項

第

二

号

及

び

」

を

「

第

六

条

第

一

項

第

二

号

、

」

に

、

「

の

規

定

に

基

づ

き

」

を

「

又

は

職

員

の

配

偶

者

同

行

休

業

に

関

す

る

条

例

（

平

成

二

十

六

年

東

京

都

条

例

第

百

四

十

八

号

）

第

九

条

の

規

定

に

よ

り

」

に

改

め

る

。

 

第

九

条

中

「

マ

ケ

ド

ニ

ア

旧

ユ

ー

ゴ

ス

ラ

ビ

ア

共

和

国

」

を

「

北

マ

ケ

ド

ニ

ア

共

和

国

」

に

改

め

る

。

 

附

 

則

 

こ

の

規

則

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

た

だ

し

、

第

九

条

の

改

正

規

定

は

、

公

布

の

日

か

ら

施

行

す

る

。
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初

任

給

、

昇

格

及

び

昇

給

等

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

 
令

和

四

年

三

月

三

十

一

日

 

東

京

都

人

事

委

員

会

 

東

京

都

人

事

委

員

会

規

則

第

 

号

 

初

任

給

、

昇

格

及

び

昇

給

等

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

 

初

任

給

、

昇

格

及

び

昇

給

等

に

関

す

る

規

則

（

昭

和

四

十

八

年

東

京

都

人

事

委

員

会

規

則

第

三

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

 

第

一

条

及

び

第

三

条

中

「

第

五

条

第

四

項

」

を

「

第

五

条

第

三

項

」

に

改

め

る

。

 

別

表

第

八

イ

の

部

中

「

オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
準
備
局
局
務
担
当
部
長

」

を

「

政
策
企

画
局
局
務
担
当
部
長

」

に

改

め

、

同

部

一

の

項

中

「

局
に
所
属
す
る
総
務
部
長

」

を

 

「

 

 

局
に
所
属
す
る
総
務
部
長

 

子
供
政
策
連
携
室
子
供
政
策
連
携
推
進
部
長

 

 」

 

に

、

 
 

 

「

 
東
京
都
都
民
安
全
推
進
本
部

 
総
合
推
進
部
長

 
 

を

 
 

東
京
都
住
宅
政
策
本
部

 
住
宅
企
画
部
長

 
 

4



 
都
営
住
宅
経
営
部
長

 

」

 

 

「

 

東
京
都
住
宅
政
策
本
部

 
住
宅
企
画
部
長

 

都
営
住
宅
経
営
部
長

 

 

に

 
 

」

 

改

め

、

同

部

二

の

項

及

び

同

部

三

の

項

中

 

「

 
東
京
都
都
民
安
全
推
進
本
部

 
 

を

  
 

東
京
都
住
宅
政
策
本
部

 

」

 

 

「

 
東
京
都
住
宅
政
策
本
部

 

」

 

に

改

め

、

同

表

ロ

の

部

二

の

項

中

 
 

 

「

 

 

警
察
学
校
の
部
長
（
職
務
区
分
一
に
規
定
す
る
も
の
を
除
く
。
）

 

オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
総
合
対
策
官

 

 」

 

を

 
 

「

警
察
学
校
の
部
長
（
職
務
区
分
一
に
規
定
す
る
も
の
を
除
く
。
）

」

に

、

「

、
消
防
学
校
長
及
び
消

防
技
術
安
全
所
長

」

を

「

及
び
消
防
学
校
長

」

に

改

め

る

。
 

5



附

 

則

 
こ

の

規

則

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。
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３ 人 委 任 第 1 9 8 号 

令 和 ４ 年 ３ 月 3 1日 

各 任 命 権 者 殿

東 京 都 人 事 委 員 会

 委 員 長  青 山  佾

「 初 任 給 、 昇 格 及 び 昇 給 等 に 関 す る 規 則 の 運

用 に つ い て 」 の 一 部 改 正 に つ い て  

「 初 任 給 、 昇 格 及 び 昇 給 等 に 関 す る 規 則 の 運 用 に つ い て

（ 昭 和 5 0 年 1 2 月 2 5 日 付 5 0 人 委 第 1 2 0 0 号 ） 」 の 一 部 を 下 記 の

よ う に 改 正 し ま し た の で 、 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 以 降 こ れ に よ

り 実 施 し て く だ さ い 。  

記

第 1 0 条 関 係 第 ２ 項 中「 ２ 級 1 2 号 給 」を「 ２ 級 1 3 号 給 」に 、

「 ２ 級 2 0 号 給 」 を 「 ２ 級 2 1 号 給 」 に 改 め る 。  

昇 格 時 職 務 区 分 別 号 給 表 関 係（ 第 2 0 条 関 係 ）第 ５ 項 中「 東

京 都 都 民 安 全 推 進 本 部 」を「 東 京 都 住 宅 政 策 本 部 」に 改 め 、

第 1 0 項 中 「 大 崎 警 察 署 長 」 の 次 に 「 、 世 田 谷 警 察 署 長 」 を

加 え る 。  

7



３ 人 委 任 第 198 号 

令和４年３月 31 日 

各 任 命 権 者 殿 

東 京 都 人 事 委 員 会 

委 員 長  青 山 佾 

「初任給調整手当に関する規則の運用について」の一部改正について 

 「初任給調整手当に関する規則の運用について（昭和 42年３月 30日付 42人委発第 113

号 ）」の一部を下記のように改正しましたので、令和４年４月１日以降これにより実施し

てください。 

記 

別表規則第２条第１項第４号の職の項中「消防技術安全所」を「東京消防庁安全推進部」

に改める。 

8



～ 目 次 ～ 

Ⅱ 東京都規則等の一部改正 

１ 給料の特別調整額に関する規程の一部改正（知事）（３頁） 

２ 給料の特別調整額に関する規程の一部を改正する規程（警視）（６頁） 

３ 東京消防庁職員の給料の特別調整額に関する規程の一部改正（７頁） 

４ 宿日直手当支給規程の一部を改正する規程（警視）（９頁） 

５ 学校職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則（10頁） 

６ 職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則（12頁） 

７ 東京都職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則（13頁） 

８ 学校職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則（15頁） 

９ 東京都教育委員会職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則（19頁） 

10 警視庁職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則（21頁） 

11 学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部を改正する規則（23頁） 

12 会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則（32頁） 

13 東京都教育委員会会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則

（33頁） 

14 都立学校等に勤務する時間講師に関する規則の一部を改正する規則（35頁） 

15 東京都議会議会局会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部改正（37頁） 

16 警視庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部改正（38頁） 

17 東京消防庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部改正（39頁） 

規 則 等 改 正 案 文 一 覧 
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18 東京都公立学校会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則及

び東京都公立学校会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則の

一部を改正する規則（41頁） 

19 会計年度任用職員の任用等に関する規則の一部を改正する規則（45頁） 

20 東京都教育委員会会計年度任用職員の任用等に関する規則の一部を改正する規則（46頁） 

21 東京都公立学校会計年度任用職員の任用等に関する規則の一部を改正する規則（48頁） 

22 会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正（議会）（50頁） 

23 警視庁会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正（51頁） 

24 東京消防庁会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正（52頁） 

25 東京都交通局会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正（53頁） 

26 東京都水道局会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正（54頁） 

27 東京都下水道局会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正（55頁） 

28 都立学校等に勤務する日勤講師に関する規則の一部を改正する規則（56頁） 
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東

京

都

訓

令

第

 
 

号

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

庁

中

一

般

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

支

庁

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

事

業

所

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

収

用

委

員

会

事

務

局

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

労

働

委

員

会

事

務

局

  
 

 

給

料

の

特

別

調

整

額

に

関

す

る

規

程

（

昭

和

三

十

二

年

東

京

都

訓

令

甲

第

十

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

 

令

和

四

年

 
 

月

 
 

 

日

 

東

京

都

知

事

 

小

 

池

 

百

合

子

 

 

別

表

第

一

本

庁

の

項

中

 

「

 

 

総

務

課

長

 

総

務

局

人

事

部

人

事

課

長

 

 

」

 

を

 

「
 

  

総

務

課

長

 
子

供

政

策

連

携

室

子

供

政

策

連

携

推

進

部

企

画

課

長

 

   

に

改

め

、
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総

務

局

人

事

部

人

事

課

長

 

」

 

「
（

総

務

課

長

」

の

下

に

「

及

び

子

供

政

策

連

携

室

子

供

政

策

連

携

推

進

部

企

画

課

長

」

を

加

え

、

同

表

本

庁

行

政

機

関

及

び

地

方

行

政

機

関

の

項

中
「

都

民

安

全

推

進

本

部

、
住

宅

政

策

本

部
（

住

宅

企

画

部

」

を

「

住

宅

政

策

本

部

（

住

宅

企

画

部

、

民

間

住

宅

部

」

に

、
「

都

民

安

全

推

進

本

部

、

住

宅

政

策

本

部

、
」

を

「

住

宅

政

策

本

部

、
」

に

、

 

「

 

    

都

民

安

全

推

進

本

部

の

課

長
（

総

務

課

長

を

除

く

。
）

 

住

宅

政

策

本

部
（

住

宅

企

画

部

及

び

都

営

住

宅

経

営

部

に

限

る

。
）
の

課

長
（

総

務

課

長

を

除

く

。
）

 

    

」

 

を

 

「

 

   

住

宅

政

策

本

部
（

住

宅

企

画

部

、
民

間

住

宅

部

及

び

都

営

住

宅

経

営

部

に

限

る

。
）

の

課

長

（

総

務

課

長

を

除

く

。
）

 

   

」

 

に

、

 

「

 

  

 

都

民

安

全

推

進

本

部

の

担

当

課

長

 

住

宅

政

策

本

部
（

住

宅

企

画

部

及

び

都

営

住

宅

経

営

部

に

限

る

。
）

の

担

当

課

長

 

   

」

 

を

 
「

 

  

住

宅

政

策

本

部
（

住

宅

企

画

部

、
民

間

住

宅

部

及

び

都

営

住

宅

経

営

部

に

限

る

。
）

の

担

当

課

長

 

  

」

 

に

改

め

る

。

 

附

 

則
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こ

の

訓

令

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。
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存 続 期 間

訓令甲第 号

給料の特別調整額に関する規程の一部を改正する規程を次のように定める。

令和４年 月 日

警視総監 大 石 吉 彦

給料の特別調整額に関する規程の一部を改正する規程

給料の特別調整額に関する規程（昭和３５年４月１５日訓令甲第１４号）の一部を次のように

改正する。

別表第１中

「
理事官職（初任給等規則別表第８イの項に規定する職務区分３の職並び
に公安職給料表の適用を受けるもののうち聴聞官、方面本部副本部長（第 を
一方面本部副本部長を除く。）、犯罪抑止対策官及び警察署長（区分２の
職及び島部警察署長を除く。））

」

「
理事官職（初任給等規則別表第８イの項に規定する職務区分３の職並び
に公安職給料表の適用を受けるもののうち聴聞官、暴力団排除対策官、 に改める。
方面本部副本部長（第一方面本部副本部長を除く。）、犯罪抑止対策官及
び警察署長（区分２の職及び島部警察署長を除く。））

」

附 則

この訓令は、令和４年４月１日から施行する。

　6　



東京消防庁職員の給料の特別調整額に関する規程（昭和３２年４月東京消防庁訓令甲第３号）の

一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の下線を付し、又は破線で囲んだ部分をこれに順次対応す

る改正後欄に掲げる規定の下線を付し、又は破線で囲んだ部分のように改める。  

改正後 改正前 

別表第１（第２条関係） 

組織の区分 職 
特別調整額

の区分 

各部 ［略］ ［略］ 

消防学校 

初任給等規

則別表第８

ロの項に規

定する職務

区分二の職

区分二 

消防監の職 区分三 

課長 

区分七（人

事委員会の

承認を得て

消防総監が

別に定める

ものについ

ては区分六

（消防吏員

を除く。）） 

消防方面本

部 

初任給等規

則別表第８

ロの項に規

定する職務

区分二の職

区分二 

消防監の職 区分三 

副本部長 区分五 

消防司令長

の職（副本

部長を除

く。） 

区分七 

［略］ 

別表第１（第２条関係） 

組織の区分 職 
特別調整額

の区分 

各部及び対

策本部 
［同左］ ［同左］ 

消防学校 

初任給等規

則別表第８

ロの項に規

定する職務

区分二の職

区分二 

消防監の職 区分三 

課長 

区分七（人

事委員会の

承認を得て

消防総監が

別に定める

ものについ

ては区分六

（消防吏員

を除く。）） 

消防技術安

全所 

初任給等規

則別表第８

ロの項に規

定する職務

区分二の職

区分二 

消防監の職 

区分三 

初任給等規

則別表第８

イの項に規

定する職務

区分三の職

課長 

区分七（人

事委員会の

承認を得て

消防総監が

別に定める

ものについ

ては区分六

（消防吏員

を除く。）） 

消防方面本

部 

初任給等規

則別表第８

ロの項に規

区分二 
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定する職務

区分二の職 

消防監の職 区分三 

副本部長 区分五 

消防司令長

の職（副本

部長を除

く。） 

区分七 

［同左］ 

 

  
備考 表中の［ ］の記載は注記である。 

   附 則 

 この訓令は、令和４年４月１日から施行する。 
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存 続 期 間

訓令甲第 号

宿日直手当支給規程の一部を改正する規程を次のように定める。

令和４年 月 日

警視総監 大 石 吉 彦

宿日直手当支給規程の一部を改正する規程

宿日直手当支給規程（昭和４３年３月２５日訓令甲第９号）の一部を次のように改正する。

第２条の表中「 、サイバーセキュリティ対策本部及びオリンピック・パラリンピック競技

大会総合対策本部 」を「 及びサイバーセキュリティ対策本部」に改める。

附 則

この訓令は、令和４年４月１日から施行する。
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学

校

職

員

の

給

与

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

四

年

三

月

三

十

一

日

東

京

都

教

育

委

員

会
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東

京

都

教

育

委

員

会

規

則

第

 
 

 

号

 

学

校

職

員

の

給

与

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

 

学

校

職

員

の

給

与

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

（

昭

和

三

十

七

年

東

京

都

教

育

委

員

会

規

則

第

二

十

八

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

 

 

第

七

条

の

二

第

二

項

を

削

る

。

 

 

第

十

二

条

第

二

項

第

一

号

中

「

十

九

」

を

「

十

八

」

に

改

め

る

。

 

附

 

則

 

（

施

行

期

日

）

 

１

 

こ

の

規

則

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

 

（

経

過

措

置

）

 

２

 

こ

の

規

則

の

施

行

の

日

前

に

臨

時

的

に

任

用

さ

れ

た

教

育

職

員

、

実

習

助

手

、

寄

宿

舎

指

導

員

、

事

務

職

員

、

技

術

職

員

(

栄

養

士

の

業

務

に

従

事

す

る

者

に

限

る

。

)

及

び

学

校

栄

養

職

員

が

病

気

休

暇

を

承

認

さ

れ

勤

務

し

な

か

っ

た

場

合

に

お

け

る

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

前

の

学

校

職

員

の

給

与

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

第

七

条

の

二

の

規

定

に

よ

る

給

与

の

減

額

に

つ

い

て

は

、

な

お

従

前

の

例

に

よ

る

。
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職

員

の

給

与

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

 

 

職

員

の

給

与

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

（

昭

和

三

十

七

年

東

京

都

規

則

第

百

七

十

二

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

 

第

十

二

条

第

二

項

第

一

号

中

「

十

九

」

を

「

十

八

」

に

改

め

る

。

 

附

 

則

 

こ

の

規

則

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。
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東

京

都

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

 

東

京

都

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

（

平

成

九

年

東

京

都

規

則

第

五

十

一

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

 

 

附

則

第

五

項

中

「

令

和

四

年

三

月

三

十

一

日

」

を

「

令

和

七

年

三

月

三

十

一

日

」

に

改

め

る

。

 

別

表

２

の

部

⑸

の

項

中

「

住

宅

政

策

本

部

都

営

住

宅

経

営

部

技

術

管

理

課

」

を

「

住

宅

政

策

本

部

住

宅

企

画

部

技

術

管

理

課

」

に

改

め

、

同

表

９

の

項

中

「

当

該

業

務

」

の

下

に

「

の

う

ち

、

納

税

義

務

者

等

と

の

折

衝

に

係

る

も

の
（

総

務

局

長

が

定

め

る

も

の

に

限

る

。
）
又

は

軽

油

引

取

税

若

し

く

は

犯

則

事

件

の

調

査

に

係

る

も

の

（

総

務

局

長

が

定

め

る

も

の

に

限

る

。
）
」

を

加

え

、
「

四

百

四

十

円

（

特

に

困

難

で

あ

る

と

総

務

局

長

が

定

め

る

業

務

に

従

事

し

た

場

合

に

あ

っ

て

は

、
六

百

四

十

円

）
」
を
「

六

百

四

十

円

」

に

改

め

、

同

表

1 2
の

部

⑵

の

項

中

「

支

庁

、

西

多

摩

福

祉

事

務

所

又

は

児

童

相

談

所

（

児

童

相

談

セ

ン

タ

ー

を

含

む

。
）
」

を

「

支

庁

又

は

西

多

摩

福

祉

事

務

所

」

に

改

め

、
「

、

児

童

福

祉

司

」

を

削

り

、

同

項

の

次

に

次

の

よ

う

に

加

え

る

。
 

 

⑶

 

児

童

相

談

所

に

所

属

す

る

児

童

福

祉

 

日

額

 

九

百

五

十

円

 

司

若

し

く

は

こ

れ

に

準

ず

る

者

又

は

児
 

童

心

理

司

が

、

児

童

福

祉

法

に

規

定

す

 

る

業

務

を

行

う

た

め

家

庭

を

訪

問

し

た

 

と

き

、

若

し

く

は

面

接

（

養

護

相

談

、

 

非

行

相

談

又

は

こ

れ

ら

に

準

ず

る

相

談

 

に

係

る

も

の

に

限

る

。
）

を

行

っ

た

と
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き

、

又

は

同

法

に

規

定

す

る

一

時

保

護

 

を

行

っ

た

と

き

。

 

附

 

則

 
（

施

行

期

日

）

 

１

 

こ

の

規

則

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

た

だ

し

、

別

表

９

の

項

の

改

正

規

定

及

び

附

則

第

三

項

の

規

定

は

令

和

五

年

四

月

一

日

か

ら

、

附

則

第

五

項

の

改

正

規

定

は

公

布

の

日

か

ら

施

行

す

る

。

 

（

経

過

措

置

）

 

２

 

こ

の

規

則

の

施

行

の

日

前

に

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

前

の

東

京

都

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

に

規

定

す

る

業

務

に

従

事

し

た

こ

と

に

よ

り

支

給

す

る

こ

と

と

な

っ

た

特

殊

勤

務

手

当

で

、

同

日

以

後

に

支

給

す

る

も

の

に

つ

い

て

は

、

な

お

従

前

の

例

に

よ

る

。

 

３

 

別

表

９

の

項

の

改

正

規

定

の

施

行

の

日

前

に

同

項

の

改

正

規

定

に

よ

る

改

正

前

の

東

京

都

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

に

規

定

す

る

業

務

に

従

事

し

た

こ

と

に

よ

り

支

給

す

る

こ

と

と

な

っ

た

特

殊

勤

務

手

当

で

、

同

日

以

後

に

支

給

す

る

も

の

に

つ

い

て

は

、

な

お

従

前

の

例

に

よ

る

。

 

 

　14　



学

校

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

四

年

月

日

東

京

都

教

育

委

員

会
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東

京

都

教

育

委

員

会

規

則

第

 
 

号

 

学

校

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

 

学

校

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

（

平

成

九

年

東

京

都

教

育

委

員

会

規

則

第

十

二

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

 

 

第

二

条

第

一

項

中

「

第

七

条

」

を

「

第

八

条

」

に

改

め

る

。

 

 

附

則

第

三

項

中

「

平

成

三

十

四

年

三

月

三

十

一

日

」

を

「

令

和

七

年

三

月

三

十

一

日

」

に

改

め

る

。

 

 

別

表

第

一

 5
の

項

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

。

 

 

 5 

削

除

 
 

 
 

 
 

 

別

表

第

一

 13
の

部

⑴

の

項

中

「

三

千

二

百

円

」

を

「

八

千

円

」

に

、

「

六

千

四

百

円

」

を

「

一

万

六

千

円

」

に

、

「

三

千

円

」

を

「

七

千

五

百

円

」

に

改

め

、

同

部

⑵

の

項

中

 

「

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

⑵

 

⑴

に

規

定

す

る

職

員

が

、

学

校

が

計

画

し

、

か

つ

、

実

施

す

る

修

学

旅

行

等

に

お

い

て

児

童

又

は

生

徒

を

引

率

し

て

行

う

指

導

業

務

で

泊

を

伴

う

も

の

に

従

事

し

た

と

日

額

 

千

七

百

円

 

を
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き

。

 

 

」

 

「

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

⑵

 

⑴

に

規

定

す

る

職

員

が

、

学

校

が

計

画

し

、

か

つ

、

実

施

す

る

修

学

旅

行

等

に

お

い

て

次

に

掲

げ

る

業

務

に

従

事

し

た

と

き

。

 

 

に

改

め

る

。

 

ア

 

児

童

又

は

生

徒

を

引

率

し

て

行

う

指

導

業

務

で

泊

を

伴

う

も

の

に

従

事

し

た

と

き

（

イ

に

規

定

す

る

場

合

を

除

く

。

）

。

 
日

額

 

四

千

七

百

円

 

 

イ

 

東

京

都

立

大

島

海

洋

国

際

高

等

学

校

の

航

海

実

習

に

お

い

て

生

徒

を

引

率

し

て

行

う

指

導

業

務

で

泊

を

伴

う

も

の

に

日

額
 

五

千

百

円
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従

事

し

た

と

き

。

 

 

」

 

 
 

 

附

 
則

 

（

施

行

期

日

）

 

１

 

こ

の

規

則

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

（

以

下

「

施

行

日

」

と

い

う

。

）

か

ら

施

行

す

る

。

た

だ

し

、

附

則

第

三

項

の

改

正

規

定

は

、

公

布

の

日

か

ら

施

行

す

る

。

 

（

経

過

措

置

）

 

２

 

施

行

日

前

に

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

前

の

学

校

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

に

規

定

す

る

業

務

に

従

事

し

た

こ

と

に

よ

り

支

給

す

る

こ

と

と

な

っ

た

特

殊

勤

務

手

当

で

、

施

行

日

以

後

に

支

給

す

る

も

の

に

つ

い

て

は

、

な

お

従

前

の

例

に

よ

る

。
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東

京

都

教

育

委

員

会

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

 
令

和

 

年

 

月

 
 

 

日

 

東

京

都

教

育

委

員

会
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東

京

都

教

育

委

員

会

規

則

第

 
 

 

号

 

東

京

都

教

育

委

員

会

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

 

東

京

都

教

育

委

員

会

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

（

平

成

九

年

東

京

都

教

育

委

員

会

規

則

第

十

三

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

 

 

第

二

条

中

「

第

四

条

、
」

を

削

る

。

 

 

第

三

条

中

「

次

の

と

お

り

」

を

「

交

替

制

勤

務

者

等

業

務

手

当

」

に

改

め

、

同

条

第

一

項

第

一

号

及

び

第

二

号

を

削

る

。

 

附

則

第

二

項

中

「

平

成

三

十

四

年

三

月

三

十

一

日

」

を

「

令

和

七

年

三

月

三

十

一

日

」

に

改

め

る

。

 

別

表

２

の

項

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

。

 

 

２

 

削

除

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 

附

 

則

 

 

こ

の

規

則

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

た

だ

し

、

附

則

第

二

項

の

改

正

規

定

は

、

公

布

の

日

か

ら

施

行

す

る

。
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警

視

庁

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則 

 

警

視

庁

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

（

平

成

九

年

東

京

都

規

則

第

五

十

二

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。 

 

附

則

第

二

項

中

「

令

和

四

年

三

月

三

十

一

日

」

を

「

令

和

七

年

三

月

三

十

一

日

」

に

改

め

る

。 

別

表

１

の

部

⑴

の

項

ア

中

「

組

織

犯

罪

対

策

第

一

課

、

組

織

犯

罪

対

策

第

二

課

、

組

織

犯

罪

対

策

第

三

課

、

組

織

犯

罪

対

策

第

四

課

、

組

織

犯

罪

対

策

第

五

課

」

を

「

犯

罪

収

益

対

策

課

、

国

際

犯

罪

対

策

課

、

暴

力

団

対

策

課

、

薬

物

銃

器

対

策

課

」

に

改

め

、

同

項

イ

中

「

、

組

織

犯

罪

対

策

総

務

課

」

を

削

り

、

同

項

エ

中

「

組

織

犯

罪

対

策

第

五

課

」

を

「

薬

物

銃

器

対

策

課

」

に

改

め

、

同

表

13

の

項

摘

要

の

欄

中

イ

を

ウ

と

し

、

ア

の

次

に

次

の

よ

う

に

加

え

る

。 

 

イ

 

⑴

又

は

⑵

の

業

務

に 

日

没

時

か

ら

日

出

時

ま 

で

の

間

に

従

事

し

た

場 

合

は

、

そ

れ

ぞ

れ

⑴

又 

は

⑵

の

手

当

額

の

欄

に 

定

め

る

手

当

額

に

当

該 

手

当

額

の

百

分

の

五

十 

に

相

当

す

る

額

を

加

算 
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す

る

。 

 
 

 

附

 

則 
（

施

行

期

日

） 
１

 
こ

の

規

則

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

た

だ

し

、

附

則

第

二

項

の

改

正

規

定

は

、

公

布

の

日

か

ら

施

行

す

る

。 

（

経

過

措

置

） 

２

 

こ

の

規

則

の

施

行

の

日

（

以

下

「

施

行

日

」

と

い

う

。
）

前

に

、

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

前

の

警

視

庁

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

に

規

定

す

る

業

務

に

従

事

し

た

こ

と

に

よ

り

支

給

す

る

こ

と

と

な

っ

た

特

殊

勤

務

手

当

で

、

施

行

日

以

後

に

支

給

す

る

も

の

に

つ

い

て

は

、

な

お

従

前

の

例

に

よ

る

。 

３

 

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

後

の

警

視

庁

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

規

定

は

、

二

暦

日

に

わ

た

る

勤

務

に

あ

っ

て

は

、

施

行

日

以

後

に

始

ま

る

勤

務

か

ら

適

用

し

、

施

行

日

前

か

ら

始

ま

る

勤

務

に

つ

い

て

は

、

な

お

従

前

の

例

に

よ

る

。 
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学

校

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

日

、

休

暇

等

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。
 

 
 

令

和

四

年

三

月

三

十

一

日

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

東

京

都

教

育

委

員

会
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東

京

都

教

育

委

員

会

規

則

第

 
 

号

 

学

校

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

日

、

休

暇

等

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

 
る

規

則

 

学

校

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

日

、

休

暇

等

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

（

平

成

七

年

東

京

都

教

育

委

員

会

規

則

第

五

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

 

第

十

二

条

の

見

出

し

中

「

職

員

」

を

「

職

員

等

」

に

改

め

、

同

条

第

二

項

第

一

号

中

「

企

業

職

員

」

の

下

に

「

（

こ

れ

ら

の

職

員

の

う

ち

臨

時

的

任

用

の

職

に

あ

っ

た

者

を

除

く

。

）

」

を

加

え

、

同

条

第

三

項

中

「

年

の

」

を

「

年

度

の

」

に

改

め

、

同

条

第

四

項

中

「

そ

の

年

」

を

「

そ

の

年

度

」

に

改

め

、

「

付

与

日

（

以

下

」

の

下

に

「

こ

の

項

に

お

い

て

」

を

加

え

、

同

条

に

次

の

一

項

を

加

え

る

。

 

５

 

東

京

都

の

臨

時

的

任

用

の

職

に

在

職

す

る

者

が

退

職

後

引

き

続

き

職

員

（

条

例

第

十

五

条

第

五

項

に

規

定

す

る

臨

時

的

に

任

用

さ

れ

た

教

育

職

員

、

実

習

助

手

、

寄

宿

舎

指

導

員

、

事

務

職

員

、

技

術

職

員

（

栄

養

士

の

業

務

に

従

事

す

る

者

に

限

る

。

）

及

び

学

校

栄

養

職

員

（

以

下

「

臨

時

的

任

用

職

員

」

と

い

う

。

）

を

除

く

。

）

と

し

て

採

用

さ

れ

た

場

合

に

お

け

る

当

該

職

員

の

当

該

採

用

さ

れ

た

年

度

の

年

次

有

給

休

暇

の

日

数

は

、

当

該

採

用

さ

れ

た

日

の

前

日

に

使

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

日

数

の

う

ち

そ

の

年

度

に

付

与

さ

れ

た

も

の

に

、

当

該

採

用

さ

れ

た

月

に

応

じ

、

別

表

第

一

の

二

に

定

め

る

日

数

を

加

え

た

も

の

と

す

る

。
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第

十

三

条

第

一

項

中

「

以

下

」

の

下

に

「

こ

の

条

及

び

別

表

第

二

に

お

い

て

」

を

加

え

る

。

 

 

第

十

四

条

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

。

 

（

臨

時

的

任

用

職

員

の

年

次

有

給

休

暇

の

日

数

）

 

第

十

四

条

 
臨

時

的

任

用

職

員

の

年

次

有

給

休

暇

の

日

数

は

、

一

会

計

年

度

に

お

い

て

引

き

続

き

任

用

さ

れ

る

期

間

（

以

下

「

任

用

期

間

」

と

い

う

。

）

に

応

じ

、

別

表

第

三

の

と

お

り

と

す

る

。

 

２

 

前

項

の

規

定

に

か

か

わ

ら

ず

、

次

の

各

号

に

掲

げ

る

場

合

に

該

当

す

る

臨

時

的

任

用

職

員

の

年

次

有

給

休

暇

の

日

数

は

、

当

該

各

号

に

定

め

る

日

数

と

す

る

。

 

一

 

同

一

会

計

年

度

内

に

お

い

て

、

東

京

都

の

臨

時

的

任

用

の

職

に

在

職

す

る

者

が

任

用

期

間

満

了

後

引

き

続

き

臨

時

的

任

用

職

員

と

し

て

新

た

に

任

用

さ

れ

る

場

合

（

地

方

公

務

員

法

第

二

十

二

条

の

三

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

臨

時

的

任

用

の

更

新

を

し

た

と

き

を

含

む

。

）

 

当

該

任

用

以

前

の

勤

務

と

当

該

任

用

以

後

の

勤

務

と

が

継

続

す

る

も

の

と

み

な

し

た

場

合

に

当

該

任

用

の

日

以

後

に

使

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

日

数

か

ら

、

当

該

年

度

内

に

お

い

て

使

用

し

た

日

数

を

差

し

引

い

た

日

数

 

二

 

東

京

都

の

い

ず

れ

か

の

職

（

臨

時

的

任

用

の

職

及

び

会

計

年

度

任

用

の

職

を

除

く

。

）

に

あ

っ

た

者

若

し

く

は

そ

の

他

教

育

委

員

会

が

定

め

る

者

が

引

き

続

き

臨

時

的

任

用

職

員

と

し

て

新

た

に

任

用

さ

れ

る

場

合

又

は

東

京

都

の

臨

時

的

任

用

の

職

に

在

職

す

る

者

が

任

用

期

間

の

中

途

に

お

い
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て

退

職

後

引

き

続

き

臨

時

的

任

用

職

員

と

し

て

新

た

に

任

用

さ

れ

る

場

合

 

新

た

に

臨

時

的

任

用

職

員

に

任

用

さ

れ

た

日

（

以

下

こ

の

号

に

お

い

て

「

任

用

日

」

と

い

う

。

）

前

一

年

の

期

間

内

に

付

与

さ

れ

て

い

た

年

次

有

給

休

暇

の

日

数

に

当

該

年

次

有

給

休

暇

の

付

与

日

（

以

下

こ

の

号

に

お

い

て

「

前

付

与

日

」

と

い

う

。

）

か

ら

任

用

日

の

前

日

ま

で

の

月

数

を

十

二

で

除

し

て

得

た

数

を

乗

じ

た

日

数

（

一

日

未

満

の

端

数

が

あ

る

と

き

は

、

こ

れ

を

日

単

位

に

切

り

上

げ

た

日

数

）

に

、

前

付

与

日

前

一

年

の

期

間

内

に

付

与

さ

れ

て

い

た

年

次

有

給

休

暇

の

日

数

の

う

ち

使

用

し

な

か

っ

た

日

数

及

び

任

用

日

の

属

す

る

任

用

期

間

に

応

じ

、

別

表

第

三

に

定

め

る

日

数

を

加

え

た

日

数

（

前

付

与

日

前

一

年

の

期

間

内

に

付

与

さ

れ

て

い

た

年

次

有

給

休

暇

の

付

与

日

が

任

用

日

前

二

年

以

前

の

日

で

あ

る

場

合

は

、

当

該

日

数

か

ら

前

付

与

日

前

一

年

の

期

間

内

に

付

与

さ

れ

て

い

た

年

次

有

給

休

暇

の

日

数

の

う

ち

使

用

し

な

か

っ

た

日

数

を

差

し

引

い

た

も

の

）

か

ら

、

前

付

与

日

か

ら

任

用

日

の

前

日

ま

で

に

使

用

し

た

日

数

を

差

し

引

い

た

日

数

 

三

 

東

京

都

の

会

計

年

度

任

用

の

職

に

在

職

す

る

者

が

当

該

任

用

の

期

間

満

了

後

引

き

続

き

臨

時

的

任

用

職

員

と

し

て

新

た

に

任

用

さ

れ

る

場

合
 

当

該

任

用

の

日

の

前

日

に

使

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

日

数

の

う

ち

そ

の

年

度

に

付

与

さ

れ

た

も

の

に

、

任

用

期

間

に

応

じ

、

別

表

第

三

に

定

め

る

日

数

を

加

え

た

日

数

 

 

第

十

四

条

の

次

に

次

の

一

条

を

加

え

る

。
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（

臨

時

的

任

用

職

員

の

年

次

有

給

休

暇

の

繰

越

し

）

第

十

四

条

の

二

東

京

都

の

臨

時

的

任

用

の

職

に

あ

っ

た

者

が

当

該

任

用

の

期

間

の

属

す

る

年

度

の

翌

年

度

に

お

い

て

引

き

続

き

臨

時

的

任

用

職

員

と

し

て

新

た

に

任

用

さ

れ

た

場

合

に

お

い

て

、

当

該

任

用

の

日

の

前

日

に

使

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

年

次

有

給

休

暇

の

日

数

の

う

ち

同

日

の

属

す

る

年

度

に

付

与

さ

れ

た

も

の

が

あ

る

と

き

は

、

二

十

日

を

限

度

と

し

て

翌

年

度

に

限

り

こ

れ

を

繰

り

越

す

こ

と

が

で

き

る

。

た

だ

し

、

前

年

度

に

お

け

る

勤

務

実

績

（

そ

の

年

度

に

新

た

に

臨

時

的

任

用

職

員

と

な

っ

た

日

以

後

の

期

間

に

お

い

て

割

り

振

ら

れ

た

勤

務

日

の

総

数

に

対

す

る

勤

務

し

た

日

数

の

割

合

を

い

う

。

以

下

こ

の

条

に

お

い

て

同

じ

。

）

が

八

割

に

満

た

な

い

者

に

つ

い

て

は

、

こ

の

限

り

で

な

い

。

こ

の

場

合

に

お

い

て

、

二

暦

日

に

わ

た

り

継

続

す

る

勤

務

時

間

を

割

り

振

ら

れ

た

と

き

の

そ

の

終

期

の

属

す

る

日

（

他

の

勤

務

時

間

が

割

り

振

ら

れ

た

日

を

除

く

。

）

は

、

当

該

年

度

に

お

い

て

割

り

振

ら

れ

た

勤

務

日

の

総

数

及

び

勤

務

し

た

日

か

ら

除

く

も

の

と

す

る

。

２

勤

務

実

績

を

算

定

す

る

場

合

に

お

い

て

、

次

に

掲

げ

る

期

間

は

、

勤

務

し

た

日

数

と

み

な

す

。

一

超

勤

代

休

時

間

が

承

認

さ

れ

た

勤

務

日

等

（

日

を

単

位

と

す

る

場

合

を

除

く

。

）

、

休

日

及

び

代

休

日

二

条

例

第

十

五

条

、

第

十

六

条

（

日

を

単

位

と

す

る

場

合

を

除

く

。

）

、

第

十

七

条

及

び

第

十

八

条

の

規

定

に

よ

る

休

暇

に

よ

り

勤

務

し

な

か

っ

た

期

間
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三

公

務

上

の

傷

病

又

は

通

勤

に

よ

る

傷

病

に

よ

り

勤

務

し

な

か

っ

た

期

間

四

職

員

の

職

務

に

専

念

す

る

義

務

の

特

例

に

関

す

る

条

例

第

二

条

の

規

定

に

よ

り

職

務

に

専

念

す

る

義

務

を

免

除

さ

れ

て

勤

務

し

な

か

っ

た

期

間

五

学

校

職

員

の

給

与

の

減

額

を

免

除

す

る

こ

と

の

で

き

る

場

合

の

基

準

に

関

す

る

規

則

別

表

第

一

号

か

ら

第

四

号

ま

で

の

事

由

に

該

当

す

る

場

合

で

勤

務

で

き

な

か

っ

た

期

間

第

二

十

九

条

の

二

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

。

（

特

別

休

暇

等

の

特

例

）

第

二

十

九

条

の

二

東

京

都

の

い

ず

れ

か

の

職

を

退

職

し

た

者

が

引

き

続

き

職

員

（

臨

時

的

任

用

職

員

を

除

く

。

）

に

採

用

さ

れ

た

場

合

に

お

い

て

、

当

該

採

用

さ

れ

た

年

に

お

け

る

条

例

第

十

六

条

か

ら

第

十

八

条

の

二

ま

で

の

規

定

の

適

用

に

つ

い

て

は

、

当

該

退

職

以

前

の

勤

務

と

当

該

採

用

以

後

の

勤

務

と

が

継

続

す

る

も

の

と

み

な

す

。

任

期

の

更

新

を

し

た

と

き

も

同

様

と

す

る

。

た

だ

し

、

東

京

都

の

常

勤

の

職

を

退

職

し

た

者

が

引

き

続

き

再

任

用

職

員

又

は

任

期

付

職

員

等

に

採

用

さ

れ

た

場

合

に

お

け

る

条

例

第

十

七

条

第

一

項

の

規

定

（

長

期

勤

続

休

暇

に

限

る

。

）

の

適

用

に

つ

い

て

は

、

こ

の

限

り

で

な

い

。

２

東

京

都

の

い

ず

れ

か

の

職

を

退

職

し

た

者

が

引

き

続

き

臨

時

的

任

用

職

員

に

任

用

さ

れ

た

場

合

に

お

い

て

、

当

該

任

用

さ

れ

た

年

度

に

お

け

る

条

例

第

十

六

条

か

ら

第

十

八

条

の

二

ま

で

の

規

定

の

適
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用

に

つ

い

て

は

、

当

該

退

職

以

前

の

勤

務

と

当

該

任

用

以

後

の

勤

務

と

が

継

続

す

る

も

の

と

み

な

す

。

地

方

公

務

員

法

第

二

十

二

条

の

三

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

臨

時

的

任

用

の

更

新

を

し

た

と

き

も

同

様

と

す

る

。

第

二

十

九

条

の

三

の

次

に

次

の

一

条

を

加

え

る

。

（

臨

時

的

任

用

職

員

に

関

す

る

読

替

え

）

第

二

十

九

条

の

四

臨

時

的

任

用

職

員

に

つ

い

て

の

第

二

十

三

条

の

三

第

二

項

、

第

二

十

七

条

の

三

第

二

項

及

び

第

二

十

七

条

の

四

第

二

項

の

規

定

の

適

用

に

つ

い

て

は

、

こ

れ

ら

の

規

定

中

「

一

の

年

」

と

あ

る

の

は

「

一

の

年

度

」

と

す

る

。

第

三

十

一

条

中

「

第

十

三

条

第

四

項

第

六

号

の

規

定

」

を

「

第

十

三

条

第

四

項

第

七

号

」

に

改

め

、

同

条

中

「

条

例

」

と

」

の

下

に

「

、

第

十

四

条

の

二

第

二

項

第

四

号

中

「

職

員

の

職

務

に

専

念

す

る

義

務

の

特

例

に

関

す

る

条

例

第

二

条

」

と

あ

る

の

は

「

職

員

の

職

務

に

専

念

す

る

義

務

の

特

例

に

関

し

当

該

区

市

町

村

が

定

め

た

条

例

」

と

」

を

加

え

る

。

別

表

第

三

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

。

別

表

第

三

（

第

十

四

条

関

係

）

任

用

期

間

付

与

日

数

十

一

月

を

超

え

一

年

以

内

の

期

間

二

十

日
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十

月

を

超

え

十

一

月

以

内

の

期

間

 

十

八

日

 
 

 

九

月

を

超

え

十

月

以

内

の

期

間

 

十

七

日

 
 

 

八

月

を

超

え

九

月

以

内

の

期

間

 

十

五

日

 
 

 

七

月

を

超

え

八

月

以

内

の

期

間

 

十

三

日

 
 

 

六

月

を

超

え

七

月

以

内

の

期

間

 

十

二

日

 
 

 

五

月

を

超

え

六

月

以

内

の

期

間

 

十

日

 
 

 

四

月

を

超

え

五

月

以

内

の

期

間
 

八

日

 
 

 

三

月

を

超

え

四

月

以

内

の

期

間

 

七

日

 
 

 

二

月

を

超

え

三

月

以

内

の

期

間

 

五

日

 
 

 

一

月

を

超

え

二

月

以

内

の

期

間

 

三

日

 
 

 

一

月

以

内

の

期

間

 

二

日

 
 

 
 

 

附

 

則
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こ

の

規

則

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。
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会

計

年

度

任

用

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

暇

等

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

 

則
 

会

計

年

度

任

用

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

暇

等

に

関

す

る

規

則

（

平

成

二

十

七

年

東

京

都

規

則

第

四

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

 

第

二

十

七

条

中

第

一

号

を

削

り

、

第

二

号

を

第

一

号

と

し

、

第

三

号

を

第

二

号

と

す

る

。

 

第

二

十

九

条

中

第

一

号

を

削

り

、

第

二

号

を

第

一

号

と

し

、

第

三

号

を

第

二

号

と

す

る

。

 

附

 

則

 

１

 

こ

の

規

則

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

た

だ

し

、

次

項

の

規

定

は

、

公

布

の

日

か

ら

施

行

す

る

。

 

２

 

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

後

の

会

計

年

度

任

用

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

暇

等

に

関

す

る

規

則

第

二

十

七

条

に

規

定

す

る

職

員

に

よ

る

介

護

休

暇

に

係

る

請

求

等

及

び

同

規

則

第

二

十

九

条

に

規

定

す

る

職

員

に

よ

る

介

護

時

間

に

係

る

請

求

等

は

、

こ

の

規

則

の

施

行

の

日

前

に

お

い

て

も

行

う

こ

と

が

で

き

る

。
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東

京

都

教

育

委

員

会

会

計

年

度

任

用

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

暇

等

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

四

年

月

日

東

京

都

教

育

委

員

会
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東

京

都

教

育

委

員

会

規

則

第

号

東

京

都

教

育

委

員

会

会

計

年

度

任

用

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

暇

等

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

教

育

委

員

会

会

計

年

度

任

用

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

暇

等

に

関

す

る

規

則

（

平

成

二

十

七

年

東

京

都

教

育

委

員

会

規

則

第

八

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

二

十

七

条

中

第

一

号

を

削

り

、

第

二

号

を

第

一

号

と

し

、

第

三

号

を

第

二

号

と

す

る

。

第

二

十

九

条

中

第

一

号

を

削

り

、

第

二

号

を

第

一

号

と

し

、

第

三

号

を

第

二

号

と

す

る

。

附

則

１

こ

の

規

則

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

た

だ

し

、

次

項

の

規

定

は

、

公

布

の

日

か

ら

施

行

す

る

。

２

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

後

の

東

京

都

教

育

委

員

会

会

計

年

度

任

用

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

暇

等

に

関

す

る

規

則

第

二

十

七

条

に

規

定

す

る

職

員

に

よ

る

介

護

休

暇

に

係

る

請

求

等

及

び

同

規

則

第

二

十

九

条

に

規

定

す

る

職

員

に

よ

る

介

護

時

間

に

係

る

請

求

等

は

、

こ

の

規

則

の

施

行

の

日

前

に

お

い

て

も

行

う

こ

と

が

で

き

る

。
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都

立

学

校

等

に

勤

務

す

る

時

間

講

師

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

 
令

和

四

年

 

月

 

日

 

東

京

都

教

育

委

員

会
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◉

東

京

都

教

育

委

員

会

規

則

第

○

号

都

立

学

校

等

に

勤

務

す

る

時

間

講

師

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

都

立

学

校

等

に

勤

務

す

る

時

間

講

師

に

関

す

る

規

則

（

昭

和

四

十

九

年

東

京

都

教

育

委

員

会

規

則

第

二

十

四

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

十

八

条

の

三

第

三

項

中

第

一

号

を

削

り

、

第

二

号

を

第

一

号

と

し

、

第

三

号

を

第

二

号

と

す

る

。

第

十

九

条

第

三

項

中

第

一

号

を

削

り

、

第

二

号

を

第

一

号

と

し

、

第

三

号

を

第

二

号

と

す

る

。

附

則

１

こ

の

規

則

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

た

だ

し

、

次

項

の

規

定

は

、

公

布

の

日

か

ら

施

行

す

る

。

２

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

後

の

都

立

学

校

等

に

勤

務

す

る

時

間

講

師

に

関

す

る

規

則

第

十

八

条

の

三

に

規

定

す

る

時

間

講

師

に

よ

る

介

護

休

暇

及

び

同

規

則

第

十

九

条

に

規

定

す

る

時

間

講

師

に

よ

る

介

護

時

間

に

係

る

申

請

等

は

、

こ

の

規

則

の

施

行

の

日

前

に

お

い

て

も

行

う

こ

と

が

で

き

る

。
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東

京

都

議

会

議

長

訓

令

第

三

号

 

東

京

都

議

会

議

会

局

 

東

京

都

議

会

議

会

局

会

計

年

度

任

用

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

暇

等

に

関

す

る

規

程

（

平

成

二

十

七

年

東

京

都

議

会

議

長

訓

令

第

五

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

 

令

和

四

年

三

月

三

十

一

日

 

東

京

都

議

会

議

長

 

三

 

宅

 

し

げ

き

 

第

二

十

六

条

中

第

一

号

を

削

り

、

第

二

号

を

第

一

号

と

し

、

第

三

号

を

第

二

号

と

す

る

。

 

第

二

十

八

条

中

第

一

号

を

削

り

、

第

二

号

を

第

一

号

と

し

、

第

三

号

を

第

二

号

と

す

る

。

 

附

 

則

 

１

 

こ

の

訓

令

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

た

だ

し

、

次

項

の

規

定

は

、

公

布

の

日

か

ら

施

行

す

る

。

 

２

 

こ

の

訓

令

に

よ

る

改

正

後

の

東

京

都

議

会

議

会

局

会

計

年

度

任

用

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

暇

等

に

関

す

る

規

程

第

二

十

六

条

に

規

定

す

る

職

員

に

よ

る

介

護

休

暇

に

係

る

請

求

等

及

び

同

規

程

第

二

十

八

条

に

規

定

す

る

職

員

に

よ

る

介

護

時

間

に

係

る

請

求

等

は

、

こ

の

訓

令

の

施

行

の

日

前

に

お

い

て

も

行

う

こ

と

が

で

き

る

。
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                            存   続   期   間 

訓令甲第   号 

 警視庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部を改正する規程を次のように

定める。 

  令和４年３月３１日 

 

                            警視総監 大 石 吉 彦 

    

   警視庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部を改正する規程 

 警視庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程（平成２７年３月３０日訓令甲第１

７号）の一部を次のように改正する。 

 第２５条中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号を第２号とする。 

 第２７条中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号を第２号とする。 

   附 則 

１ この訓令は、令和４年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は令和４年３月３１日か

ら施行する。 

２  この訓令による改正後の警視庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程第２４条

に規定する介護休暇及び第２６条に規定する介護時間に係る申請は、この訓令の施行の日前に

おいても行うことができる。 
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東京消防庁訓令第  号 

庁 中 一 般     

消 防 署     

東京消防庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程（平成２７年３月東京消防庁訓令第１６号）の一部を次のように改正する。 

令和４年３月  日 

東京消防庁 

消防総監 清水 洋文 

次の表により、改正前欄及び改正後欄に対応して掲げるその標記部分に二重下線を付した規定（以下「対象規定」という。）で、その標記部分が異

なるものは改正前欄に掲げる対象規定を改正後欄に掲げる対象規定として移動し、改正前欄に掲げる対象規定で改正後欄にこれに対応するものを掲げ

ていないものは、これを削る。 
改正後 改正前 

（介護休暇を承認することができる職員） 

第２６条 ［略］ 

 ［削る］ 

 ⑴・⑵ ［略］ 

（介護時間を承認することができる職員） 

第２８条 ［略］ 

 ［削る］ 

 ⑴・⑵ ［略］ 

 

 

（介護休暇を承認することができる職員） 

第２６条 ［同左］ 

 ⑴ 在職期間が１年以上である職員 

 ⑵・⑶ ［同左］ 

（介護時間を承認することができる職員） 

第２８条 ［同左］ 

 ⑴ 在職期間が１年以上である職員 

 ⑵・⑶ ［同左］ 

   附 則 

 １ この訓令は、令和４年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

別添え 
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 ２ この訓令による改正後の東京消防庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程（以下「改正後の規程」という。）第２６条に規定する

職員による介護休暇及び改正後の規程第２８条に規定する職員による介護時間に係る申請等は、この訓令の施行の日前においても行うことができ

る。 
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東

京

都

公

立

学

校

会

計

年

度

任

用

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

暇

等

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

 
令

和

四

年

 

月

 

日

 

東

京

都

教

育

委

員

会
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東

京

都

教

育

委

員

会

規

則

第

 
 

号

 

東

京

都

公

立

学

校

会

計

年

度

任

用

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

暇

等

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

 

東

京

都

公

立

学

校

会

計

年

度

任

用

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

暇

等

に

関

す

る

規

則

（

平

成

二

十

七

年

東

京

都

教

育

委

員

会

規

則

第

九

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

 

 

第

二

十

七

条

中

第

一

号

を

削

り

、

第

二

号

を

第

一

号

と

し

、

第

三

号

を

第

二

号

と

す

る

。

 

第

二

十

九

条

中

第

一

号

を

削

り

、

第

二

号

を

第

一

号

と

し

、

第

三

号

を

第

二

号

と

す

る

。

 

附

 

則

 

１

 

こ

の

規

則

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

た

だ

し

、

次

項

の

規

定

は

、

公

布

の

日

か

ら

施

行

す

る

。

 

２

 

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

後

の

東

京

都

公

立

学

校

会

計

年

度

任

用

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

暇

等

に

関

す

る

規

則

第

二

十

七

条

に

規

定

す

る

職

員

に

よ

る

介

護

休

暇

に

係

る

請

求

等

及

び

同

規

則

第

二

十

九

条

に

規

定

す

る

職

員

に

よ

る

介

護

時

間

に

係

る

請

求

等

は

、

こ

の

規

則

の

施

行

の

日

前

に

お

い

て

も

行

う

こ

と

が

で

き

る

。
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東

京

都

公

立

学

校

会

計

年

度

任

用

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

暇

等

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

 
令

和

四

年

 

月

 

日

 

東

京

都

教

育

委

員

会
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東

京

都

教

育

委

員

会

規

則

第

 
 

号

 

東

京

都

公

立

学

校

会

計

年

度

任

用

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

暇

等

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

 

東

京

都

公

立

学

校

会

計

年

度

任

用

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

暇

等

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

（

令

和

三

年

東

京

都

教

育

委

員

会

規

則

第

三

十

九

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

 

 

第

十

二

条

第

三

項

の

改

正

規

定

中

「

（

会

計

年

度

任

用

の

職

」

の

下

に

「

及

び

臨

時

的

任

用

の

職

」

を

加

え

、

同

項

の

改

正

規

定

に

次

の

よ

う

に

加

え

る

。

 

四

 

東

京

都

の

臨

時

的

任

用

の

職

に

在

職

す

る

者

が

当

該

任

用

の

期

間

満

了

後

引

き

続

き

職

員

と

し

て

新

た

に

任

用

さ

れ

る

場

合
 

当

該

任

用

の

日

の

前

日

に

使

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

日

数

の

う

ち

同

日

の

属

す

る

年

度

に

付

与

さ

れ

た

も

の

に

、

所

定

の

勤

務

日

数

、

在

職

期

間

及

び

任

用

の

日

の

属

す

る

在

職

す

る

期

間

に

応

じ

、

別

表

第

三

に

定

め

る

日

数

を

加

え

た

日

数

 

第

十

四

条

第

一

項

の

改

正

規

定

中

「

第

十

二

条

第

三

項

第

二

号

」

の

下

に

「

及

び

第

四

号

」

を

加

え

る

。

 

附

 

則

 

 

こ

の

規

則

は

、

公

布

の

日

か

ら

施

行

す

る

。
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会

計

年

度

任

用

職

員

の

任

用

等

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

 
会

計

年

度

任

用

職

員

の

任

用

等

に

関

す

る

規

則

（

平

成

二

十

七

年

東

京

都

規

則

第

七

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

 

 

第

二

条

第

二

号

中

「

並

び

に

都

民

安

全

推

進

本

部

長

、

」

を

「

、

同

条

第

三

項

に

規

定

す

る

室

長

並

び

に

」

に

改

め

、

「

、

病

院

経

営

本

部

長

」

を

削

る

。

 

 

別

表

介

護

欠

勤

の

項

及

び

育

児

欠

勤

の

項

を

削

る

。

 

 
 

 

附

 

則

 

 

こ

の

規

則

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

た

だ

し

、

第

二

条

第

二

号

の

改

正

規

定

（

「

、

病

院

経

営

本

部

長

」

を

削

る

部

分

に

限

る

。

）

は

、

同

年

七

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。
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東

京

都

教

育

委

員

会

会

計

年

度

任

用

職

員

の

任

用

等

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。
 

令

和

四

年

 

月

 

日

 

東

京

都

教

育

委

員

会
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東

京

都

教

育

委

員

会

規

則

第

 
 

号

 

東

京

都

教

育

委

員

会

会

計

年

度

任

用

職

員

の

任

用

等

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

 

東

京

都

教

育

委

員

会

会

計

年

度

任

用

職

員

の

任

用

等

に

関

す

る

規

則

（

平

成

二

十

七

年

東

京

都

教

育

委

員

会

規

則

第

四

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

 

 

別

表

介

護

欠

勤

の

項

及

び

育

児

欠

勤

の

項

を

削

る

。

 

 
 

 

附

 

則

 

 

こ

の

規

則

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。
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東

京

都

公

立

学

校

会

計

年

度

任

用

職

員

の

任

用

等

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。
 

令

和

四

年

 

月

 

日

 

東

京

都

教

育

委

員

会
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東

京

都

教

育

委

員

会

規

則

第

 
 

号

 

東

京

都

公

立

学

校

会

計

年

度

任

用

職

員

の

任

用

等

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則
 

東

京

都

公

立

学

校

会

計

年

度

任

用

職

員

の

任

用

等

に

関

す

る

規

則

（

平

成

二

十

七

年

東

京

都

教

育

委

員

会

規

則

第

五

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

 

 

別

表

介

護

欠

勤

の

項

及

び

育

児

欠

勤

の

項

を

削

る

。

 

 
 

 

附

 

則

 

 

こ

の

規

則

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。
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東

京

都

議

会

議

長

訓

令

第

二

号

東

京

都

議

会

議

会

局

会

計

年

度

任

用

職

員

の

任

用

等

に

関

す

る

規

程

（

平

成

二

十

七

年

東

京

都

議

会

議

長

訓

令

第

四

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

令

和

四

年

三

月

三

十

一

日

東

京

都

議

会

議

長

三

宅

し

げ

き

別

表

介

護

欠

勤

の

項

及

び

育

児

欠

勤

の

項

を

削

る

。

附

則

こ

の

訓

令

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。
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存 続   期 間  

訓令甲第   号 

警視庁会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部を次のように定める。 

  令和４年４月 日 

警視総監 大 石 吉 彦 

警視庁会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部を改正する規程 

 警視庁会計年度任用職員の任用等に関する規程（平成２７年３月３０日訓令甲第１６号）

の一部を次のように改正する。 

別表（第 4 条関係）中 

「 

「 

改める。 

附 則 

この訓令は、令和４年４月１日から施行する。 

傷病欠勤 １日 １日 

介護欠勤 １日 １日 

育児欠勤 １日 １日 

傷病欠勤 １日 １日 

を 

」 

」 に 
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号 

庁 中 一 般  

消 防 署

東京消防庁会計年度任用職員の任用等に関する規程（平成２７年３月東京消防庁訓令第１５号）の一部を次のように改正する。 

令和４年３月 日 

東京消防庁

消防総監 清水 洋文  

次の表により、改正前欄に掲げる規定の破線で囲んだ部分をこれに順次対応する改正後欄に掲げる規定の破線で囲んだ部分のように改める。 

改 正 後 改 正 前 

別表（第４条関係） 別表（第４条関係） 

附 則  

この訓令は、令和４年４月１日から施行する。 

事由 欠勤等の日数及び回数 換算後の欠勤等の日数 

休職 １日 １日 

傷病欠勤 １日 １日 

私事欠勤 １日 ３日 

無届欠勤 １日 ４日 

遅参早退 ３回 １日 

事由 欠勤等の日数及び回数 換算後の欠勤等の日数 

休職 １日 １日 

傷病欠勤 １日 １日 

介護欠勤 １日 １日 

育児欠勤 １日 １日 

私事欠勤 １日 ３日 

無届欠勤 １日 ４日 

遅参早退 ３回 １日 

東京消防庁訓令第  
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交

通

局

規

程

第

二

十

八

号

東

京

都

交

通

局

会

計

年

度

任

用

職

員

の

任

用

等

に

関

す

る

規

程

の

一

部

を

改

正

す

る

規

程

を

次

の

よ

う

に

定

め

る

。

令

和

四

年

三

月

三

十

一

日

東

京

都

交

通

局

長

内

藤

淳

東

京

都

交

通

局

会

計

年

度

任

用

職

員

の

任

用

等

に

関

す

る

規

程

の

一

部

を

改

正

す

る

規

程

東

京

都

交

通

局

会

計

年

度

任

用

職

員

の

任

用

等

に

関

す

る

規

程

（

平

成

二

十

七

年

交

通

局

規

程

第

三

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

別

表

介

護

欠

勤

の

項

及

び

育

児

欠

勤

の

項

を

削

る

。

附

則

こ

の

規

程

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。
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東

京

都

水

道

局

管

理

規

程

第

九

号

東

京

都

水

道

局

会

計

年

度

任

用

職

員

の

任

用

等

に

関

す

る

規

程

の

一

部

を

改

正

す

る

規

程

を

次

の

よ

う

に

定

め

る

。

令

和

四

年

三

月

三

十

一

日

東

京

都

水

道

局

長

浜

佳

葉

子

東

京

都

水

道

局

会

計

年

度

任

用

職

員

の

任

用

等

に

関

す

る

規

程

の

一

部

を

改

正

す

る

規

程

東

京

都

水

道

局

会

計

年

度

任

用

職

員

の

任

用

等

に

関

す

る

規

程

（

平

成

二

十

七

年

東

京

都

水

道

局

管

理

規

程

第

三

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

別

表

介

護

欠

勤

の

項

及

び

育

児

欠

勤

の

項

を

削

る

。

附

則

こ

の

規

程

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。
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東

京

都

下

水

道

局

管

理

規

程

第

号

東

京

都

下

水

道

局

会

計

年

度

任

用

職

員

の

任

用

等

に

関

す

る

規

程

の

一

部

を

改

正

す

る

規

程

を

次

の

よ

う

に

定

め

る

。

令

和

四

年

三

月

三

十

一

日

東

京

都

下

水

道

局

長

神

山

守

東

京

都

下

水

道

局

会

計

年

度

任

用

職

員

の

任

用

等

に

関

す

る

規

程

の

一

部

を

改

正

す

る

規

程

東

京

都

下

水

道

局

会

計

年

度

任

用

職

員

の

任

用

等

に

関

す

る

規

程

（

平

成

二

十

七

年

東

京

都

下

水

道

局

管

理

規

程

第

三

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

別

表

介

護

欠

勤

の

項

及

び

育

児

欠

勤

の

項

を

削

る

。

附

則

こ

の

規

程

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。
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都

立

学

校

等

に

勤

務

す

る

日

勤

講

師

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

 
令

和

四

年

 

月

 

日

 

東

京

都

教

育

委

員

会
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東

京

都

教

育

委

員

会

規

則

第

○

号

 

 
 

 
都

立

学

校

等

に

勤

務

す

る

日

勤

講

師

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

 

 

都

立

学

校

等

に

勤

務

す

る

日

勤

講

師

に

関

す

る

規

則

（

平

成

十

九

年

東

京

都

教

育

委

員

会

規

則

第

六

十

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

 

 

第

二

十

条

第

二

項

中

「

常

勤

職

員

又

は

法

第

二

十

八

条

の

五

第

一

項

に

規

定

す

る

短

時

間

勤

務

の

職

を

占

め

る

職

員

で

」

を

「

い

ず

れ

か

の

職

（

日

勤

講

師

を

除

く

。

）

に

」

に

改

め

、

同

条

第

三

項

中

「

第

一

項

に

規

定

す

る

」

を

「

日

勤

講

師

に

あ

っ

た

者

が

当

該

任

用

の

期

間

の

属

す

る

年

度

の

翌

年

度

に

お

い

て

引

き

続

き

日

勤

講

師

と

し

て

新

た

に

任

用

さ

れ

た

場

合

に

お

い

て

、

当

該

任

用

の

日

の

前

日

に

使

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

」

に

、

「

、

当

該

任

期

中

に

使

用

し

な

か

っ

た

日

数

が

あ

る

場

合

で

、

第

七

条

第

二

項

の

規

定

に

よ

り

再

度

任

用

が

行

わ

れ

た

と

き

は

、

当

該

再

度

任

用

が

行

わ

れ

た

期

間

」

を

「

同

日

の

属

す

る

年

度

に

付

与

さ

れ

た

も

の

が

あ

る

場

合

は

、

別

表

第

二

に

定

め

る

日

数

を

限

度

と

し

て

翌

年

度

」

に

改

め

る

。

 

 

第

二

十

二

条

第

三

項

中

「

次

の

各

号

の

い

ず

れ

に

も

該

当

す

る

」

を

「

介

護

休

暇

開

始

予

定

日

か

ら

起

算

し

て

九

十

三

日

を

経

過

す

る

日

か

ら

六

月

を

経

過

す

る

日

ま

で

の

間

に

、

そ

の

任

期

が

満

了

し

、

か

つ

、

東

京

都

の

い

ず

れ

か

の

職

に

引

き

続

き

任

用

さ

れ

な

い

こ

と

が

明

ら

か

で

な

い

」

に

改

め

、

同

項

各

号

を

削

る

。
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第

二

十

二

条

の

二

第

三

項

中

「

次

の

各

号

の

い

ず

れ

に

も

該

当

す

る

」

を

「

一

日

に

つ

き

定

め

ら

れ

た

勤

務

時

間

が

六

時

間

十

五

分

以

上

で

あ

る

勤

務

日

が

あ

る

」

に

改

め

、

同

項

各

号

を

削

る

。

 

 

別

表

第

一

介

護

欠

勤

の

項

及

び

育

児

欠

勤

の

項

を

削

る

。

 

 
 

 

附

 
則

 

１

 

こ

の

規

則

は

、

令

和

四

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

た

だ

し

、

第

二

十

条

第

二

項

の

改

正

規

定

及

び

次

項

の

規

定

は

、

公

布

の

日

か

ら

施

行

す

る

。

 

２

 

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

後

の

都

立

学

校

等

に

勤

務

す

る

日

勤

講

師

に

関

す

る

規

則

第

二

十

二

条

に

規

定

す

る

日

勤

講

師

に

よ

る

介

護

休

暇

及

び

同

規

則

第

二

十

二

条

の

二

に

規

定

す

る

日

勤

講

師

に

よ

る

介

護

時

間

に

係

る

申

請

等

は

、

こ

の

規

則

の

施

行

の

日

前

に

お

い

て

も

行

う

こ

と

が

で

き

る

。
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～ 目 次 ～ 

Ⅲ 人事委員会承認事項の一部改正等 

１ 赴任に係る旅費の増額調整について＜新設＞（知事外８任命権者）【協議】（２頁） 

２ 成績率の運用に関する要綱の制定について（知事）（12頁） 

３ 昇給に関する基準について（知事外８任命権者）【申請・協議】（14頁） 

４ 勤務１時間当たりの給料等の算出基礎となる特殊勤務手当について（知事）（19頁） 

承 認 事 項 等 案 文 一 覧 

別添３ 
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３ 総人 制第 1421号 

令 和 ４ 年 ３ 月 1 4日 

東京都人事委員会 殿 

東 京 都 知 事  

小 池  百 合 子 

（ 公 印 省 略 ） 

赴任に係る旅費の増額調整について（協議） 

 標記の件について、下記のとおり取り扱いたいので、職員の旅費に関する条例（昭和26年東

京都条例第76号）第42条第２項の規定に基づき協議します。 

記 

１ 協議内容 

  職員の旅費に関する条例（以下「条例」という。）第６条第10項に基づき支給する移転料

（内国旅行に限る。以下同じ。）に適用する条例別表第１の額は、当分の間、当該額の３倍

の額とする。 

  また、「島しょへの赴任に係る旅費の増額調整について（協議）」（平成11年３月12日付10

総勤労第303号。以下「平成11年３月協議」という。）で行った協議については、廃止する。 

２ 協議理由 

  赴任の際の移転料は、条例第27条の規定により、旧在勤地から新在勤地までの路程に応じ

た条例別表第１の額の範囲内の実費額を支給することとしている（ただし、島しょへの赴任

は、平成11年３月協議により、条例別表第１の額の1.5倍の額を限度として実費額を支給し

ている。）。 

  しかしながら、近年、人手不足等を背景に引越代が高騰し、住居の移転に係る所要経費も

多額にのぼる。このため、条例第27条に規定する移転料を上回る経費がかかることもあるが、

この場合、移転に際して通常必要とされる費用の支出に充てられると認められる範囲内であ

れば、実費弁償の観点から一定の制限を設けた上で実費額を支給する必要がある。 

３ 適用年月日 

(１) 赴任する職員については、令和４年４月１日付け発令に伴う赴任から適用し、退職す

る職員については、令和４年３月31日以後の退職に伴う帰住から適用する。 

(２) (１)の適用以前の赴任又は帰住については、平成11年３月協議も含め、なお従前の例

による。 
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３教人勤第３０８号 

令和４年３月１４日 

東京都人事委員会 殿 

東 京 都 教 育 委 員 会 

（ 公 印 省 略 ） 

赴任に係る旅費の増額調整について（協議） 

標記の件について、下記のとおり取り扱いたいので、職員の旅費に関する条例（昭和26年東

京都条例第76号）第42条第２項の規定に基づき協議します。 

記 

１ 協議内容 

  職員の旅費に関する条例（以下「条例」という。）第６条第10項に基づき支給する移転料

（内国旅行に限る。以下同じ。）に適用する条例別表第１の額は、当分の間、当該額の３倍

の額とする。 

また、「島しょへの赴任に係る旅費の増額調整について（協議）」（平成11年３月12日付10

教人勤第245号。以下「平成11年３月協議」という。）で行った協議については、廃止する。 

２ 協議理由 

  赴任の際の移転料は、条例第27条の規定により、旧在勤地から新在勤地までの路程に応じ

た条例別表第１の額の範囲内の実費額を支給することとしている（ただし、島しょへの赴任

は、平成11年３月協議により、条例別表第１の額の1.5倍の額を限度として実費額を支給し

ている。）。 

  しかしながら、近年、人手不足等を背景に引越代が高騰し、住居の移転に係る所要経費も

多額にのぼる。このため、条例第27条に規定する移転料を上回る経費がかかることもあるが、

この場合、移転に際して通常必要とされる費用の支出に充てられると認められる範囲内であ

れば、実費弁償の観点から一定の制限を設けた上で実費額を支給する必要がある。 

３ 適用年月日 

(１) 赴任する職員については、令和４年４月１日付け発令に伴う赴任から適用し、退職す

る職員については、令和４年３月31日以後の退職に伴う帰住から適用する。 

(２) (１)の適用以前の赴任又は帰住については、平成11年３月協議も含め、なお従前の例

による。 
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３議総第１１２５号 

令和 ４ 年 ３ 月 １ ４ 日 

東京都人事委員会 殿 

東 京 都 議 会 議 長  

三 宅 し げ き 

（ 公 印 省 略 ） 

赴任に係る旅費の増額調整について（協議） 

 標記の件について、下記のとおり取り扱いたいので、職員の旅費に関する条例（昭和26年東

京都条例第76号）第42条第２項の規定に基づき協議します。 

記 

１ 協議内容 

  職員の旅費に関する条例（以下「条例」という。）第６条第10項に基づき支給する移転料

（内国旅行に限る。以下同じ。）に適用する条例別表第１の額は、当分の間、当該額の３倍

の額とする。 

  また、「島しょへの赴任に係る旅費の増額調整について（協議）」（平成29年６月21日付29

議総第298号。以下「平成29年６月協議」という。）で行った協議については、廃止する。 

２ 協議理由 

  赴任の際の移転料は、条例第27条の規定により、旧在勤地から新在勤地までの路程に応じ

た条例別表第１の額の範囲内の実費額を支給することとしている（ただし、島しょへの赴任

は、平成29年６月協議により、条例別表第１の額の1.5倍の額を限度として実費額を支給し

ている。）。 

  しかしながら、近年、人手不足等を背景に引越代が高騰し、住居の移転に係る所要経費も

多額にのぼる。このため、条例第27条に規定する移転料を上回る経費がかかることもあるが、

この場合、移転に際して通常必要とされる費用の支出に充てられると認められる範囲内であ

れば、実費弁償の観点から一定の制限を設けた上で実費額を支給する必要がある。 

３ 適用年月日 

(１) 赴任する職員については、令和４年４月１日付け発令に伴う赴任から適用し、退職す

る職員については、令和４年３月31日以後の退職に伴う帰住から適用する。 

(２) (１)の適用以前の赴任又は帰住については、平成29年６月協議も含め、なお従前の例

による。 
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３監総第１０４２号 

令和４年３月１４日 

東京都人事委員会 殿 

東京都代表監査委員  

 茂 垣 之 雄 

（ 公 印 省 略 ） 

赴任に係る旅費の増額調整について（協議） 

 標記の件について、下記のとおり取り扱いたいので、職員の旅費に関する条例（昭和26年東

京都条例第76号）第42条第２項の規定に基づき協議します。 

記 

１ 協議内容 

  職員の旅費に関する条例（以下「条例」という。）第６条第10項に基づき支給する移転料

（内国旅行に限る。以下同じ。）に適用する条例別表第１の額は、当分の間、当該額の３倍

の額とする。 

  また、「島しょへの赴任に係る旅費の増額調整について（協議）」（平成29年６月19日付29

監総第316号。以下「平成29年６月協議」という。）で行った協議については、廃止する。 

２ 協議理由 

  赴任の際の移転料は、条例第27条の規定により、旧在勤地から新在勤地までの路程に応じ

た条例別表第１の額の範囲内の実費額を支給することとしている（ただし、島しょへの赴任

は、平成29年６月協議により、条例別表第１の額の1.5倍の額を限度として実費額を支給し

ている。）。 

  しかしながら、近年、人手不足等を背景に引越代が高騰し、住居の移転に係る所要経費も

多額にのぼる。このため、条例第27条に規定する移転料を上回る経費がかかることもあるが、

この場合、移転に際して通常必要とされる費用の支出に充てられると認められる範囲内であ

れば、実費弁償の観点から一定の制限を設けた上で実費額を支給する必要がある。 

３ 適用年月日 

(１) 赴任する職員については、令和４年４月１日付け発令に伴う赴任から適用し、退職す

る職員については、令和４年３月31日以後の退職に伴う帰住から適用する。 

(２) (１)の適用以前の赴任又は帰住については、平成29年６月協議も含め、なお従前の例

による。 
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３選総第１４０５号  

令和４年３月１４日  

東京都人事委員会 殿 

                        東京都選挙管理委員会 

                          委員長 澤野 正明  

                              （ 公 印 省 略 ） 

    

赴任に係る旅費の増額調整について（協議） 

 

 標記の件について、下記のとおり取り扱いたいので、職員の旅費に関する条例（昭和26年東

京都条例第76号）第42条第２項の規定に基づき協議します。 

 

記 

 

１ 協議内容 

  職員の旅費に関する条例（以下「条例」という。）第６条第10項に基づき支給する移転料

（内国旅行に限る。以下同じ。）に適用する条例別表第１の額は、当分の間、当該額の３倍

の額とする。 

  また、「島しょへの赴任に係る旅費の増額調整について（協議）」（平成29年６月20日付29

選総第392号。以下「平成29年６月協議」という。）で行った協議については、廃止する。 

 

２ 協議理由 

  赴任の際の移転料は、条例第27条の規定により、旧在勤地から新在勤地までの路程に応じ

た条例別表第１の額の範囲内の実費額を支給することとしている（ただし、島しょへの赴任

は、平成29年６月協議により、条例別表第１の額の1.5倍の額を限度として実費額を支給し

ている。）。 

  しかしながら、近年、人手不足等を背景に引越代が高騰し、住居の移転に係る所要経費も

多額にのぼる。このため、条例第27条に規定する移転料を上回る経費がかかることもあるが、

この場合、移転に際して通常必要とされる費用の支出に充てられると認められる範囲内であ

れば、実費弁償の観点から一定の制限を設けた上で実費額を支給する必要がある。 

 

３ 適用年月日 

(１) 赴任する職員については、令和４年４月１日付け発令に伴う赴任から適用し、退職す 

る職員については、令和４年３月31日以後の退職に伴う帰住から適用する。 

(２) (１)の適用以前の赴任又は帰住については、平成29年６月協議も含め、なお従前の例

による。 
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３人委総第１０００号 

令和４年３月１４日 

東京都人事委員会 殿 

東京都人事委員会  

委員長 青 山 佾 

（ 公 印 省 略 ） 

赴任に係る旅費の増額調整について（協議） 

 標記の件について、下記のとおり取り扱いたいので、職員の旅費に関する条例（昭和26年東

京都条例第76号）第42条第２項の規定に基づき協議します。 

記 

１ 協議内容 

  職員の旅費に関する条例（以下「条例」という。）第６条第10項に基づき支給する移転料

（内国旅行に限る。以下同じ。）に適用する条例別表第１の額は、当分の間、当該額の３倍

の額とする。 

  また、「島しょへの赴任に係る旅費の増額調整について（協議）」（平成29年６月21日付29

人委総第224号。以下「平成29年６月協議」という。）で行った協議については、廃止する。 

２ 協議理由 

  赴任の際の移転料は、条例第27条の規定により、旧在勤地から新在勤地までの路程に応じ

た条例別表第１の額の範囲内の実費額を支給することとしている（ただし、島しょへの赴任

は、平成29年６月協議により、条例別表第１の額の1.5倍の額を限度として実費額を支給し

ている。）。 

  しかしながら、近年、人手不足等を背景に引越代が高騰し、住居の移転に係る所要経費も

多額にのぼる。このため、条例第27条に規定する移転料を上回る経費がかかることもあるが、

この場合、移転に際して通常必要とされる費用の支出に充てられると認められる範囲内であ

れば、実費弁償の観点から一定の制限を設けた上で実費額を支給する必要がある。 

３ 適用年月日 

(１) 赴任する職員については、令和４年４月１日付け発令に伴う赴任から適用し、退職す

る職員については、令和４年３月31日以後の退職に伴う帰住から適用する。 

(２) (１)の適用以前の赴任又は帰住については、平成29年６月協議も含め、なお従前の例

による。 
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３東京漁調第１２２号 

令和４年３月１４日 

東京都人事委員会 殿 

東京海区漁業調整委員会 

  会長 有 元 貴 文 

（ 公 印 省 略 ） 

赴任に係る旅費の増額調整について（協議） 

 標記の件について、下記のとおり取り扱いたいので、職員の旅費に関する条例（昭和26年東

京都条例第76号）第42条第２項の規定に基づき協議します。 

記 

１ 協議内容 

  職員の旅費に関する条例（以下「条例」という。）第６条第10項に基づき支給する移転料

（内国旅行に限る。以下同じ。）に適用する条例別表第１の額は、当分の間、当該額の３倍

の額とする。 

  また、「島しょへの赴任に係る旅費の増額調整について（協議）」（平成29年５月12日付29

東京漁調第15号。以下「平成29年５月協議」という。）で行った協議については、廃止する。 

２ 協議理由 

  赴任の際の移転料は、条例第27条の規定により、旧在勤地から新在勤地までの路程に応じ

た条例別表第１の額の範囲内の実費額を支給することとしている（ただし、島しょへの赴任

は、平成29年５月協議により、条例別表第１の額の1.5倍の額を限度として実費額を支給し

ている。）。 

  しかしながら、近年、人手不足等を背景に引越代が高騰し、住居の移転に係る所要経費も

多額にのぼる。このため、条例第27条に規定する移転料を上回る経費がかかることもあるが、

この場合、移転に際して通常必要とされる費用の支出に充てられると認められる範囲内であ

れば、実費弁償の観点から一定の制限を設けた上で実費額を支給する必要がある。 

３ 適用年月日 

(１) 赴任する職員については、令和４年４月１日付け発令に伴う赴任から適用し、退職す

る職員については、令和４年３月31日以後の退職に伴う帰住から適用する。 

(２) (１)の適用以前の赴任又は帰住については、平成29年５月協議も含め、なお従前の例

による。 
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監．総．会．決２第 963号

令 和 ４ 年 ３ 月 １ ４ 日

東京都人事委員会 殿

警視総監 大 石 吉 彦

（ 公 印 省 略 ）

赴任に係る旅費の増額調整について（協議）

標記の件について、下記のとおり取り扱いたいので、職員の旅費に関する条例（昭和

２６年東京都条例第７６号）第４２条第２項の規定に基づき協議します。

記

１ 協議内容

職員の旅費に関する条例（以下「条例」という。）第６条第１０項に基づき支給す

る移転料（内国旅行に限る。以下同じ。）に適用する条例別表第１の額は、当分の間、

当該額の３倍の額とする。

また、「島しょへの赴任に係る旅費の増額調整について（協議）」（平成１１年３月

１２日付監.総.会.決第３８２号。以下「平成１１年３月協議」という。）で行った協

議については、廃止する。

２ 協議理由

赴任の際の移転料は、条例第２７条の規定により、旧在勤地から新在勤地までの路

程に応じた条例別表第１の額の範囲内の実費額を支給することとしている（ただし、

島しょへの赴任は、平成１１年３月協議により、条例別表第１の額の１.５倍の額を

限度として実費額を支給している。）。

しかしながら、近年、人手不足等を背景に引越代が高騰し、住居の移転に係る所要

経費も多額にのぼる。このため、条例第２７条に規定する移転料を上回る経費がかか

ることもあるが、この場合、移転に際して通常必要とされる費用の支出に充てられる

と認められる範囲内であれば、実費弁償の観点から一定の制限を設けた上で実費額を

支給する必要がある。

３ 適用年月日

(１) 赴任する職員については、令和４年４月１日付け発令に伴う赴任から適用し、

退職する職員については、令和４年３月３１日以後の退職に伴う帰住から適用する。

(２) (１)の適用以前の赴任又は帰住については、平成１１年３月協議も含め、なお

従前の例による。
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３人職第１２１０号 

令和４年３月１４日 

東 京都 人事 委員 会 殿 

東京消防庁 

消防総監 清水 洋文 

（ 公 印 省 略 ） 

赴任に係る旅費の増額調整について（協議） 

標記の件について、下記のとおり取り扱いたいので、職員の旅費に関する条例（昭和２

６年東京都条例第７６号）第４２条第２項の規定に基づき協議します。 

記 

１ 協議内容 

職員の旅費に関する条例（以下「条例」という。）第６条第１０項に基づき支給する移

転料（内国旅行に限る。以下同じ。）に適用する条例別表第１の額は、当分の間、当該額

の３倍の額とする。 

また、「島しょへの赴任に係る旅費の増額調整について（協議）」（平成２９年６月２０

日付２９人職第３４９号。以下「平成２９年６月協議」という。）で行った協議について

は、廃止する。 

２ 協議理由 

赴任の際の移転料は、条例第２７条の規定により、旧在勤地から新在勤地までの路程

に応じた条例別表第１の額の範囲内の実費額を支給することとしている（ただし、島し

ょへの赴任は、平成２９年６月協議により、条例別表第１の額の１．５倍の額を限度と

して実費額を支給している。）。 

しかしながら、近年、人手不足等を背景に引越代が高騰し、住居の移転に係る所要経

費も多額にのぼる。このため、条例第２７条に規定する移転料を上回る経費がかかるこ

ともあるが、この場合、移転に際して通常必要とされる費用の支出に充てられると認め

られる範囲内であれば、実費弁償の観点から一定の制限を設けた上で実費額を支給する

必要がある。 
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３ 適用年月日 

⑴ 赴任する職員については、令和４年４月１日付け発令に伴う赴任から適用し、退職

する職員については、令和４年３月３１日以後の退職に伴う帰住から適用する。 

⑵ ⑴の適用以前の赴任又は帰住については、平成２９年６月協議も含め、なお従前の

例による。 
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「成績率の運用に関する要綱の制定について」（平成15年３月25日付14人委任第216号承認）について、下記のとおり改正する。 

記 

改  正  案 現 行 

成績率の運用に関する要綱 

第１及び第２ （現行のとおり） 

（用語の定義） 

第３ （現行のとおり） 

(1)から(10)まで （現行のとおり） 

(11) 局長 組織規程第９条第１項に規定する局長、同条第３項に規定する室長並び

に住宅政策本部長、病院経営本部長、中央卸売市場長、収用委員会事務局長及び

労働委員会事務局長をいう。

(12) （現行のとおり）

第４から第１８まで （現行のとおり） 

（業績評価による評定がなされない者等の取扱い） 

第１９ （現行のとおり） 

(1)から(3)まで （現行のとおり） 

(4) 地方公務員法第２２条の３第１項、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成

３年法律第１１０号）第６条第１項第２号又は職員の配偶者同行休業に関する条

例（平成２６年東京都条例第１４８号）第９条の規定により臨時的に任用された者 

対象外 

(5) （現行のとおり）

成績率の運用に関する要綱 

第１及び第２ （略） 

（用語の定義） 

第３ （略） 

(1)から(10)まで （略） 

(11) 局長 組織規程第９条第１項に規定する局長並びに都民安全推進本部長、住宅

政策本部長、病院経営本部長、中央卸売市場長、収用委員会事務局長及び労働委

員会事務局長をいう。

(12) （略）

第４から第１８まで （略） 

（業績評価による評定がなされない者等の取扱い） 

第１９ （略） 

(1)から(3)まで （略） 

(4) （略）
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２ （現行のとおり） 

第２０から第２２まで （現行のとおり） 

２ （略） 

第２０から第２２まで （略） 

附 則 

この要綱は、令和４年６月に支給する勤勉手当から適用する。 
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【知事】

第１から第３まで　（現行のとおり） 第１から第３まで　（略）

第４　昇給の決定 第４　昇給の決定

（3）及び（4）　（略）

第５から第12まで　（現行のとおり） 第５から第12まで　（略）

４　この表の休職には、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条
第２項第２号（無罪判決を受けた場合に限る。）並びに職員の休職
の事由等に関する規則（昭和27年東京都人事委員会規則第11号）第
２条第１号、第２号及び第４号（職員の休職の事由等に関する規則
第２条第４号の取扱いについて（昭和44年４月１日付44人委発第119
号）により認める場合に限る。）による休職は含まれない。

４　学術休職、進学休職（職員の休職の事由等に関する規則（昭和27
年東京都人事委員会規則第11号）第２条第４号の規定に基づき人事
委員会に承認されている場合に限る。）及び刑事休職（無罪判決を
受けた場合の期間に限る。）は、休職に含まない。

（3）及び（4）　（現行のとおり）

　３から６まで　（現行のとおり） 　３から６まで　（略）

附　則
　改正後のこの基準は、令和４年４月１日から適用する。

（2） （現行のとおり） （2） （略）

表　（現行のとおり） 表　（略）

注１から３まで　（現行のとおり） 注１から３まで　（略）

　１　（現行のとおり） 　１　（略）

　２　（現行のとおり） 　２　（略）

（1） （現行のとおり） （1） （略）

　「昇給に関する基準について」（平成18年３月17日付17人委任第155号承認）について、下記のとおり改正する。

記

改　　正　　案 現　　行

昇給に関する基準 昇給に関する基準
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昇給に関する基準 昇給に関する基準

第１から第３まで　（現行のとおり） 第１から第３まで　（略）

第４　昇給の決定 第４　昇給の決定

（3）及び（4）　（略）

第５から第12まで　（現行のとおり） 第５から第12まで　（略）

「昇給に関する基準について」（平成18年３月23日付17人委任第166号承認）について、下記のとおり改正する。

現　　行改　　正　　案

（2） （現行のとおり） （2） （略）

表　（現行のとおり）

（3）及び（4）　（現行のとおり）

記

　１　（現行のとおり） 　１　（略）

　２　（現行のとおり） 　２　（略）

（1） （現行のとおり） （1） （略）

　３から６まで　（現行のとおり） 　３から６まで　（略）

附　則
　　改正後のこの基準は、令和４年４月１日から適用する。

５　（現行のとおり） ５　（略）

表　（略）

注１から３まで　（現行のとおり） 注１から３まで　（略）

４　この表の休職には、地方公務員法（昭和25年法律第261号
）第28条第２項第２号（無罪判決を受けた場合に限る。）並
びに職員の休職の事由等に関する規則（昭和27年東京都人事
委員会規則第11号）第２条第１号、第２号及び第４号（職員
の休職の事由等に関する規則第２条第４号の取扱いについて
（昭和44年４月１日付44人委発第119号）により認める場合
に限る。）による休職は含まれない。

４　学術休職、進学休職（職員の休職の事由等に関する規則
（昭和27年東京都人事委員会規則第11号）第２条第４号の規
定に基づき人事委員会に承認されている場合に限る。）及び
刑事休職（無罪判決を受けた場合の期間に限る。）は、休職
に含まない。

【教育】
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「昇給に関する基準」（平成 18年３月 17日付 17人委任第 155号承認）について、下記のとおり改正する。 

記 

改 正 案 現  行 

昇給に関する基準 

第１から第３まで （現行のとおり） 

第４ 昇給の決定 

１ （現行のとおり） 

２ （現行のとおり） 

(1) （現行のとおり）

(2) （現行のとおり）

表 （現行のとおり）

注１から３まで （現行のとおり） 

４ この表の休職には、地方公務員法（昭和 25年法律第 261号）第 28条 

第２項第２号（無罪判決を受けた場合に限る。）並びに職員の休職の 

事由等に関する規則（昭和 27年東京都人事委員会規則第 11号）第２条 

第１号、第２号及び第４号（職員の休職の事由等に関する規則第２条 

第４号の取扱いについて（昭和 44年４月１日付 44人委発第 119号）に 

より認める場合に限る。）による休職は含まれない。 

(3) （現行のとおり）

３から７まで （現行のとおり） 

第５から第１２まで （現行のとおり） 

附 則 

改正後のこの基準は、令和４年４月１日から適用する。 

昇給に関する基準 

第１から第３まで （略） 

第４ 昇給の決定 

１ （略） 

２ （略） 

(1) （略）

(2) （略）

表 （略） 

注１から３まで （略） 

４ 学術休職、進学休職（職員の休職の事由等に関する規則（昭和 27年 

人事委員会規則第 11号）第２条第４号の規定に基づき人事委員会に承 

認されている場合に限る。）及び刑事休職（無罪判決を受けた場合の期 

間に限る。）は、休職に含まない。 

(3) （略）

３から７まで （略） 

第５から第１２まで （略） 

【警視】
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別紙 

昇給に関する基準（平成 18 年３月 17 日付 17 人委任第 155 号承認）新旧対照表（抄） 

改 正 案 現  行 

昇給に関する基準 

第１及び第２ （現行のとおり） 

第３ 昇給の決定区分 

 （現行のとおり） 

区 分 
公 安 職 

給 料 表 

行 政 職 

給料表(一) 

行 政 職 

給料表(二) 

医 療 職 

給料表(二) 

医 療 職 

給料表(三) 

一般職層 

１級職 

２級職 

３級職 

１級職 

２級職 

１級職 

２級職 

１級職 

２級職 

１級職 

２級職 

監督職層Ⅰ ３級職 ３級職 ３級職 

監督職層Ⅱ 
４級職 

５級職 

３級職 

４級職 

管理職層 
６級職 

７級職 
４級職 ４級職 ４級職 

第４ 昇給の決定 

１ （現行のとおり） 

２ （現行のとおり） 

⑴ （現行のとおり）

⑵ （現行のとおり）

表 （現行のとおり）

昇給に関する基準 

第１及び第２ （略） 

第３ 昇給の決定区分 

（略） 

区 分 
公 安 職 

給 料 表 

行 政 職 

給料表(一) 

行 政 職 

給料表(二) 

医 療 職 

給料表(二) 

医 療 職 

給料表(三) 

一般職層 

１級職 

２級職 

３級職 

１級職 

２級職 

１級職 

２級職 

１級職 

２級職 

１級職 

２級職 

監督職層Ⅰ ３級職 ３級職 ３級職 

監督職層Ⅱ 
４級職 

５級職 

３級職 

４級職 

管理職層 

６級職 

７級職 

８級職 

４級職 ４級職 ４級職 

第４ 昇給の決定 

１ （略） 

２ （略） 

⑴ （略）

⑵ （略）

表 （略）

【消防】
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注 1から３まで （現行のとおり） 

４ この表の休職には、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 28

条第２項第２号（無罪判決を受けた場合に限る。）並びに職員の休職

の事由等に関する規則（昭和 27 年東京都人事委員会規則第 11号）第

２条第１号、第２号及び第４号（職員の休職の事由等に関する規則第

２条第４号の取扱いについて（昭和 44年４月１日付 44人委発第 119

号）により認める場合に限る。）による休職は含まれない。 

⑶ （現行のとおり）

 ３から６まで （現行のとおり） 

第５から第 12 まで （現行のとおり） 

附則 改正後のこの基準は、令和４年４月１日から適用する。 

  注 1から３まで （略） 

４ 学術休職、進学休職（職員の休職の事由等に関する規則（昭和 27 年

人事委員会規則第 11 号）第２条第４号の規定に基づき人事委員会に承

認されている場合に限る。）及び刑事休職（無罪判決を受けた場合の期

間に限る。）は、休職に含まない。 

⑶ （略）

 ３から６まで （略） 

第５から第 12 まで （略） 
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１　対象となる特殊勤務手当 １　対象となる特殊勤務手当

２　（現行のとおり） ２　（略）

３　適用年月日 ３　適用年月日

４　（現行のとおり） ４　（略）

　「勤務１時間当たりの給料等の額の算出基礎となる特殊勤務手当について」（平成６年９月21日付６人委任第102号承認）について、下記のとおり改正す
る。

（1）から（7）まで　（現行のとおり）

現　　行改　　正　　案

勤務１時間当たりの給料等の額の算出基礎となる特殊勤務手当について 勤務１時間当たりの給料等の額の算出基礎となる特殊勤務手当について

記

（1）から（7）まで　（略）

　　令和４年４月１日 　　平成31年４月１日

（8）福祉等業務手当（1）及び（3）

（9）から（11）まで　（現行のとおり）

（8）福祉等業務手当（1）

（9）から（11）まで　（略）
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～ 目 次 ～ 

１ 職員の人事記録に関する規則の一部を改正する規則（３頁） 

２ 職員の旅費に関する条例第二条第二項等による旅費規則の一部を改正する規則（４頁） 

３ 初任給、昇格及び昇給等に関する規則の一部を改正する規則（６頁） 

４ 「初任給、昇格及び昇給等に関する規則の運用について」の一部改正について（11頁） 

５ 「初任給調整手当に関する規則の運用について」の一部改正について（13頁） 

６ 給料の特別調整額に関する規程の一部改正（知事）（14頁） 

７ 給料の特別調整額に関する規程の一部を改正する規程（警視）（20頁） 

８ 東京消防庁職員の給料の特別調整額に関する規程の一部改正（21頁） 

９ 宿日直手当支給規程の一部を改正する規程（警視）（23頁） 

10 学校職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則（24頁） 

11 職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則（25頁） 

12 東京都職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則（26頁） 

13 学校職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則（30頁） 

14 東京都教育委員会職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則（34頁） 

15 警視庁職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則（37頁） 

16 学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部を改正する規則（41頁） 

17 会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則（48頁） 

18 東京都教育委員会会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則

（49頁） 

規 則 等 改 正 新 旧 対 照 表

参考１
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19 都立学校等に勤務する時間講師に関する規則の一部を改正する規則（50頁） 

20 東京都議会議会局会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部改正（51頁） 

21 警視庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部改正（52頁） 

22 東京消防庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部改正（53頁） 

23 東京都公立学校会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則及

び東京都公立学校会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則の

一部を改正する規則（55頁） 

24 会計年度任用職員の任用等に関する規則の一部を改正する規則（59頁） 

25 東京都教育委員会会計年度任用職員の任用等に関する規則の一部を改正する規則（60頁） 

26 東京都公立学校会計年度任用職員の任用等に関する規則の一部を改正する規則（61頁） 

27 会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正（議会）（62頁） 

28 警視庁会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正（63頁） 

29 東京消防庁会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正（64頁） 

30 東京都交通局会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正（65頁） 

31 東京都水道局会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正（66頁） 

32 東京都下水道局会計年度任用職員の任用等に関する規程の一部改正（67頁） 

33 都立学校等に勤務する日勤講師に関する規則の一部を改正する規則（68頁） 
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職
員
の
人
事
記
録
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
三
十
六
年
東
京
都
人
事
委
員
会
規
則
第
五
号
）
新
旧
対
照
表
（
抄
）

改
正
案

現
行

第
一
条
か
ら
第
七
条
ま
で

（
現
行
の
と
お
り
）

第
一
条
か
ら
第
七
条
ま
で

（
略
）

（
特
例
）

（
特
例
）

第
八
条

（
現
行
の
と
お
り
）

第
八
条

（
略
）

２

臨
時
的
任
用
職
員
（
法
第
二
十
二
条
の
三
第
一
項
、
地
方
公
務
員
の
育
児
休
業

等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
年
法
律
第
百
十
号
）
第
六
条
第
一
項
第
二
号
、
女
子

教
職
員
の
出
産
に
際
し
て
の
補
助
教
職
員
の
確
保
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十

年
法
律
第
百
二
十
五
号
）
第
三
条
第
一
項
（
同
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。）
又
は
職
員
の
配
偶
者
同
行
休
業
に
関
す
る
条
例
（
平
成
二
十
六
年

東
京
都
条
例
第
百
四
十
八
号
）
第
九
条
の
規
定
に
よ
り
任
用
さ
れ
る
職
員
を
い

う
。
）
の
人
事
記
録
に
関
し
て
は
、
こ
の
規
則
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
任
命
権

者
が
別
に
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

臨
時
的
任
用
職
員
（
法
第
二
十
二
条
の
三
第
一
項
、
地
方
公
務
員
の
育
児
休
業

等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
年
法
律
第
百
十
号
）
第
六
条
第
一
項
第
二
号
及
び
女

子
教
職
員
の
出
産
に
際
し
て
の
補
助
教
職
員
の
確
保
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三

十
年
法
律
第
百
二
十
五
号
）
第
三
条
第
一
項
（
同
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る

場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
基
づ
き
任
用
さ
れ
る
職
員
を
い
う
。
）
の
人
事
記
録
に

関
し
て
は
、
こ
の
規
則
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
任
命
権
者
が
別
に
定
め
る
こ
と

が
で
き
る
。

３

（
現
行
の
と
お
り
）

３

（
略
）

第
九
条
及
び
第
十
条

（
現
行
の
と
お
り
）

第
九
条
及
び
第
十
条

（
略
）
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職
員
の
旅
費
に
関
す
る
条
例
第
二
条
第
二
項
等
に
よ
る
旅
費
規
則
（
昭
和
二
十
六
年
東
京
都
人
事
委
員
会
規
則
第
五
号
） 

新
旧
対
照
表
（
抄
） 

改
正
案 

現
行 

第
一
条
か
ら
第
三
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
一
条
か
ら
第
三
条
ま
で 

（
略
） 

（
島
し
よ
等
に
お
け
る
退
職
者
の
旅
費
） 

第
三
条
の
二 
（
現
行
の
と
お
り
） 

２

（
現
行
の
と
お
り
） 

３ 

条
例
第
三
条
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
事

由
は
、
定
年
に
達
し
た
こ
と
に
よ
る
退
職
（
定
年
に
達
し
た
者
が
、
職
員
の

定
年
等
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
五
十
九
年
東
京
都
条
例
第
四
号
）
第
四
条
の

規
定
に
よ
り
引
き
続
き
勤
務
し
た
後
の
退
職
を
含
み
、
地
方
公
務
員
法
（
昭

和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
六
十
一
号
）
第
二
十
八
条
の
四
第
一
項
、
第
二
十

八
条
の
五
第
一
項
又
は
第
二
十
八
条
の
六
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
規
定

（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
再
任
用
の
採
用
に
関
す
る
規
定
」
と
い
う
。
）

に
よ
り
引
き
続
き
採
用
さ
れ
る
場
合
の
退
職
を
除
く
。
）
、
臨
時
的
任
用
職

員
（
地
方
公
務
員
法
第
二
十
二
条
の
三
第
一
項
、
地
方
公
務
員
の
育
児
休
業

等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
年
法
律
第
百
十
号
）
第
六
条
第
一
項
第
二
号
、

女
子
教
職
員
の
出
産
に
際
し
て
の
補
助
教
職
員
の
確
保
に
関
す
る
法
律
（
昭

和
三
十
年
法
律
第
百
二
十
五
号
）
第
三
条
第
一
項
（
同
条
第
三
項
に
お
い
て

準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
又
は
職
員
の
配
偶
者
同
行
休
業
に
関
す
る
条
例

（
平
成
二
十
六
年
東
京
都
条
例
第
百
四
十
八
号
）
第
九
条
の
規
定
に
よ
り
臨

時
的
に
任
用
さ
れ
た
職
員
を
い
う
。
）
の
任
期
が
満
了
し
た
こ
と
に
よ
る
退

職
及
び
再
任
用
職
員
（
再
任
用
の
採
用
に
関
す
る
規
定
に
よ
り
採
用
さ
れ
た

職
員
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
任
期
が
満
了
し
た
こ
と
に
よ
る
退
職
（
再

任
用
の
採
用
に
関
す
る
規
定
に
よ
り
引
き
続
き
採
用
さ
れ
る
場
合
の
退
職
を

除
く
。
）
と
す
る
。 

（
島
し
よ
等
に
お
け
る
退
職
者
の
旅
費
） 

第
三
条
の
二 

（
略
） 

２

（
略
） 

３ 

条
例
第
三
条
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
事

由
は
、
定
年
に
達
し
た
こ
と
に
よ
る
退
職
（
定
年
に
達
し
た
者
が
、
職
員
の

定
年
等
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
五
十
九
年
東
京
都
条
例
第
四
号
）
第
四
条
の

規
定
に
よ
り
引
き
続
き
勤
務
し
た
後
の
退
職
を
含
み
、
地
方
公
務
員
法
（
昭

和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
六
十
一
号
）
第
二
十
八
条
の
四
第
一
項
、
第
二
十

八
条
の
五
第
一
項
又
は
第
二
十
八
条
の
六
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
規
定

（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
再
任
用
の
採
用
に
関
す
る
規
定
」
と
い
う
。
）

に
よ
り
引
き
続
き
採
用
さ
れ
る
場
合
の
退
職
を
除
く
。
）
、
臨
時
的
任
用
職

員
（
地
方
公
務
員
法
第
二
十
二
条
の
三
第
一
項
、
地
方
公
務
員
の
育
児
休
業

等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
年
法
律
第
百
十
号
）
第
六
条
第
一
項
第
二
号
及

び
女
子
教
職
員
の
出
産
に
際
し
て
の
補
助
教
職
員
の
確
保
に
関
す
る
法
律

（
昭
和
三
十
年
法
律
第
百
二
十
五
号
）
第
三
条
第
一
項
（
同
条
第
三
項
に
お

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
基
づ
き
臨
時
的
に
任
用
さ
れ
た

職
員
を
い
う
。
）
の
任
期
が
満
了
し
た
こ
と
に
よ
る
退
職
及
び
再
任
用
職
員

（
再
任
用
の
採
用
に
関
す
る
規
定
に
よ
り
採
用
さ
れ
た
職
員
を
い
う
。
以
下

同
じ
。
）
の
任
期
が
満
了
し
た
こ
と
に
よ
る
退
職
（
再
任
用
の
採
用
に
関
す

る
規
定
に
よ
り
引
き
続
き
採
用
さ
れ
る
場
合
の
退
職
を
除
く
。
）
と
す
る
。 
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４
及
び
５ 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
四
条
か
ら
第
八
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
外
国
旅
行
甲
地
方
の
範
囲
） 

第
九
条 
条
例
別
表
第
二
の
㈠
の
備
考
第
一
号
に
規
定
す
る
甲
地
方
は
、
前
条

第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
に
定
め
る
地
域
の
う
ち
第
七
条
の
地
域
以
外
の
地

域
で
、
ア
ゼ
ル
バ
イ
ジ
ャ
ン
、
ア
ル
バ
ニ
ア
、
ア
ル
メ
ニ
ア
、
ウ
ク
ラ
イ

ナ
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
、
エ
ス
ト
ニ
ア
、
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
、
キ
ル
ギ
ス
、
ジ

ョ
ー
ジ
ア
、
ク
ロ
ア
チ
ア
、
コ
ソ
ボ
、
ス
ロ
バ
キ
ア
、
ス
ロ
ベ
ニ
ア
、
セ
ル

ビ
ア
、
タ
ジ
キ
ス
タ
ン
、
チ
ェ
コ
、
ト
ル
ク
メ
ニ
ス
タ
ン
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
、

ブ
ル
ガ
リ
ア
、
ベ
ラ
ル
ー
シ
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
、
ボ
ス
ニ
ア
・
ヘ
ル
ツ
ェ
ゴ
ビ

ナ
、
北
マ
ケ
ド
ニ
ア
共
和
国
、
モ
ル
ド
バ
、
モ
ン
テ
ネ
グ
ロ
、
ラ
ト
ビ
ア
、

リ
ト
ア
ニ
ア
、
ル
ー
マ
ニ
ア
及
び
ロ
シ
ア
を
除
い
た
地
域
と
す
る
。

第
十
条 

（
現
行
の
と
お
り
） 

別
表
第
一
か
ら
別
表
第
四
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

４
及
び
５ 

（
略
） 

第
四
条
か
ら
第
八
条
ま
で 

（
略
） 

（
外
国
旅
行
甲
地
方
の
範
囲
） 

第
九
条 

条
例
別
表
第
二
の
㈠
の
備
考
第
一
号
に
規
定
す
る
甲
地
方
は
、
前
条

第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
に
定
め
る
地
域
の
う
ち
第
七
条
の
地
域
以
外
の
地

域
で
、
ア
ゼ
ル
バ
イ
ジ
ャ
ン
、
ア
ル
バ
ニ
ア
、
ア
ル
メ
ニ
ア
、
ウ
ク
ラ
イ

ナ
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
、
エ
ス
ト
ニ
ア
、
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
、
キ
ル
ギ
ス
、
ジ

ョ
ー
ジ
ア
、
ク
ロ
ア
チ
ア
、
コ
ソ
ボ
、
ス
ロ
バ
キ
ア
、
ス
ロ
ベ
ニ
ア
、
セ
ル

ビ
ア
、
タ
ジ
キ
ス
タ
ン
、
チ
ェ
コ
、
ト
ル
ク
メ
ニ
ス
タ
ン
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
、

ブ
ル
ガ
リ
ア
、
ベ
ラ
ル
ー
シ
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
、
ボ
ス
ニ
ア
・
ヘ
ル
ツ
ェ
ゴ
ビ

ナ
、
マ
ケ
ド
ニ
ア
旧
ユ
ー
ゴ
ス
ラ
ビ
ア
共
和
国
、
モ
ル
ド
バ
、
モ
ン
テ
ネ
グ

ロ
、
ラ
ト
ビ
ア
、
リ
ト
ア
ニ
ア
、
ル
ー
マ
ニ
ア
及
び
ロ
シ
ア
を
除
い
た
地
域

と
す
る
。 

第
十
条 

（
略
） 

別
表
第
一
か
ら
別
表
第
四
ま
で 

（
略
） 
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初
任
給
、
昇
格
及
び
昇
給
等
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
四
十
八
年
東
京
都
人
事
委
員
会
規
則
第
三
号
） 

新
旧
対
照
表
（
抄
） 

改
正
案 

現
行 

（
目
的
） 

（
目
的
） 

第
一
条 
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
二
十
六
年
東
京
都
条
例
第
七
十
五

号
。
以
下
「
条
例
」
と
い
う
。
）
第
五
条
第
三
項
及
び
第
六
条
の
規
定
に
基
づ
き
、

任
命
権
者
が
そ
の
所
属
の
職
員
の
職
務
の
級
及
び
号
給
を
決
定
す
る
場
合
の
基

準
等
に
つ
い
て
は
、
別
に
定
め
る
場
合
を
除
き
、
こ
の
規
則
の
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
る
。 

第
一
条 

職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
二
十
六
年
東
京
都
条
例
第
七
十
五

号
。
以
下
「
条
例
」
と
い
う
。
）
第
五
条
第
四
項
及
び
第
六
条
の
規
定
に
基
づ
き
、

任
命
権
者
が
そ
の
所
属
の
職
員
の
職
務
の
級
及
び
号
給
を
決
定
す
る
場
合
の
基

準
等
に
つ
い
て
は
、
別
に
定
め
る
場
合
を
除
き
、
こ
の
規
則
の
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
る
。 

第
二
条 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
二
条 

（
略
） 

（
基
準
と
な
る
職
務
と
同
程
度
の
職
務
の
分
類
） 

（
基
準
と
な
る
職
務
と
同
程
度
の
職
務
の
分
類
） 

第
三
条 

条
例
第
五
条
第
三
項
に
よ
る
格
付
け
に
当
た
っ
て
は
、
条
例
別
表
第
六
の

二
に
定
め
る
等
級
別
基
準
職
務
表
に
掲
げ
る
基
準
と
な
る
職
務
と
そ
の
複
雑
、
困

難
及
び
責
任
の
度
が
同
程
度
の
職
務
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
職
務
の
級
に
分
類
さ
れ
る

も
の
と
す
る
。 

第
三
条 

条
例
第
五
条
第
四
項
に
よ
る
格
付
け
に
当
た
っ
て
は
、
条
例
別
表
第
六
の

二
に
定
め
る
等
級
別
基
準
職
務
表
に
掲
げ
る
基
準
と
な
る
職
務
と
そ
の
複
雑
、
困

難
及
び
責
任
の
度
が
同
程
度
の
職
務
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
職
務
の
級
に
分
類
さ
れ
る

も
の
と
す
る
。 

第
四
条
か
ら
第
三
十
五
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
四
条
か
ら
第
三
十
五
条
ま
で 

（
略
） 

別
表
第
一
か
ら
別
表
第
七
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

別
表
第
一
か
ら
別
表
第
七
ま
で 

（
略
） 

別
表
第
８
 
昇
格
時
職
務
区
分
別
号
給
表
（
第
20条

関
係
）
 

別
表
第
８
 
昇
格
時
職
務
区
分
別
号
給
表
（
第
20条

関
係
）
 

イ
行
政
職
給
料
表
（
一
）
５
級
昇
格
時
職
務
区
分
別
号
給
表

イ
行
政
職
給
料
表
（
一
）
５
級
昇
格
時
職
務
区
分
別
号
給
表

職
務

区
分
 

昇
格
の
日
に
お
け
る
職
 

昇
格
後
 

の
号
給
 

機
関
又
は
組
織
の
名
称
 

職
 

一
 
本
庁
 

局
に
所
属
す
る
総
務
部
長
 

子
供
政
策
連
携
室
子
供
政
策
連
携
推

進
部
長
 

総
務
局
人
事
部
長
 

総
務
局
行
政
部
長
 

（
現
行
の

と
お
り
）
 

職
務

区
分
 

昇
格
の
日
に
お
け
る
職
 

昇
格
後
 

の
号
給
 

機
関
又
は
組
織
の
名
称
 

職
 

一
 
本
庁
 

局
に
所
属
す
る
総
務
部
長
 

総
務
局
人
事
部
長
 

総
務
局
行
政
部
長
 

（
略
）
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財
務
局
経
理
部
長
 

財
務
局
主
計
部
長
 

財
務
局
建
築
保
全
部
長
 

都
市
整
備
局
都
市
づ
く
り
政
策
部
長
 

都
市
整
備
局
都
市
基
盤
部
長
 

建
設
局
道
路
建
設
部
長
 

港
湾
局
港
湾
整
備
部
長
 

会
計
管
理
局
管
理
部
長
 

政
策
企
画
局
局
務
担
当
部
長
の
う

ち
、
派
遣
条
例
第
２
条
の
規
定
に
基

づ
く
派
遣
を
さ
れ
て
お
り
、
か
つ
、

極
め
て
困
難
で
重
要
な
業
務
を
所
掌

す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
別
に
定
め
る

も
の
 

東
京
都
住
宅
政
策
本
部
 住

宅
企
画
部
長
 

都
営
住
宅
経
営
部
長
 

東
京
都
病
院
経
営
本
部

（
都
立
病
院
を
除
く
。
）

か
ら
東
京
都
議
会
議
会

局
ま
で
 

（
現
行
の
と
お
り
）
 

二
 
本
庁
 

部
の
部
長
(職

務
区
分
一
に
規
定
す

る
も
の
を
除
く
。
)、

主
席
監
察
員
、

政
策
企
画
局
秘
書
事
務
担
当
部
長
、

政
策
企
画
局
特
区
推
進
担
当
部
長
及

 （
現
行
の

と
お
り
）
 

 
財
務
局
経
理
部
長
 

財
務
局
主
計
部
長
 

財
務
局
建
築
保
全
部
長
 

都
市
整
備
局
都
市
づ
く
り
政
策
部
長
 

都
市
整
備
局
都
市
基
盤
部
長
 

建
設
局
道
路
建
設
部
長
 

港
湾
局
港
湾
整
備
部
長
 

会
計
管
理
局
管
理
部
長
 

オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク

準
備
局
局
務
担
当
部
長
の
う
ち
、
派

遣
条
例
第
２
条
の
規
定
に
基
づ
く
派

遣
を
さ
れ
て
お
り
、
か
つ
、
極
め
て

困
難
で
重
要
な
業
務
を
所
掌
す
る
も

の
で
あ
っ
て
、
別
に
定
め
る
も
の
 

東
京
都
都
民
安
全
推
進

本
部
 

総
合
推
進
部
長
 

東
京
都
住
宅
政
策
本
部
 
住
宅
企
画
部
長
 

都
営
住
宅
経
営
部
長
 

東
京
都
病
院
経
営
本
部

（
都
立
病
院
を
除
く
。
）

か
ら
東
京
都
議
会
議
会

局
ま
で
 

（
略
）
 

二
 
本
庁
 

部
の
部
長

(
職
務
区
分
一
に
規
定
す

る
も
の
を
除
く
。
)、

主
席
監
察
員
、

政
策
企
画
局
秘
書
事
務
担
当
部
長
、

政
策
企
画
局
特
区
推
進
担
当
部
長
及
 （

略
）
 

　7　



び
総
務
局
労
務
担
当
部
長
 

政
策
企
画
局
局
務
担
当
部
長
の
う

ち
、
派
遣
条
例
第
２
条
の
規
定
に
基

づ
く
派
遣
を
さ
れ
て
お
り
、
か
つ
、

極
め
て
困
難
な
業
務
を
所
掌
す
る
も

の
で
あ
っ
て
、
別
に
定
め
る
も
の
 

東
京
都
住
宅
政
策
本
部
 （

現
行
の
と
お
り
）
 

東
京
都
病
院
経
営
本
部

（
都
立
病
院
を
除
く
。
） 

東
京
都
中
央
卸
売
市
場
 

東
京
都
職
員
共
済
組
合

事
務
局
 

地
方
公
務
員
災
害
補
償

基
金
東
京
都
支
部
か
ら

東
京
都
議
会
議
会
局
ま

で
 

（
現
行
の
と
お
り
）
 

三
 

本
庁
 

（
現
行
の
と
お
り
）
 

（
現
行
の

と
お
り
）
 

東
京
都
住
宅
政
策
本
部
 （

現
行
の
と
お
り
）
 

東
京
都
病
院
経
営
本
部

（
都
立
病
院
を
除
く
。
） 

東
京
都
中
央
卸
売
市
場
 

び
総
務
局
労
務
担
当
部
長
 

オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク

準
備
局
局
務
担
当
部
長
の
う
ち
、
派

遣
条
例
第
２
条
の
規
定
に
基
づ
く
派

遣
を
さ
れ
て
お
り
、
か
つ
、
極
め
て

困
難
な
業
務
を
所
掌
す
る
も
の
で
あ

っ
て
、
別
に
定
め
る
も
の
 

東
京
都
都
民
安
全
推
進

本
部
 

（
略
）
 

東
京
都
住
宅
政
策
本
部
 

東
京
都
病
院
経
営
本
部

（
都
立
病
院
を
除
く
。
）
 

東
京
都
中
央
卸
売
市
場
 

東
京
都
職
員
共
済
組
合

事
務
局
 

地
方
公
務
員
災
害
補
償

基
金
東
京
都
支
部
か
ら

東
京
都
議
会
議
会
局
ま

で
 

（
略
）
 

三
 

本
庁
 

（
略
）
 

（
略
）
 

東
京
都
都
民
安
全
推
進

本
部
 

（
略
）
 

東
京
都
住
宅
政
策
本
部
 

東
京
都
病
院
経
営
本
部

（
都
立
病
院
を
除
く
。
）
 

東
京
都
中
央
卸
売
市
場
 

　8　



 

 
東
京
都
職
員
共
済
組
合

事
務
局
 

 
 

 
東
京
都
教
育
庁
 

 
 

 
警
視
庁
本
部
か
ら
東
京

都
議
会
議
会
局
ま
で
 

（
現
行
の
と
お
り
）
 

 

四
 
本
庁
等
（
警
視
庁
本
部

を
除
く
。
）
 

担
当
部
長
の
う
ち
、
本
庁
行
政
機
関

又
は
地
方
行
政
機
関
の
長
の
職
等
で

あ
っ
て
別
に
定
め
る
も
の
 

政
策
企
画
局
局
務
担
当
部
長
の
う

ち
、
派
遣
条
例
第
２
条
の
規
定
に
基

づ
く
派
遣
を
さ
れ
て
お
り
、
か
つ
、

困
難
な
業
務
を
所
掌
す
る
も
の
で
あ

っ
て
、
別
に
定
め
る
も
の
 

 

（
現
行
の

と
お
り
）
 

 

 
東
京
都
職
員
共
済
組
合

事
務
局
 

 
 

 
東
京
都
教
育
庁
 

 
 

 
警
視
庁
本
部
か
ら
東
京

都
議
会
議
会
局
ま
で
 

（
略
）
 

 

四
 
本
庁
等
（
警
視
庁
本
部
を

除
く
。
）
 

担
当
部
長
の
う
ち
、
本
庁
行
政
機
関

又
は
地
方
行
政
機
関
の
長
の
職
等
で

あ
っ
て
別
に
定
め
る
も
の
 

オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク

準
備
局
局
務
担
当
部
長
の
う
ち
、
派

遣
条
例
第
２
条
の
規
定
に
基
づ
く
派

遣
を
さ
れ
て
お
り
、
か
つ
、
困
難
な

業
務
を
所
掌
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、

別
に
定
め
る
も
の
 

（
略
）
 

 

 
ロ
 
公
安
職
給
料
表
８
級
昇
格
時
職
務
区
分
別
号
給
表
 

職
務

区
分

 

昇
格
の
日
に
お
け
る
職

 
昇
格
後

 

の
号
給

 
組
織
の
名
称

 
職

 

一
 
警
視
庁
及
び
東
京
消
防

庁
 

（
略
）

 
（
略
）

 

二
 
警
視
庁

 

本
部
の
課
の
課
長

 

府
中
運
転
免
許
試
験
場
長

 

第
一
方
面
交
通
機
動
隊
長

 

高
速
道
路
交
通
警
察
隊
長

 

第
一
自
動
車
警
ら
隊
長

 

サ
イ
バ
ー
攻
撃
対
策
セ
ン
タ
ー
所
長

 

公
安
機
動
捜
査
隊
長

 

（
略
）

 

 
ロ
 
公
安
職
給
料
表
８
級
昇
格
時
職
務
区
分
別
号
給
表
 

職
務

区
分

 

昇
格
の
日
に
お
け
る
職

 
昇
格
後

 

の
号
給

 
組
織
の
名
称

 
職

 

一
 
警
視
庁
及
び
東
京
消
防

庁
 

（
略
）

 
（
略
）

 

二
 
警
視
庁

 

本
部
の
課
の
課
長

 

府
中
運
転
免
許
試
験
場
長

 

第
一
方
面
交
通
機
動
隊
長

 

高
速
道
路
交
通
警
察
隊
長

 

第
一
自
動
車
警
ら
隊
長

 

サ
イ
バ
ー
攻
撃
対
策
セ
ン
タ
ー
所
長

 

公
安
機
動
捜
査
隊
長

 

（
略
）
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科
学
捜
査
研
究
所
長

 

捜
査
支
援
分
析
セ
ン
タ
ー
所
長

 

第
一
機
動
捜
査
隊
長

 

生
活
安
全
特
別
捜
査
隊
長

 

組
織
犯
罪
対
策
特
別
捜
査
隊
長

 

機
動
隊
の
隊
長

 

地
域
部
理
事
官
の
う
ち
通
信
指
令
本

部
に
お
け
る
総
合
調
整
を
担
当
す
る

も
の

 

警
察
学
校
の
部
長
（
職
務
区
分
一
に

規
定
す
る
も
の
を
除
く
。
）

 

  警
察
署
長
の
う
ち
極
め
て
困
難
な
業

務
を
所
掌
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
別

に
定
め
る
も
の

 

 

 
東
京
消
防
庁

 

本
部
の
部
の
部
長
、
消
防
方
面
本
部

の
本
部
長
及
び
消
防
学
校
長
の
う
ち

消
防
正
監
で
あ
る
も
の

 

 

 

 

 
 

科
学
捜
査
研
究
所
長

 

捜
査
支
援
分
析
セ
ン
タ
ー
所
長

 

第
一
機
動
捜
査
隊
長

 

生
活
安
全
特
別
捜
査
隊
長

 

組
織
犯
罪
対
策
特
別
捜
査
隊
長

 

機
動
隊
の
隊
長

 

地
域
部
理
事
官
の
う
ち
通
信
指
令
本

部
に
お
け
る
総
合
調
整
を
担
当
す
る

も
の

 

警
察
学
校
の
部
長
（
職
務
区
分
一
に

規
定
す
る
も
の
を
除
く
。
）

 

オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク

総
合
対
策
官

 

警
察
署
長
の
う
ち
極
め
て
困
難
な
業

務
を
所
掌
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
別

に
定
め
る
も
の

 

 

 
東
京
消
防
庁

 

本
部
の
部
の
部
長
、
消
防
方
面
本
部

の
本
部
長
、
消
防
学
校
長
及
び
消
防

技
術
安
全
所
長
の
う
ち
消
防
正
監
で

あ
る
も
の
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初任給、昇格及び昇給等に関する規則の運用について（昭和50年12月25日付50人委第1200号）新旧対照表（抄） 

改    正    案 現         行 

第１条関係から第８条関係まで （現行のとおり） 第１条関係から第８条関係まで （略） 

第10条関係（新たに職員となつた者の号給）  第10条関係（新たに職員となつた者の号給） 

１ （現行のとおり） １ （略） 

２  この条の第１項の「同表に定める号給を基礎としてその者

の属する職務の級に昇格したものとした場合」とは、その者

に適用される初任給基準表に掲げる号給を採用の日の前日に

受けたものとして、この条の第１項第１号及び第２号の規定

を適用し、級別資格基準表に定める必要な経験年数の数を加

えて得た数を号数（行政職給料表㈠５級又は公安職給料表８

級に昇格させた場合においては、この条の第１項第３号の規

定を適用し得られる号数）とする場合をいう。 

例えば、行政職給料表㈠の職務の級２級の職に採用される

者が大学卒業後７年の経験年数（第６条の規定により換算さ

れた後の年数）を有する場合、初任給基準表に掲げる１級 29

号給を基礎とし、級別資格基準表に定める職務の級２級に必

要な最低限度の経験年数、５年を第 13条第１項の規定により

換算して得た号数（ 20号給）を加えた号数とする号給、１級

49号給を採用の日の前日に受けたものとして、昇格した場合

に得られる号給２級 13号給を、この条の第１項の規定による

号給とする。 

なお、この例においては、必要な最低限度の経験年数を超

える年数２年（７年－５年）を有するため、第 13条第１項第

２号の規定により、２級21号給に決定することができる。 

２  この条の第１項の「同表に定める号給を基礎としてその者

の属する職務の級に昇格したものとした場合」とは、その者

に適用される初任給基準表に掲げる号給を採用の日の前日に

受けたものとして、この条の第１項第１号及び第２号の規定

を適用し、級別資格基準表に定める必要な経験年数の数を加

えて得た数を号数（行政職給料表㈠５級又は公安職給料表８

級に昇格させた場合においては、この条の第１項第３号の規

定を適用し得られる号数）とする場合をいう。 

例えば、行政職給料表㈠の職務の級２級の職に採用される

者が大学卒業後７年の経験年数（第６条の規定により換算さ

れた後の年数）を有する場合、初任給基準表に掲げる１級 29

号給を基礎とし、級別資格基準表に定める職務の級２級に必

要な最低限度の経験年数、５年を第 13条第１項の規定により

換算して得た号数（ 20号給）を加えた号数とする号給、１級

49号給を採用の日の前日に受けたものとして、昇格した場合

に得られる号給２級 12号給を、この条の第１項の規定による

号給とする。 

なお、この例においては、必要な最低限度の経験年数を超

える年数２年（７年－５年）を有するため、第 13条第１項第

２号の規定により、２級20号給に決定することができる。 

３及び４ （現行のとおり） ３及び４ （略） 

第11条関係から経験年数換算表関係まで （現行のとおり） 第11条関係から経験年数換算表関係まで （略） 

昇格時職務区分別号給表関係（第20条関係） 昇格時職務区分別号給表関係（第20条関係） 

１から４まで （現行のとおり） １から４まで （略） 

５  イの表の職務区分三の部本庁の項及び同部東京都住宅政策

本部の項から東京都教育庁の項まで並びに同部東京都人事委

員会事務局の項から東京都議会議会局の項までに規定する

「別に定めるもの」とは、担当部長のうち、同表の職務区分

５  イの表の職務区分三の部本庁の項及び同部東京都都民安全

推進本部の項から東京都教育庁の項まで並びに同部東京都人

事委員会事務局の項から東京都議会議会局の項までに規定す

る「別に定めるもの」とは、担当部長のうち、同表の職務区
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四の項に定めるものを除き、次の各号に定めるものをいう。 分四の項に定めるものを除き、次の各号に定めるものをい

う。 

(1)から(5)まで （現行のとおり） (1)から(5)まで （略） 

６から９まで （現行のとおり） ６から９まで （略） 

10 ロの表の職務区分二の項に規定する警視庁における「別に

定めるもの」とは、神田警察署長、万世橋警察署長、中央警

察署長、久松警察署長、愛宕警察署長、三田警察署長、高輪

警察署長、大崎警察署長、世田谷警察署長、成城警察署長、

練馬警察署長、西新井警察署長、城東警察署長、亀有警察署

長、葛飾警察署長、小松川警察署長、小金井警察署長、田無

警察署長及び調布警察署長をいう。 

10 ロの表の職務区分二の項に規定する警視庁における「別に

定めるもの」とは、神田警察署長、万世橋警察署長、中央警

察署長、久松警察署長、愛宕警察署長、三田警察署長、高輪

警察署長、大崎警察署長、成城警察署長、練馬警察署長、西

新井警察署長、城東警察署長、亀有警察署長、葛飾警察署

長、小松川警察署長、小金井警察署長、田無警察署長及び調

布警察署長をいう。 

11 （現行のとおり） 11 （略） 

別表第１から別表第３まで （現行のとおり） 別表第１から別表第３まで （略） 
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初任給調整手当に関する規則の運用について（昭和42年３月30日付42人委発第113号）新旧対照表（抄）

改 正 案 現 行

第２条関係からその他まで （現行のとおり） 第２条関係からその他まで （略）

別表

区 分 公 署 

規則第２条第１項
第１号の職 

（現行のとおり） 

規則第２条第１項
第３号の職 

（現行のとおり） 

規則第２条第１項
第４号の職 

職員共済組合事業部 職員共済組合シティ・ホール
診療所 
各保健所（島しょ保健所各出張所を除く。） 児童
相談センター 女性相談センター 心身障害者福
祉センター 精神保健福祉センター 各総合精神
保健福祉センター 北療育医療センター 府中療
育センター 各病院 
教育庁都立学校教育部 教育庁地域教育支援部 
東京消防庁警防部 東京消防庁人事部 東京消防
庁安全推進部 
警視庁健康管理本部 警察学校 

別表

区 分 公 署 

規則第２条第１項
第１号の職 

（略） 

規則第２条第１項
第３号の職 

（略） 

規則第２条第１項
第４号の職 

職員共済組合事業部 職員共済組合シティ・ホール
診療所 
各保健所（島しょ保健所各出張所を除く。） 児童
相談センター 女性相談センター 心身障害者福
祉センター 精神保健福祉センター 各総合精神
保健福祉センター 北療育医療センター 府中療
育センター 各病院 
教育庁都立学校教育部 教育庁地域教育支援部 
東京消防庁警防部 東京消防庁人事部 消防技術
安全所 
警視庁健康管理本部 警察学校 
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給
料
の
特
別
調
整
額
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
三
十
二
年
東
京
都
訓
令
甲
第
十
号
）
新
旧
対
照
表
（
抄
） 

改

正

案

現

行

第
一
条
か
ら
第
四
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

別
表
第
一
（
第
二
条
関
係
）

組
織
の
区
分

職

特
別
調
整
額
の
区
分 

本
庁

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

総
務
課
長 

子
供
政
策
連
携
室
子
供
政
策
連
携
推
進
部

企
画
課
長 

総
務
局
人
事
部
人
事
課
長 

総
務
局
人
事
部
調
査
課
長 

総
務
局
行
政
部
区
政
課
長 

総
務
局
行
政
部
市
町
村
課
長

財
務
局
主
計
部
財
政
課
長 

（
現
行
の
と
お
り
） 

課
長(

総
務
課
長
及
び
子
供
政
策
連
携
室

子
供
政
策
連
携
推
進
部
企
画
課
長
並
び
に

総
務
局
人
事
部
人
事
課
長
、
総
務
局
人
事

部
調
査
課
長
、
総
務
局
行
政
部
区
政
課

長
、
総
務
局
行
政
部
市
町
村
課
長
及
び
財

務
局
主
計
部
財
政
課
長
を
除
く
。)

担
当
課
長(

職
層
名
専
門
副
参
事
の
職(

総

務
局
総
務
部
政
策
法
務
担
当
課
長
、
訟
務

担
当
課
長
、
審
理
担
当
課
長
及
び
法
務
担

当
課
長
並
び
に
福
祉
保
健
局
医
療
政
策
部

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
一
条
か
ら
第
四
条
ま
で 

（
略
）

別
表
第
一
（
第
二
条
関
係
）

組
織
の
区
分

職

特
別
調
整
額
の
区
分 

本
庁

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

総
務
課
長 

総
務
局
人
事
部
人
事
課
長 

総
務
局
人
事
部
調
査
課
長 

総
務
局
行
政
部
区
政
課
長 

総
務
局
行
政
部
市
町
村
課
長

財
務
局
主
計
部
財
政
課
長 

（
略
）

課
長(

総
務
課
長
並
び
に
総
務
局
人
事
部

人
事
課
長
、
総
務
局
人
事
部
調
査
課
長
、

総
務
局
行
政
部
区
政
課
長
、
総
務
局
行
政

部
市
町
村
課
長
及
び
財
務
局
主
計
部
財
政

課
長
を
除
く
。) 

担
当
課
長(

職
層
名
専
門
副
参
事
の
職(

総

務
局
総
務
部
政
策
法
務
担
当
課
長
、
訟
務

担
当
課
長
、
審
理
担
当
課
長
及
び
法
務
担

当
課
長
並
び
に
福
祉
保
健
局
医
療
政
策
部

看
護
人
材
担
当
課
長
及
び
保
健
政
策
部
地

（
略
）
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看
護
人
材
担
当
課
長
及
び
保
健
政
策
部
地

域
保
健
推
進
担
当
課
長
を
除
く
。)

に
限

る
。)

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

本
庁
行
政
機

関
及
び
地
方

行
政
機
関 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

担
当
部
長
（
住
宅
政
策
本
部
（
住
宅
企
画

部
、
民
間
住
宅
部
及
び
都
営
住
宅
経
営
部

に
限
る
。
）
）
、
病
院
経
営
本
部
（
経
営
企

画
部
及
び
サ
ー
ビ
ス
推
進
部
に
限
る
。
）

及
び
中
央
卸
売
市
場
（
管
理
部
及
び
事
業

部
に
限
る
。
）
の
担
当
部
長
を
除
き
、
職

層
名
専
門
参
事
の
職
に
限
る
。） 

参
事
研
究
員 

部
長
監
察
医 

保
健
所
の
所
長 

心
身
障
害
者
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
次
長

北
療
育
医
療
セ
ン
タ
ー
及
び
府
中
療
育
セ

ン
タ
ー
の
部
長 

総
合
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
副
所
長

健
康
安
全
研
究
セ
ン
タ
ー
の
部
長
（
企
画

調
整
部
長
及
び
広
域
監
視
部
長
を
除

く
。
）
及
び
精
度
管
理
室
長

都
立
病
院
の
部
長
（
看
護
部
長
を
除

く
。
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

域
保
健
推
進
担
当
課
長
を
除
く
。)

に
限

る
。)

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

本
庁
行
政
機

関
及
び
地
方

行
政
機
関 

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

担
当
部
長
（
都
民
安
全
推
進
本
部
、
住
宅

政
策
本
部
（
住
宅
企
画
部
及
び
都
営
住
宅

経
営
部
に
限
る
。）
、
病
院
経
営
本
部
（
経

営
企
画
部
及
び
サ
ー
ビ
ス
推
進
部
に
限

る
。
）
及
び
中
央
卸
売
市
場
（
管
理
部
及

び
事
業
部
に
限
る
。
）
の
担
当
部
長
を
除

き
、
職
層
名
専
門
参
事
の
職
に
限
る
。
） 

参
事
研
究
員 

部
長
監
察
医 

保
健
所
の
所
長 

心
身
障
害
者
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
次
長

北
療
育
医
療
セ
ン
タ
ー
及
び
府
中
療
育
セ

ン
タ
ー
の
部
長 

総
合
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
副
所
長

健
康
安
全
研
究
セ
ン
タ
ー
の
部
長
（
企
画

調
整
部
長
及
び
広
域
監
視
部
長
を
除

く
。）
及
び
精
度
管
理
室
長

都
立
病
院
の
部
長
（
看
護
部
長
を
除

く
。） 

（
略
）

（
略
）

（
略
）
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住
宅
政
策
本
部
、
病
院
経
営
本
部
及
び
中

央
卸
売
市
場
の
総
務
課
長 

（
現
行
の
と
お
り
） 

住
宅
政
策
本
部
（
住
宅
企
画
部
、
民
間
住

宅
部
及
び
都
営
住
宅
経
営
部
に
限
る
。
）

の
課
長
（
総
務
課
長
を
除
く
。） 

病
院
経
営
本
部
（
経
営
企
画
部
及
び
サ
ー

ビ
ス
推
進
部
に
限
る
。
）
の
課
長
（
総
務

課
長
を
除
く
。
）
及
び
担
当
課
長
（
職
層

名
専
門
副
参
事
の
職
に
限
る
。） 

中
央
卸
売
市
場
（
管
理
部
及
び
事
業
部
に

限
る
。）
の
課
長
（
総
務
課
長
を
除
く
。
） 

医
長
、
監
察
医
長
、
地
域
援
助
医
長
及
び

医
療
審
査
医
長 

保
健
所
の
保
健
対
策
課
長
、
歯
科
保
健
担

当
課
長
及
び
出
張
所
副
所
長 

児
童
相
談
セ
ン
タ
ー
の
治
療
指
導
課
長 

北
療
育
医
療
セ
ン
タ
ー
城
南
分
園
及
び
城

北
分
園
の
園
長 

総
合
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
科
長
及

び
課
長

精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
所
長

健
康
安
全
研
究
セ
ン
タ
ー
の
科
長
、
健
康

危
機
管
理
情
報
課
長
、
疫
学
情
報
担
当
課

長
及
び
精
度
管
理
室
副
室
長

（
現
行
の
と
お
り
） 

都
民
安
全
推
進
本
部
、
住
宅
政
策
本
部
、

病
院
経
営
本
部
及
び
中
央
卸
売
市
場
の
総

務
課
長

（
略
）

都
民
安
全
推
進
本
部
の
課
長
（
総
務
課
長

を
除
く
。） 

住
宅
政
策
本
部
（
住
宅
企
画
部
及
び
都
営

住
宅
経
営
部
に
限
る
。
）
の
課
長
（
総
務

課
長
を
除
く
。
） 

病
院
経
営
本
部
（
経
営
企
画
部
及
び
サ
ー

ビ
ス
推
進
部
に
限
る
。
）
の
課
長
（
総
務

課
長
を
除
く
。
）
及
び
担
当
課
長
（
職
層

名
専
門
副
参
事
の
職
に
限
る
。） 

中
央
卸
売
市
場
（
管
理
部
及
び
事
業
部
に

限
る
。）
の
課
長
（
総
務
課
長
を
除
く
。） 

医
長
、
監
察
医
長
、
地
域
援
助
医
長
及
び

医
療
審
査
医
長 

保
健
所
の
保
健
対
策
課
長
、
歯
科
保
健
担

当
課
長
及
び
出
張
所
副
所
長 

児
童
相
談
セ
ン
タ
ー
の
治
療
指
導
課
長 

北
療
育
医
療
セ
ン
タ
ー
城
南
分
園
及
び
城

北
分
園
の
園
長 

総
合
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
科
長
及

び
課
長

精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
所
長

健
康
安
全
研
究
セ
ン
タ
ー
の
科
長
、
健
康

危
機
管
理
情
報
課
長
、
疫
学
情
報
担
当
課

長
及
び
精
度
管
理
室
副
室
長

（
略
）
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住
宅
政
策
本
部
（
住
宅
企
画
部
、
民
間
住

宅
部
及
び
都
営
住
宅
経
営
部
に
限
る
。
）

の
担
当
課
長

病
院
経
営
本
部
（
経
営
企
画
部
及
び
サ
ー

ビ
ス
推
進
部
に
限
る
。
）
の
担
当
課
長

（
職
層
名
専
門
副
参
事
の
職
を
除
く
。
） 

中
央
卸
売
市
場
（
管
理
部
及
び
事
業
部
に

限
る
。）
の
担
当
課
長 

健
康
安
全
研
究
セ
ン
タ
ー
の
副
参
事
研
究

員

（
現
行
の
と
お
り
） 

課
長
（
住
宅
政
策
本
部
（
住
宅
企
画
部
、

民
間
住
宅
部
及
び
都
営
住
宅
経
営
部
に
限

る
。
）
、
病
院
経
営
本
部
（
経
営
企
画
部
及

び
サ
ー
ビ
ス
推
進
部
に
限
る
。
）
及
び
中

央
卸
売
市
場
（
管
理
部
及
び
事
業
部
に
限

る
。
）
の
課
長
、
保
健
所
の
保
健
対
策
課

長
、
児
童
相
談
セ
ン
タ
ー
の
治
療
指
導
課

長
、
総
合
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
課

長
及
び
健
康
安
全
研
究
セ
ン
タ
ー
の
健
康

危
機
管
理
情
報
課
長
を
除
く
。） 

担
当
課
長
（
住
宅
政
策
本
部
（
住
宅
企
画

部
、
民
間
住
宅
部
及
び
都
営
住
宅
経
営
部

に
限
る
。
）
、
病
院
経
営
本
部
及
び
中
央
卸

売
市
場
（
管
理
部
及
び
事
業
部
に
限

る
。
）
の
担
当
課
長
（
病
院
経
営
本
部
に

つ
い
て
は
、
経
営
企
画
部
若
し
く
は
サ
ー

ビ
ス
推
進
部
に
所
属
す
る
者
又
は
職
層
名

専
門
副
参
事
の
職
に
限
る
。
）
、
保
健
所
の

歯
科
保
健
担
当
課
長
及
び
健
康
安
全
研
究

セ
ン
タ
ー
の
疫
学
情
報
担
当
課
長
を
除

く
。
） 

副
参
事
研
究
員
（
健
康
安
全
研
究
セ
ン

タ
ー
の
副
参
事
研
究
員
を
除
く
。
） 

技
師
長
及
び
看
護
担
当
科
長 

分
課
で
あ
る
事
業
所
の
長
（
職
層
名
副
参

事
の
職
に
限
る
。） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

都
民
安
全
推
進
本
部
の
担
当
課
長

住
宅
政
策
本
部
（
住
宅
企
画
部
及
び
都
営

住
宅
経
営
部
に
限
る
。）
の
担
当
課
長

病
院
経
営
本
部
（
経
営
企
画
部
及
び
サ
ー

ビ
ス
推
進
部
に
限
る
。
）
の
担
当
課
長

（
職
層
名
専
門
副
参
事
の
職
を
除
く
。
） 

中
央
卸
売
市
場
（
管
理
部
及
び
事
業
部
に

限
る
。）
の
担
当
課
長 

健
康
安
全
研
究
セ
ン
タ
ー
の
副
参
事
研
究

員

（
略
）

課
長
（
都
民
安
全
推
進
本
部
、
住
宅
政
策

本
部
（
住
宅
企
画
部
及
び
都
営
住
宅
経
営

部
に
限
る
。
）
、
病
院
経
営
本
部
（
経
営
企

画
部
及
び
サ
ー
ビ
ス
推
進
部
に
限
る
。
）

及
び
中
央
卸
売
市
場
（
管
理
部
及
び
事
業

部
に
限
る
。
）
の
課
長
、
保
健
所
の
保
健

対
策
課
長
、
児
童
相
談
セ
ン
タ
ー
の
治
療

指
導
課
長
、
総
合
精
神
保
健
福
祉
セ
ン

タ
ー
の
課
長
及
び
健
康
安
全
研
究
セ
ン

タ
ー
の
健
康
危
機
管
理
情
報
課
長
を
除

く
。） 

担
当
課
長
（
都
民
安
全
推
進
本
部
、
住
宅

政
策
本
部
（
住
宅
企
画
部
及
び
都
営
住
宅

経
営
部
に
限
る
。
）
、
病
院
経
営
本
部
及
び

中
央
卸
売
市
場
（
管
理
部
及
び
事
業
部
に

限
る
。
）
の
担
当
課
長
（
病
院
経
営
本
部

に
つ
い
て
は
、
経
営
企
画
部
若
し
く
は

サ
ー
ビ
ス
推
進
部
に
所
属
す
る
者
又
は
職

層
名
専
門
副
参
事
の
職
に
限
る
。
）
、
保
健

所
の
歯
科
保
健
担
当
課
長
及
び
健
康
安
全

研
究
セ
ン
タ
ー
の
疫
学
情
報
担
当
課
長
を

除
く
。） 

副
参
事
研
究
員
（
健
康
安
全
研
究
セ
ン

タ
ー
の
副
参
事
研
究
員
を
除
く
。
） 

技
師
長
及
び
看
護
担
当
科
長 

分
課
で
あ
る
事
業
所
の
長
（
職
層
名
副
参

（
略
）
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当
該
事
業
所
の
長
が
課
長
相
当
職
と
さ
れ

て
い
る
事
業
所
の
長
（
職
層
名
副
参
事
の

職
に
限
る
。） 

副
所
長
（
総
合
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー

の
副
所
長
及
び
職
層
名
参
事
の
職
を
除

く
。
） 

副
園
長
（
職
層
名
参
事
の
職
を
除
く
。
） 

副
場
長
（
職
層
名
参
事
の
職
を
除
く
。
） 

監
察
医
務
院
、
北
療
育
医
療
セ
ン
タ
ー
及

び
府
中
療
育
セ
ン
タ
ー
の
科
長 

府
中
療
育
セ
ン
タ
ー
の
地
域
療
育
支
援
担

当
科
長

監
察
医
務
院
及
び
総
合
精
神
保
健
福
祉
セ

ン
タ
ー
の
事
務
長 

看
護
専
門
学
校
の
副
校
長 

北
療
育
医
療
セ
ン
タ
ー
城
南
分
園
及
び
城

北
分
園
の
次
長 

北
療
育
医
療
セ
ン
タ
ー
及
び
府
中
療
育
セ

ン
タ
ー
の
事
務
次
長 

神
経
病
院
の
事
務
局
次
長 

都
立
病
院
の
科
長 

皮
革
技
術
セ
ン
タ
ー
の
所
長
（
職
層
名
専

門
参
事
の
職
を
除
く
。） 

島
し
よ
農
林
水
産
総
合
セ
ン
タ
ー
の
室
長

及
び
事
業
所
長
（
三
宅
事
業
所
長
を
除

く
。
） 

中
央
・
城
北
職
業
能
力
開
発
セ
ン
タ
ー
の

再
就
職
促
進
訓
練
室
長

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

東
京
都
収
用

委
員
会
事
務

局
か
ら
地
方

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

事
の
職
に
限
る
。） 

当
該
事
業
所
の
長
が
課
長
相
当
職
と
さ
れ

て
い
る
事
業
所
の
長
（
職
層
名
副
参
事
の

職
に
限
る
。） 

副
所
長
（
総
合
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー

の
副
所
長
及
び
職
層
名
参
事
の
職
を
除

く
。） 

副
園
長
（
職
層
名
参
事
の
職
を
除
く
。） 

副
場
長
（
職
層
名
参
事
の
職
を
除
く
。） 

監
察
医
務
院
、
北
療
育
医
療
セ
ン
タ
ー
及

び
府
中
療
育
セ
ン
タ
ー
の
科
長 

府
中
療
育
セ
ン
タ
ー
の
地
域
療
育
支
援
担

当
科
長

監
察
医
務
院
及
び
総
合
精
神
保
健
福
祉
セ

ン
タ
ー
の
事
務
長 

看
護
専
門
学
校
の
副
校
長 

北
療
育
医
療
セ
ン
タ
ー
城
南
分
園
及
び
城

北
分
園
の
次
長 

北
療
育
医
療
セ
ン
タ
ー
及
び
府
中
療
育
セ

ン
タ
ー
の
事
務
次
長 

神
経
病
院
の
事
務
局
次
長 

都
立
病
院
の
科
長 

皮
革
技
術
セ
ン
タ
ー
の
所
長
（
職
層
名
専

門
参
事
の
職
を
除
く
。） 

島
し
よ
農
林
水
産
総
合
セ
ン
タ
ー
の
室
長

及
び
事
業
所
長
（
三
宅
事
業
所
長
を
除

く
。） 

中
央
・
城
北
職
業
能
力
開
発
セ
ン
タ
ー
の

再
就
職
促
進
訓
練
室
長

（
略
）

（
略
）

東
京
都
収
用

委
員
会
事
務

局
か
ら
地
方

（
略
）

（
略
）
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公
務
員
災
害

補
償
基
金
東

京
都
支
部
ま

で

別
表
第
二
及
び
別
表
第
三 

（
現
行
の
と
お
り
） 

公
務
員
災
害

補
償
基
金
東

京
都
支
部
ま

で

別
表
第
二
及
び
別
表
第
三 

（
略
）
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給料の特別調整額に関する規程（昭和３５年４月１５日訓令甲第１４号）新旧対照表

改 正 案 現 行

第１条から第４条まで （現行のとおり） 第１条から第４条まで （略）

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

支給範囲 特別調整額の 支給範囲 特別調整額の
区分 区分

理事官職（初任給、昇格及び昇給等に関する規則 理事官職（初任給、昇格及び昇給等に関する規則
（昭和48年東京都人事委員会規則第3号。以下「初 （昭和48年東京都人事委員会規則第3号。以下「初
任給等規則」という。）別表第8イの項及びロの項（現行のとおり） 任給等規則」という。）別表第8イの項及びロの項 （略）
に規定する職務区分1の職並びに医療職給料表 に規定する職務区分1の職並びに医療職給料表
(一)の適用を受けるもの） (一)の適用を受けるもの）

理事官職（初任給等規則別表第8イの項及びロの（現行のとおり） 理事官職（初任給等規則別表第8イの項及びロの （略）
項に規定する職務区分2の職） 項に規定する職務区分2の職）

理事官職（初任給等規則別表第８イの項に規定す 理事官職（初任給等規則別表第８イの項に規定す
る職務区分３の職並びに公安職給料表の適用を受 る職務区分３の職並びに公安職給料表の適用を受
けるもののうち聴聞官、暴力団排除対策官、方面 区分３ けるもののうち聴聞官、方面本部副本部長（第一 区分３
本部副本部長（第一方面本部副本部長を除く。）、 方面本部副本部長を除く。）、犯罪抑止対策官及び
犯罪抑止対策官及び警察署長（区分２の職及び島 警察署長（区分２の職及び島部警察署長を除く。））
部警察署長を除く。））

理事官職（他の区分の職を除く。）から管理官職（現行のとおり） 理事官職（他の区分の職を除く。）から管理官職 （略）
（警部及び警察署の課長である副参事）まで （警部及び警察署の課長である副参事）まで

別表第２及び別表第３ （現行のとおり） 別表第２及び別表第３ （略）
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東京消防庁職員の給料の特別調整額に関する規程（昭和３２年４月東京消防庁訓令甲第３号）の

一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の下線を付し、又は破線で囲んだ部分をこれに順次対応す

る改正後欄に掲げる規定の下線を付し、又は破線で囲んだ部分のように改める。  

改正後 改正前 

別表第１（第２条関係） 

組織の区分 職 
特別調整額

の区分 

各部 ［略］ ［略］ 

消防学校 

初任給等規

則別表第８

ロの項に規

定する職務

区分二の職

区分二 

消防監の職 区分三 

課長 

区分七（人

事委員会の

承認を得て

消防総監が

別に定める

ものについ

ては区分六

（消防吏員

を除く。）） 

消防方面本

部 

初任給等規

則別表第８

ロの項に規

定する職務

区分二の職

区分二 

消防監の職 区分三 

副本部長 区分五 

消防司令長

の職（副本

部長を除

く。） 

区分七 

［略］ 

別表第１（第２条関係） 

組織の区分 職 
特別調整額

の区分 

各部及び対

策本部 
［同左］ ［同左］ 

消防学校 

初任給等規

則別表第８

ロの項に規

定する職務

区分二の職

区分二 

消防監の職 区分三 

課長 

区分七（人

事委員会の

承認を得て

消防総監が

別に定める

ものについ

ては区分六

（消防吏員

を除く。）） 

消防技術安

全所 

初任給等規

則別表第８

ロの項に規

定する職務

区分二の職

区分二 

消防監の職 

区分三 

初任給等規

則別表第８

イの項に規

定する職務

区分三の職

課長 

区分七（人

事委員会の

承認を得て

消防総監が

別に定める

ものについ

ては区分六

（消防吏員

を除く。）） 

消防方面本

部 

初任給等規

則別表第８

ロの項に規

区分二 
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定する職務

区分二の職 

消防監の職 区分三 

副本部長 区分五 

消防司令長

の職（副本

部長を除

く。） 

区分七 

［同左］ 

備考 表中の［ ］の記載は注記である。 

附 則 

この訓令は、令和４年４月１日から施行する。 
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宿日直手当支給規程（昭和４３年３月２５日訓令甲第９号）新旧対照表

改 正 案 現 行

第１条 （現行のとおり） 第１条 （略）

（宿日直手当の支給対象となる勤務及び支給額） （宿日直手当の支給対象となる勤務及び支給額）
第２条 本文（現行のとおり） 第２条 本文（略）

支給区分 勤務区分 勤務時間 支給額 支給区分 勤務区分 勤務時間 支給額

本部当直 警視庁警察職員勤務規程（平成 （現行のとお （現行のとお 本部当直 警視庁警察職員勤務規程（平成 （略） （略）
１２年３月２４日訓令甲第１６号。 り） り） １２年３月２４日訓令甲第１６号。
以下「勤務規程」という。）第１２条に定 以下「勤務規程」という。）第１２条に
める宿直勤務及び日直勤務のうち警視庁 （現行のとお （現行のとお 定める宿直勤務及び日直勤務のうち警 （略） （略）
本部（警視庁組織規則（昭和４７年４月 り） り） 視庁本部（警視庁組織規則（昭和４７
１日東京都公安委員会規則第２号）第２ 年４月１日東京都公安委員会規則第２
章における警視庁本部をいう。）、方面本 号）第２章における警視庁本部をい
部、犯罪抑止対策本部、人身安全関連事 う。）、方面本部、犯罪抑止対策本部、
案総合対策本部及びサイバーセキュリテ 人身安全関連事案総合対策本部、サイ
ィ対策本部において行うもの バーセキュリティ対策本部及びオリン

ピック・パラリンピック競技大会総合
対策本部において行うもの

学校当直 （現行のとおり） （現行のとお （現行のとお 学校当直 （略） （略） （略）
から島部 り） り） から島部
当直まで 当直まで

第３条 （現行のとおり） 第３条 （略）
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学
校
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
七
年
東
京
都
教
育
委
員
会
規
則
第
二
十
八
号
）
新
旧
対
照
表
（
抄
） 

改

正

案 

現

行 

第
一
条
か
ら
第
七
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
一
条
か
ら
第
七
条
ま
で 

（
略
） 

第
七
条
の
二 
（
現
行
の
と
お
り
） 

第
七
条
の
二 

（
略
） 

（
削
除
） 

２ 

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
臨
時
的
に
任
用
さ
れ
た
教
育
職
員
、
実
習
助

手
、
寄
宿
舎
指
導
員
、
事
務
職
員
、
技
術
職
員
（
栄
養
士
の
業
務
に
従
事
す
る
者

に
限
る
。
）
及
び
学
校
栄
養
職
員
が
病
気
休
暇
を
承
認
さ
れ
勤
務
し
な
い
と
き

は
、
条
例
第
十
六
条
に
規
定
す
る
給
与
の
減
額
を
行
う
。 

第
八
条
か
ら
第
十
一
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
八
条
か
ら
第
十
一
条
ま
で 

（
略
） 

（
勤
務
一
時
間
当
た
り
の
給
料
等
の
額
の
算
出
） 

（
勤
務
一
時
間
当
た
り
の
給
料
等
の
額
の
算
出
） 

第
十
二
条 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
十
二
条 

（
略
） 

２ 

（
現
行
の
と
お
り
） 

２ 

（
略
） 

一 

再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
及
び
育
児
短
時
間
勤
務
職
員
等
以
外
の
職
員 

勤

務
時
間
条
例
第
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
一
週
間
の
正
規
の
勤
務
時
間
に
五
十

二
を
乗
じ
て
得
た
も
の
か
ら
七
時
間
四
十
五
分
に
十
八
を
乗
じ
て
得
た
も
の
を

減
じ
た
時
間 

一 

再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
及
び
育
児
短
時
間
勤
務
職
員
等
以
外
の
職
員 

勤

務
時
間
条
例
第
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
一
週
間
の
正
規
の
勤
務
時
間
に
五
十

二
を
乗
じ
て
得
た
も
の
か
ら
七
時
間
四
十
五
分
に
十
九
を
乗
じ
て
得
た
も
の
を

減
じ
た
時
間 

二
及
び
三 

（
現
行
の
と
お
り
） 

二
及
び
三 

（
略
） 

３ 

（
現
行
の
と
お
り
） 
３ 

（
略
） 

第
十
三
条
か
ら
第
十
五
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 
第
十
三
条
か
ら
第
十
五
条
ま
で 

（
略
） 

別
記
様
式
第
一
号
か
ら
別
記
様
式
第
四
号
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

別
記
様
式
第
一
号
か
ら
別
記
様
式
第
四
号
ま
で 

（
略
） 
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職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
七
年
東
京
都
規
則
第
百
七
十
二
号
）
新
旧
対
照
表
（
抄
） 

改 

正 

案 

現 

行 
第
一
条
か
ら
第
十
一
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
一
条
か
ら
第
十
一
条
ま
で 

（
略
） 

（
勤
務
一
時
間
当
た
り
の
給
料
等
の
額
の
算
出
） 

（
勤
務
一
時
間
当
た
り
の
給
料
等
の
額
の
算
出
） 

第
十
二
条 
（
現
行
の
と
お
り
） 

第
十
二
条 

（
略
） 

２ 

（
現
行
の
と
お
り
） 

２ 

（
略
） 

一 

再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
及
び
育
児
短
時
間
勤
務
職
員
等
以
外
の
職
員 

勤

務
時
間
条
例
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
一
週
間
の
正
規
の
勤
務
時
間
に
五
十

二
を
乗
じ
て
得
た
も
の
か
ら
七
時
間
四
十
五
分
に
十
八
を
乗
じ
て
得
た
も
の
を

減
じ
た
時
間 

二
及
び
三 

（
現
行
の
と
お
り
） 

一 

再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
及
び
育
児
短
時
間
勤
務
職
員
等
以
外
の
職
員 

勤

務
時
間
条
例
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
一
週
間
の
正
規
の
勤
務
時
間
に
五
十

二
を
乗
じ
て
得
た
も
の
か
ら
七
時
間
四
十
五
分
に
十
九
を
乗
じ
て
得
た
も
の
を

減
じ
た
時
間 

二
及
び
三 

（
略
） 

３ 

（
現
行
の
と
お
り
） 

３ 

（
略
） 

第
十
三
条
か
ら
第
十
五
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
十
三
条
か
ら
第
十
五
条
ま
で 

（
略
） 

別
記
様
式
第
一
号
か
ら
様
式
第
四
号
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

別
記
様
式
第
一
号
か
ら
様
式
第
四
号
ま
で 

（
略
） 
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東
京
都
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
（
平
成
九
年
東
京
都
規
則
第
五
十
一
号
） 

新
旧
対
照
表
（
抄
） 

改 
 
 

 

正 
 
 
 

案 

現 
 
 

 
 
 

 
 
 

行 

第
一
条
か
ら
第
五
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
一
条
か
ら
第
五
条
ま
で 

（
略
） 

附 

則 

附 

則 

１
か
ら
４
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
小
笠
原
業
務
手
当
に
関
す
る
規
定
の
失
効
す
る
日
） 

５ 

条
例
附
則
第
六
項
に
規
定
す
る
日
は
、
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
と
す
る
。 

１
か
ら
４
ま
で 

（
略
） 

（
小
笠
原
業
務
手
当
に
関
す
る
規
定
の
失
効
す
る
日
） 

５ 

条
例
附
則
第
六
項
に
規
定
す
る
日
は
、
令
和
四
年
三
月
三
十
一
日
と
す
る
。 

別
表
（
第
二
条
関
係
） 

手
当
番
号 

種
類 

支
給
範
囲 

手
当
額 

摘
要 

１ 

（
現
行

の
と
お

り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お

り
） 

（
現
行

の
と
お

り
） 

２ 

危
険
現

場
等
作

業
手
当 

⑴
か
ら
⑷
ま
で 
（
現
行

の
と
お
り
） 

⑸ 

財
務
局
経
理
部
、
財

産
運
用
部
若
し
く
は
建

築
保
全
部
、
都
市
整
備

局
総
務
部
企
画
技
術
課

若
し
く
は
市
街
地
建
築

部
、
多
摩
建
築
指
導
事

務
所
、
市
街
地
整
備
事

務
所
、
住
宅
政
策
本
部

住
宅
企
画
部
技
術
管
理

課
、
住
宅
建
設
事
務

所
、
健
康
安
全
研
究
セ

ン
タ
ー
、
保
健
所
、
建

設
事
務
所
、
江
東
治
水

事
務
所
、
東
京
港
管
理

事
務
所
、
東
京
港
建
設

事
務
所
又
は
共
済
組
合

（
現
行
の
と
お

り
） 

                

（
現
行

の
と
お

り
） 

別
表
（
第
二
条
関
係
） 

手
当
番
号 

種
類 

支
給
範
囲 

手
当
額 

摘
要 

１ 

  

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

２ 

危
険
現

場
等
作

業
手
当 

⑴
か
ら
⑷
ま
で 

（
略
） 

⑸ 

財
務
局
経
理
部
、
財

産
運
用
部
若
し
く
は
建

築
保
全
部
、
都
市
整
備

局
総
務
部
企
画
技
術
課

若
し
く
は
市
街
地
建
築

部
、
多
摩
建
築
指
導
事

務
所
、
市
街
地
整
備
事

務
所
、
住
宅
政
策
本
部

都
営
住
宅
経
営
部
技
術

管
理
課
、
住
宅
建
設
事

務
所
、
健
康
安
全
研
究

セ
ン
タ
ー
、
保
健
所
、

建
設
事
務
所
、
江
東
治

水
事
務
所
、
東
京
港
管

理
事
務
所
、
東
京
港
建

設
事
務
所
又
は
共
済
組

合
管
理
部
会
計
課
若
し

（
略
） 

                 

（
略
） 
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管
理
部
会
計
課
若
し
く

は
事
業
部
貸
付
課
に
所

属
す
る
職
員
が
、
次
に

掲
げ
る
建
設
現
場
そ
の

他
の
足
場
の
不
安
定
な

箇
所
で
、
工
事
監
督
又

は
検
査
の
業
務
に
従
事

し
た
と
き
。 

 
ア
及
び
イ 

（
現
行
の

と
お
り
） 

⑹ 

（
現
行
の
と
お
り
） 

        

（
現
行
の
と
お

り
） 

（
現
行
の
と
お

り
） 

３
か
ら
８

ま
で 

（
現
行

の
と
お

り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お

り
） 

（
現
行

の
と
お

り
） 

９ 

税
務
事

務
特
別

手
当 

 

都
税
の
賦
課
徴
収
の
事

務
に
専
ら
従
事
す
る
職
員

で
、
次
に
掲
げ
る
も
の

が
、
当
該
業
務
の
う
ち
、

納
税
義
務
者
等
と
の
折
衝

に
係
る
も
の
（
総
務
局
長

が

定

め

る

も

の

に

限

る
。
）
又
は
軽
油
引
取
税

若
し
く
は
犯
則
事
件
の
調

査
に
係
る
も
の
（
総
務
局

長
が
定
め
る
も
の
に
限

る
。
）

に
従

事

し

た
と

き
。 

⑴ 

主
税
局
に
所
属
す
る

職
員
（
職
層
名
副
参
事

以
上
の
職
に
あ
る
者
を

             

日
額 

六
百
四

十
円 

 

 

く
は
事
業
部
貸
付
課
に

所
属
す
る
職
員
が
、
次

に
掲
げ
る
建
設
現
場
そ

の
他
の
足
場
の
不
安
定

な
箇
所
で
、
工
事
監
督

又
は
検
査
の
業
務
に
従

事
し
た
と
き
。 

  

ア
及
び
イ 

（
略
） 

 

⑹ 

（
略
） 

 

        

（
略
） 

 

（
略
） 

 

３
か
ら
８

ま
で 

 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

９ 

税
務
事

務
特
別

手
当 

 

都
税
の
賦
課
徴
収
の
事

務
に
専
ら
従
事
す
る
職
員

で
、
次
に
掲
げ
る
も
の

が
、
当
該
業
務
に
従
事
し

た
と
き
。 

        

⑴ 

主
税
局
に
所
属
す
る

職
員
（
職
層
名
副
参
事

以
上
の
職
に
あ
る
者
を

             

日
額 

四
百
四

十
円
（
特
に
困

難
で
あ
る
と
総
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除
く
。
） 

    

⑵ 

（
現
行
の
と
お
り
） 

     

（
現
行
の
と
お

り
） 

10

及

び

11 

（
現
行

の
と
お

り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お

り
） 

（
現
行

の
と
お

り
） 

12 

福
祉
等

業
務
手

当 

⑴ 

（
現
行
の
と
お
り
） 

 

⑵ 

支
庁
又
は
西
多
摩
福

祉
事
務
所
に
所
属
す
る

社
会
福
祉
法
（
昭
和
二

十
六
年
法
律
第
四
十
五

号
）
第
十
五
条
に
規
定

す
る
福
祉
事
務
所
現
業

員
若
し
く
は
福
祉
事
務

所
指
導
監
督
員
又
は
こ

れ
ら
に
準
ず
る
者
が
、

生
活
保
護
法
（
昭
和
二

十
五
年
法
律
第
百
四
十

四
号
）
又
は
児
童
福
祉

法
（
昭
和
二
十
二
年
法

律
第
百
六
十
四
号
）
に

規
定
す
る
業
務
を
行
う

た
め
家
庭
を
訪
問
し
た

と
き
。 

  

（
現
行
の
と
お

り
） 

（
現
行
の
と
お

り
） 

                 

 

除
く
。
） 

    

⑵ 

（
略
） 

務
局
長
が
定
め

る
業
務
に
従
事

し
た
場
合
に
あ

っ
て
は
、
六
百

四
十
円
） 

（
略
） 

 

10

及

び

11 

 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

12 

福
祉
等

業
務
手

当 

⑴ 

（
略
） 

 

⑵ 

支
庁
、
西
多
摩
福
祉

事
務
所
又
は
児
童
相
談

所
（
児
童
相
談
セ
ン
タ

ー
を
含
む
。
）
に
所
属

す
る
社
会
福
祉
法
（
昭

和
二
十
六
年
法
律
第
四

十
五
号
）
第
十
五
条
に

規
定
す
る
福
祉
事
務
所

現
業
員
若
し
く
は
福
祉

事
務
所
指
導
監
督
員
、

児
童
福
祉
司
又
は
こ
れ

ら
に
準
ず
る
者
が
、
生

活
保
護
法
（
昭
和
二
十

五
年
法
律
第
百
四
十
四

号
）
又
は
児
童
福
祉
法

（
昭
和
二
十
二
年
法
律

第
百
六
十
四
号
）
に
規

定
す
る
業
務
を
行
う
た

め
家
庭
を
訪
問
し
た
と

（
略
） 

 

（
略
） 
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⑶ 

児
童
相
談
所
に
所
属

す
る
児
童
福
祉
司
若
し

く
は
こ
れ
に
準
ず
る
者

又
は
児
童
心
理
司
が
、

児
童
福
祉
法
に
規
定
す

る
業
務
を
行
う
た
め
家

庭
を
訪
問
し
た
と
き
、

若
し
く
は
面
接
（
養
護

相
談
、
非
行
相
談
又
は

こ
れ
ら
に
準
ず
る
相
談

に

係

る

も

の

に

限

る

。
）

を

行

っ

た

と

き
、
又
は
同
法
に
規
定

す
る
一
時
保
護
を
行
っ

た
と
き
。 

 

日
額 

九
百
五

十
円 

13

か

ら

19
ま
で 

（
現
行

の
と
お

り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 
（
現
行
の
と
お

り
） 

（
現
行

の
と
お

り
） 

 

き
。 

（
新
設
） 

              

 

（
新
設
） 

13

か

ら

19
ま
で 

 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 
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学
校
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
（
平
成
九
年
東
京
都
教
育
委
員
会
規
則
第
十
二
号
）
新
旧
対
照
表
（
抄
） 

改
正
案

現
行

第
一
条

（
現
行
の
と
お
り
）

（
手
当
の
支
給
範
囲
及
び
支
給
額
）

第
一
条

（
略
）

（
手
当
の
支
給
範
囲
及
び
支
給
額
）

第
二
条

条
例
第
八
条
か
ら
第
十
条
ま
で
、
第
十
二
条
か
ら
第
十
五
条
ま
で
及
び
第
十
九
条
に
規

定
す
る
手
当
の
支
給
範
囲
及
び
支
給
額
は
、
別
表
第
一
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

第
二
条

条
例
第
七
条
か
ら
第
十
条
ま
で
、
第
十
二
条
か
ら
第
十
五
条
ま
で
及
び
第
十
九
条
に
規

定
す
る
手
当
の
支
給
範
囲
及
び
支
給
額
は
、
別
表
第
一
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

２

（
現
行
の
と
お
り
）

第
三
条
及
び
第
四
条

（
現
行
の
と
お
り
）

２

（
略
）

第
三
条
及
び
第
四
条

（
略
）

附

則

附

則

１
及
び
２

（
現
行
の
と
お
り
）

１
及
び
２

（
略
）

（
小
笠
原
業
務
手
当
に
関
す
る
規
定
の
失
効
す
る
日
）

（
小
笠
原
業
務
手
当
に
関
す
る
規
定
の
失
効
す
る
日
）

３

条
例
附
則
第
三
項
に
規
定
す
る
日
は
、
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
と
す
る
。

３

条
例
附
則
第
三
項
に
規
定
す
る
日
は
、
平
成
三
十
四
年
三
月
三
十
一
日
と
す
る
。

４

（
現
行
の
と
お
り
）

４

（
略
）

別
表
第
一
（
第
二
条
関
係
）

別
表
第
一
（
第
二
条
関
係
）

手
当

番
号

種

類

支

給

範

囲

手

当

額

摘

要

１
か
ら

４
ま
で

（
現
行

の
と
お

り
）

（
現
行
の
と
お
り
）

（
現
行
の
と

お
り
）

（

現

行

の

と

お

り
）

５

削
除

手
当

番
号

種

類

支

給

範

囲

手

当

額

摘

要

１
か
ら

４
ま
で

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

５

船
員
勤

務
手
当

東
京
都
立
大
島
海
洋
国
際
高
等

学
校
の
実
習
船
に
乗
船
す
る
職
員

の
う
ち
、
船
員
法
（
昭
和
二
十
二

年
法
律
第
百
号
）
の
適
用
を
受
け

る
者
が
、
当
該
実
習
船
の
航
行
等

ア

水
産
実

習
の
指
導

に
従
事
し

な
い
と

き
。

船
長
等

と
は
、
船

舶
職
員
及

び
小
型
船

舶
操
縦
者
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６
か
ら 

12

ま

で

（
現
行

の
と
お

り
）

（
現
行
の
と
お
り
）

（
現
行
の
と

お
り
）

（
現
行

の
と
お

り
）

に
係
る
業
務
に
従
事
し
た
と
き
。

船
長
等

日
額

二

千
六
百
十

円そ
の
他
の

職
員

日

額

二
千

二
百
三
十

円
イ

水
産
実

習
の
指
導

に
従
事
す

る
と
き
。

船
長
等

日
額

二

千
八
百
八

十
円

そ
の
他
の

職
員

日

額

二
千

五
百
円

法
施
行
令

（
昭
和
五

十
八
年
政

令
第
十
三

号
）
別
表

第
一
船
舶

職
員
の
欄

に
掲
げ
ら

れ
た
者

で
、
実
習

船
（
大
島

丸
）
の
航

行
区
域
等

に
応
じ
て

当
該
船
舶

に
乗
り
組

む
こ
と
が

義
務
付
け

ら
れ
て
い

る
も
の
を

い
う
。 

６
か
ら

12

ま

で

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）
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13

教
員
特

殊
業
務

手
当

⑴

（
現
行
の
と
お
り
）

ア

（
現
行
の
と
お
り
）

イ

（
現
行
の
と
お
り
）

ウ

（
現
行
の
と
お
り
）

エ

（
現
行
の
と
お
り
）

⑵

⑴
に
規
定
す
る
職
員
が
、
学

校
が
計
画
し
、
か
つ
、
実
施
す
る

修
学
旅
行
等
に
お
い
て
次
に
掲

げ
る
業
務
に
従
事
し
た
と
き
。

ア

児
童
又
は
生
徒
を
引
率
し

て
行
う
指
導
業
務
で
泊
を
伴

う
も
の
に
従
事
し
た
と
き

（
イ
に
規
定
す
る
場
合
を
除

く
。
）
。 

イ

東
京
都
立
大
島
海
洋
国
際

高
等
学
校
の
航
海
実
習
に
お

い
て
生
徒
を
引
率
し
て
行
う

指
導
業
務
で
泊
を
伴
う
も
の

に
従
事
し
た
と
き
。

⑶
及
び
⑷

日
額

八
千円

日
額

一
万

六
千
円

日
額

七
千

五
百
円

日
額

七
千

五
百
円

日
額

四
千

七
百
円

日
額

五
千

百
円

（
現
行
の
と

お
り
）

（

現

行

の

と

お

り
）

13

教
員
特

殊
業
務

手
当

⑴

（
略
）

ア

（
略
）

イ

（
略
）

ウ

（
略
）

エ

（
略
）

⑵

⑴
に
規
定
す
る
職
員
が
、
学

校
が
計
画
し
、
か
つ
、
実
施
す
る

修
学
旅
行
等
に
お
い
て
児
童
又

は
生
徒
を
引
率
し
て
行
う
指
導

業
務
で
泊
を
伴
う
も
の
に
従
事

し
た
と
き
。

⑶
及
び
⑷

日
額

三
千

二
百
円

日
額

六
千

四
百
円

日
額

三
千円

日
額

三
千円

日
額

千
七

百
円

（
略
）

（
略
）
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14
か

ら

17

ま
で 

（
現
行

の
と
お

り
）

（
現
行
の
と
お
り
）

（
現
行
の
と

お
り
）

（

現

行

の

と

お

り
）

14
か

ら

17

ま
で 

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

別
表
第
二

（
現
行
の
と
お
り
）

別
表
第
二

（
略
）
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東
京
都
教
育
委
員
会
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
（
平
成
九
年
東
京
都
教
育
委
員
会
規
則
第
十
三
号
） 

新
旧
対
照
表
（
抄
） 

改
正
案 

現
行 

第
一
条 
（
現
行
の
と
お
り
） 

第
一
条 

（
略
） 

（
手
当
の
支
給
範
囲
及
び
支
給
額
） 

（
手
当
の
支
給
範
囲
及
び
支
給
額
） 

第
二
条 

条
例
第
五
条
、
第
七
条
、
第
十
一
条
及
び
第
十
三
条
に
規
定
す
る
手

当
の
支
給
範
囲
及
び
支
給
額
は
、
別
表
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

第
二
条 

条
例
第
四
条
、
第
五
条
、
第
七
条
、
第
十
一
条
及
び
第
十
三
条
に
規

定
す
る
手
当
の
支
給
範
囲
及
び
支
給
額
は
、
別
表
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

る
。 

（
支
給
方
法
） 

（
支
給
方
法
） 

第
三
条 

条
例
第
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
人
事
委
員
会
の
承
認
を
得
て
教

育
委
員
会
規
則
で
定
め
る
手
当
は
、
交
替
制
勤
務
者
等
業
務
手
当
と
す
る
。 

第
三
条 

条
例
第
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
人
事
委
員
会
の
承
認
を
得
て
教

育
委
員
会
規
則
で
定
め
る
手
当
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。 

（
削
除
） 

一

船
員
勤
務
手
当 

（
削
除
） 

二

交
替
制
勤
務
者
等
業
務
手
当 

２

（
現
行
の
と
お
り
） 

２

（
略
） 

第
四
条 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
四
条 

（
略
） 

附

則

附

則

（
施
行
期
日
） 

（
施
行
期
日
） 

１

（
現
行
の
と
お
り
） 

１

（
略
） 

（
小
笠
原
業
務
手
当
に
関
す
る
規
定
の
失
効
す
る
日
） 
（
小
笠
原
業
務
手
当
に
関
す
る
規
定
の
失
効
す
る
日
） 

２ 

条
例
附
則
第
三
項
に
規
定
す
る
日
は
、
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
と
す

る
。 

２ 

条
例
附
則
第
三
項
に
規
定
す
る
日
は
、
平
成
三
十
四
年
三
月
三
十
一
日
と

す
る
。 

別
表
（
第
二
条
関
係
） 

別
表
（
第
二
条
関
係
） 
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手
当

番
号 

種

類 

支

給

範

囲

手

当

額

摘

要

１

削
除 

２

削
除 

手
当

番
号 

種

類 

支

給

範

囲

手

当

額

摘

要

１

削
除 

２

船
員
勤

務
手
当 

東
京
都
立
大
島
海
洋
国
際

高
等
学
校
の
実
習
船
に
乗
船

す
る
職
員
の
う
ち
、
船
員
法

（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百

号
）
の
適
用
を
受
け
る
も
の

が
、
当
該
実
習
船
の
航
行
等

に
係
る
業
務
に
従
事
し
た
と

き
。 

ア 

水
産
実
習
の
指
導

に
従
事
し
な
い
と

き
。 

船
長
等 

日
額 

二

千
六
百
十
円 

そ
の
他
の
職
員 

日

額

二
千
二
百
三
十

円
イ

水
産
実
習
の
指
導

に
従
事
す
る
と
き
。 

船
長
等 

日
額 

二

千
八
百
八
十
円 

そ
の
他
の
職
員 

日

額

二
千
五
百
円 

船
長

等
と

は
、
船

舶
職
員

及
び
小

型
船
舶

操
縦
者

法
施
行

令
（
昭

和
五
十

八
年
政

令
第
十

三
号
）

別
表
第

一
船
舶

職
員
の

欄
に
掲

げ
ら
れ

た
者

で
、
実

習
船

（
大
島
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３
か

ら ま
で 

（
現
行

の
と
お

り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現

行
の
と

お
り
） 

丸
）
の

航
行
区

域
等
に

応
じ
て

当
該
船

舶
に
乗

り
組
む

こ
と
が

義
務
付

け
ら
れ

て
い
る

も
の
を

い
う
。 

３
か

ら ま
で 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

11 

11 
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警
視
庁
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
（
平
成
九
年
東
京
都
規
則
第
五
十
二
号
）

新
旧
対
照
表
（
抄
）

改

正

案

現

行

第
一
条
か
ら
第
五
条
ま
で

（
現
行
の
と
お
り
）

附

則

１

（
現
行
の
と
お
り
）

（
小
笠
原
業
務
手
当
に
関
す
る
規
定
の
失
効
す
る
日
）

２

条
例
附
則
第
三
項
に
規
定
す
る
人
事
委
員
会
の
承
認
を
得
て
規
則
で
定
め
る
日
は
、
令
和

七
年
三
月
三
十
一
日
と
す
る
。

３
か
ら
６
ま
で

（
現
行
の
と
お
り
）

別
表
（
第
二
条
関
係
）

手
当

番
号

種

類

支

給

範

囲

手

当

額

摘

要

１

捜
査
等
業

務
手
当

⑴
ア

暴
力
団
、
国
際
犯

罪
組
織
等
に
係
る
犯

罪
の
捜
査
又
は
取
締

り
に
従
事
し
た
組
織

犯
罪
対
策
総
務
課
、

犯
罪
収
益
対
策
課
、

国
際
犯
罪
対
策
課
、

暴
力
団
対
策
課
、
薬

物
銃
器
対
策
課
、
警

視
庁
組
織
犯
罪
対
策

特
別
捜
査
隊
又
は
警

察
署
に
所
属
す
る
職

員
（
職
員
の
給
与
に

関
す
る
条
例
（
昭
和

二
十
六
年
東
京
都
条

例
第
七
十
五
号
）
第

九
条
の
二
に
規
定
す

る
給
料
の
特
別
調
整

額
の
支
給
を
受
け
る

職
員
、
東
京
都
の
一

般
職
の
任
期
付
職
員

の
採
用
及
び
給
与
の

特
例
に
関
す
る
条
例

（
平
成
十
四
年
東
京

都
条
例
第
百
六
十
一

号
）
第
二
条
第
一
項

の
規
定
に
よ
り
任
期

を
定
め
て
採
用
さ
れ

（
現
行
の
と

お
り
）

（
現
行
の
と
お
り
）

第
一
条
か
ら
第
五
条
ま
で

（
略
）

附

則

１

（
略
）

（
小
笠
原
業
務
手
当
に
関
す
る
規
定
の
失
効
す
る
日
）

２

条
例
附
則
第
三
項
に
規
定
す
る
人
事
委
員
会
の
承
認
を
得
て
規
則
で
定
め
る
日
は
、
令
和

四
年
三
月
三
十
一
日
と
す
る
。

３
か
ら
６
ま
で

（
略
）

別
表
（
第
二
条
関
係
）

手
当

番
号

種

類

支

給

範

囲

手

当

額

摘

要

１

捜
査
等
業

務
手
当

⑴
ア

暴
力
団
、
国
際
犯

罪
組
織
等
に
係
る
犯

罪
の
捜
査
又
は
取
締

り
に
従
事
し
た
組
織

犯
罪
対
策
総
務
課
、

組
織
犯
罪
対
策
第
一

課
、
組
織
犯
罪
対
策

第
二
課
、
組
織
犯
罪

対
策
第
三
課
、
組
織

犯
罪
対
策
第
四
課
、

組
織
犯
罪
対
策
第
五

課
、
警
視
庁
組
織
犯

罪
対
策
特
別
捜
査
隊

又
は
警
察
署
に
所
属

す
る
職
員
（
職
員
の

給
与
に
関
す
る
条
例

（
昭
和
二
十
六
年
東

京
都
条
例
第
七
十
五

号
）
第
九
条
の
二
に

規
定
す
る
給
料
の
特

別
調
整
額
の
支
給
を

受
け
る
職
員
、
東
京

都
の
一
般
職
の
任
期

付
職
員
の
採
用
及
び

給
与
の
特
例
に
関
す

る
条
例
（
平
成
十
四

年
東
京
都
条
例
第
百

六
十
一
号
）
第
二
条

（
略
）

（
略
）
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た
職
員
（
以
下
「
特

定
任
期
付
職
員
」
と

い
う
。
）
及
び
東
京

都
の
一
般
職
の
任
期

付
研
究
員
の
採
用
及

び
給
与
の
特
例
に
関

す
る
条
例
（
平
成
十

四
年
東
京
都
条
例
第

百
六
十
二
号
）
第
四

条
第
一
号
の
規
定
に

よ
り
任
期
を
定
め
て

採
用
さ
れ
た
職
員

（
以
下
「
管
理
職

員
」
と
総
称
す
る

。
）
を
除
く
。
）

イ

犯
罪
の
捜
査
、
取

締
り
、
現
場
鑑
識
又

は
警
護
に
従
事
し
た

交
通
執
行
課
、
交
通

捜
査
課
、
駐
車
対
策

課
、
警
備
第
二
課
、

警
護
課
、
公
安
総
務

課
、
公
安
第
一
課
、

公
安
第
二
課
、
公
安

第
三
課
、
外
事
第
一

課
、
外
事
第
二
課
、

外
事
第
三
課
、
外
事

第
四
課
、
刑
事
総
務

課
、
捜
査
第
一
課
、

捜
査
第
二
課
、
捜
査

第
三
課
、
捜
査
共
助

課
、
鑑
識
課
、
生
活

安
全
総
務
課
、
生
活

経
済
課
、
生
活
環
境

課
、
保
安
課
、
少
年

育
成
課
、
少
年
事
件

課
、
サ
イ
バ
ー
犯
罪

対
策
課
、
警
視
庁
高

速
道
路
交
通
警
察

隊
、
警
視
庁
鉄
道
警

（
現
行
の
と

お
り
）

第
一
項
の
規
定
に
よ

り
任
期
を
定
め
て
採

用
さ
れ
た
職
員
（
以

下
「
特
定
任
期
付
職

員
」
と
い
う
。
）
及

び
東
京
都
の
一
般
職

の
任
期
付
研
究
員
の

採
用
及
び
給
与
の
特

例

に

関

す

る

条

例

（
平
成
十
四
年
東
京

都
条
例
第
百
六
十
二

号
）
第
四
条
第
一
号

の
規
定
に
よ
り
任
期

を
定
め
て
採
用
さ
れ

た
職
員
（
以
下
「
管

理
職
員
」
と
総
称
す

る
。
）
を
除
く
。
）

イ

犯
罪
の
捜
査
、
取

締
り
、
現
場
鑑
識
又

は
警
護
に
従
事
し
た

交
通
執
行
課
、
交
通

捜
査
課
、
駐
車
対
策

課
、
警
備
第
二
課
、

警
護
課
、
公
安
総
務

課
、
公
安
第
一
課
、

公
安
第
二
課
、
公
安

第
三
課
、
外
事
第
一

課
、
外
事
第
二
課
、

外
事
第
三
課
、
外
事

第
四
課
、
刑
事
総
務

課
、
捜
査
第
一
課
、

捜
査
第
二
課
、
捜
査

第
三
課
、
捜
査
共
助

課
、
鑑
識
課
、
生
活

安
全
総
務
課
、
生
活

経
済
課
、
生
活
環
境

課
、
保
安
課
、
少
年

育
成
課
、
少
年
事
件

課
、
サ
イ
バ
ー
犯
罪

対
策
課
、
組
織
犯
罪

対
策
総
務
課
、
警
視

庁
高
速
道
路
交
通
警

（
略
）
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察
隊
、
警
視
庁
サ
イ

バ
ー
攻
撃
対
策
セ
ン

タ
ー
、
警
視
庁
公
安

機
動
捜
査
隊
、
警
視

庁
捜
査
支
援
分
析
セ

ン
タ
ー
、
警
視
庁
機

動
捜
査
隊
、
警
視
庁

生
活
安
全
特
別
捜
査

隊
又
は
警
察
署
に
所

属
す
る
職
員
（
管
理

職
員
を
除
く
。
）

ウ

（
現
行
の
と
お

り
）

エ

現
場
鑑
識
以
外
の

鑑
識
に
従
事
し
た
交

通
捜
査
課
、
公
安
第

四
課
、
捜
査
第
一

課
、
捜
査
第
三
課
、

捜
査
共
助
課
、
鑑
識

課
、
薬
物
銃
器
対
策

課
又
は
警
視
庁
航
空

隊
に
所
属
す
る
職
員

（
管
理
職
員
を
除
く

。
）

オ

（
現
行
の
と
お

り
）

⑵
か
ら
⑸
ま
で

（
現
行

の
と
お
り
）

（
現
行
の
と

お
り
）

（
現
行
の
と

お
り
）

（
現
行
の
と

お
り
）

（
現
行
の
と

お
り
）

（
現
行
の
と
お
り
）

２

か

ら

12

ま
で

（
現
行
の

と
お
り
）

（
現
行
の
と
お
り
）

（
現
行
の
と

お
り
）

（
現
行
の
と
お
り
）

13

特
別
救
助

手
当

（
現
行
の
と
お
り
）

（
現
行
の
と

お
り
）

ア

（
現
行
の
と
お
り
）

イ

⑴
又
は
⑵
の
業
務
に

日
没
時
か
ら
日
出
時
ま

で
の
間
に
従
事
し
た
場

合
は
、
そ
れ
ぞ
れ
⑴
又

は
⑵
の
手
当
額
の
欄
に

定
め
る
手
当
額
に
当
該

手
当
額
の
百
分
の
五
十

に
相
当
す
る
額
を
加
算

す
る
。

察
隊
、
警
視
庁
鉄
道

警
察
隊
、
警
視
庁
サ

イ
バ
ー
攻
撃
対
策
セ

ン
タ
ー
、
警
視
庁
公

安
機
動
捜
査
隊
、
警

視
庁
捜
査
支
援
分
析

セ
ン
タ
ー
、
警
視
庁

機
動
捜
査
隊
、
警
視

庁
生
活
安
全
特
別
捜

査
隊
又
は
警
察
署
に

所
属
す
る
職
員
（
管

理
職
員
を
除
く
。
）

ウ

（
略
）

エ

現
場
鑑
識
以
外
の

鑑
識
に
従
事
し
た
交

通
捜
査
課
、
公
安
第

四
課
、
捜
査
第
一

課
、
捜
査
第
三
課
、

捜
査
共
助
課
、
鑑
識

課
、
組
織
犯
罪
対
策

第
五
課
又
は
警
視
庁

航
空
隊
に
所
属
す
る

職
員
（
管
理
職
員
を

除
く
。
）

オ

（
略
）

⑵
か
ら
⑸
ま
で

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

２

か

ら

12

ま
で

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

13

特
別
救
助

手
当

（
略
）

（
略
）

ア

（
略
）

（
新
設
）
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ウ

（
現
行
の
と
お
り
）

14
か

ら

24

ま
で

（
現
行
の

と
お
り
）

（
現
行
の
と
お
り
）

（
現
行
の
と

お
り
）

（
現
行
の
と
お
り
）

イ

（
略
）

14
か

ら

24

ま
で

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）
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学
校
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
日
、
休
暇
等
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
（
平
成
七
年
東
京
都
教
育
委
員
会
規
則
第
五
号
）
新
旧
対
照
表
（
抄
）

改

正

案

現

行

第
一
条
か
ら
第
十
一
条
の
二
ま
で

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
一
条
か
ら
第
十
一
条
の
二
ま
で

（
略
）

（
新
た
に
条
例
等
の
適
用
を
受
け
る
職
員
等
の
年
次
有
給
休
暇
の
付
与
）

（
新
た
に
条
例
等
の
適
用
を
受
け
る
職
員
の
年
次
有
給
休
暇
の
付
与
）

第
十
二
条

（
現
行
の
と
お
り
）

第
十
二
条

（
略
）

２

（
現
行
の
と
お
り
） 

一

東
京
都
の
職
員
（
学
校
職
員
を
除
く
。）
又
は
企
業
職
員
（
こ
れ
ら
の
職

員
の
う
ち
臨
時
的
任
用
の
職
に
あ
っ
た
者
を
除
く
。
） 

二
及
び
三

（
現
行
の
と
お
り
）

２

（
略
） 

一

東
京
都
の
職
員
（
学
校
職
員
を
除
く
。）
又
は
企
業
職
員 

二
及
び
三

（
略
）

３

東
京
都
公
立
学
校
会
計
年
度
任
用
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
暇
等
に
関
す
る

規
則
（
平
成
二
十
七
年
東
京
都
教
育
委
員
会
規
則
第
九
号
）
等
の
適
用
を
受

け
て
い
た
職
員
が
引
き
続
い
て
こ
の
規
則
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
お
け
る

当
該
職
員
の
そ
の
年
度
の
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
は
、
こ
の
規
則
の
適
用
を

受
け
る
こ
と
と
な
る
日
の
前
日
に
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
日
数
の
う
ち
そ

の
年
度
に
付
与
さ
れ
た
も
の
に
、
こ
の
規
則
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ

た
月
に
応
じ
、
別
表
第
一
の
二
に
定
め
る
日
数
を
加
え
た
も
の
と
す
る
。

３

東
京
都
公
立
学
校
会
計
年
度
任
用
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
暇
等
に
関
す
る

規
則
（
平
成
二
十
七
年
東
京
都
教
育
委
員
会
規
則
第
九
号
）
等
の
適
用
を
受

け
て
い
た
職
員
が
引
き
続
い
て
こ
の
規
則
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
お
け
る

当
該
職
員
の
そ
の
年
の
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
は
、
こ
の
規
則
の
適
用
を
受

け
る
こ
と
と
な
る
日
の
前
日
に
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
日
数
の
う
ち
そ
の

年
度
に
付
与
さ
れ
た
も
の
に
、
こ
の
規
則
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た

月
に
応
じ
、
別
表
第
一
の
二
に
定
め
る
日
数
を
加
え
た
も
の
と
す
る
。

４

非
常
勤
職
員
（
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
及
び
前
項
に
規
定
す
る
者
を
除

く
。）
で
あ
っ
て
、
新
た
に
こ
の
規
則
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
と
な
る
職
員
の

そ
の
年
度
の
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
は
、
新
た
に
こ
の
規
則
の
適
用
を
受
け

る
こ
と
と
な
る
日
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
採
用
日
」
と
い
う
。
）
前
一
年

の
期
間
内
に
付
与
さ
れ
た
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
に
当
該
年
次
有
給
休
暇
の

付
与
日
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
前
付
与
日
」
と
い
う
。
）
か
ら
採
用
日
の

前
日
ま
で
の
月
数
を
十
二
で
除
し
て
得
た
数
を
乗
じ
て
得
た
日
数
（
一
日
未

満
の
端
数
が
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
日
単
位
に
切
り
上
げ
た
日
数
）
に
前
付

与
日
前
一
年
の
期
間
内
に
付
与
さ
れ
た
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
の
う
ち
使
用

し
な
か
っ
た
日
数
及
び
こ
の
規
則
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た
月
に
応

じ
別
表
第
一
の
二
に
定
め
る
日
数
を
加
え
た
日
数
か
ら
、
前
付
与
日
か
ら
採

用
日
の
前
日
ま
で
に
使
用
し
た
日
数
を
差
し
引
い
た
も
の
と
す
る
。

４

非
常
勤
職
員
（
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
及
び
前
項
に
規
定
す
る
者
を
除

く
。
）
で
あ
っ
て
、
新
た
に
こ
の
規
則
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
と
な
る
職
員
の

そ
の
年
の
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
は
、
新
た
に
こ
の
規
則
の
適
用
を
受
け
る

こ
と
と
な
る
日
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
採
用
日
」
と
い
う
。
）
前
一
年
の

期
間
内
に
付
与
さ
れ
た
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
に
当
該
年
次
有
給
休
暇
の
付

与
日
（
以
下
「
前
付
与
日
」
と
い
う
。）
か
ら
採
用
日
の
前
日
ま
で
の
月
数
を

十
二
で
除
し
て
得
た
数
を
乗
じ
て
得
た
日
数
（
一
日
未
満
の
端
数
が
あ
る
と

き
は
、
こ
れ
を
日
単
位
に
切
り
上
げ
た
日
数
）
に
前
付
与
日
前
一
年
の
期
間

内
に
付
与
さ
れ
た
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
の
う
ち
使
用
し
な
か
っ
た
日
数
及

び
こ
の
規
則
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た
月
に
応
じ
別
表
第
一
の
二
に

定
め
る
日
数
を
加
え
た
日
数
か
ら
、
前
付
与
日
か
ら
採
用
日
の
前
日
ま
で
に

使
用
し
た
日
数
を
差
し
引
い
た
も
の
と
す
る
。 

５ 

東
京
都
の
臨
時
的
任
用
の
職
に
在
職
す
る
者
が
退
職
後
引
き
続
き
職
員

（
新
設
）
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（
条
例
第
十
五
条
第
五
項
に
規
定
す
る
臨
時
的
に
任
用
さ
れ
た
教
育
職
員
、

実
習
助
手
、
寄
宿
舎
指
導
員
、
事
務
職
員
、
技
術
職
員
（
栄
養
士
の
業
務
に

従
事
す
る
者
に
限
る
。
）
及
び
学
校
栄
養
職
員
（
以
下
「
臨
時
的
任
用
職
員
」

と
い
う
。）
を
除
く
。
）
と
し
て
採
用
さ
れ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
職
員
の
当

該
採
用
さ
れ
た
年
度
の
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
は
、
当
該
採
用
さ
れ
た
日
の

前
日
に
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
日
数
の
う
ち
そ
の
年
度
に
付
与
さ
れ
た
も

の
に
、
当
該
採
用
さ
れ
た
月
に
応
じ
、
別
表
第
一
の
二
に
定
め
る
日
数
を
加

え
た
も
の
と
す
る
。 

第
十
二
条
の
二
及
び
第
十
二
条
の
三 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
十
二
条
の
二
及
び
第
十
二
条
の
三 

（
略
） 

（
年
次
有
給
休
暇
の
繰
越
し
） 

第
十
三
条 

条
例
第
十
五
条
第
一
項
及
び
第
二
項
に
規
定
す
る
年
次
有
給
休
暇

の
日
数
の
う
ち
、
そ
の
年
度
に
使
用
し
な
か
っ
た
日
数
が
あ
る
場
合
は
、
二

十
日
（
第
十
一
条
の
二
各
号
に
掲
げ
る
職
員
に
あ
っ
て
は
、
同
条
の
規
定
に

よ
る
日
数
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
年
度
の
翌
年
度
の
初
日
に

勤
務
形
態
が
変
更
さ
れ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
繰
越
日
数
に
前
条
第
二

号
イ
か
ら
ニ
ま
で
に
掲
げ
る
場
合
に
応
じ
、
当
該
イ
か
ら
ニ
ま
で
に
定
め
る

率
（
一
を
下
回
る
と
き
は
、
一
）
を
乗
じ
て
得
た
日
数
（
一
日
未
満
の
端
数

が
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
四
捨
五
入
し
て
得
た
日
数
と
し
、
当
該
勤
務
形
態

の
変
更
が
こ
の
条
の
規
定
に
よ
り
無
調
整
で
な
か
っ
た
場
合
は
、
当
該
勤
務

形
態
の
変
更
時
に
お
い
て
変
更
後
の
勤
務
形
態
の
区
分
に
応
じ
、
第
十
一
条

の
二
各
号
又
は
第
十
二
条
第
一
項
各
号
に
定
め
る
日
数
を
超
え
る
と
き
は
、

当
該
日
数
と
す
る
。
）
と
す
る
。）
を
限
度
に
翌
年
度
に
限
り
こ
れ
を
繰
り
越

す
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
前
年
度
に
お
け
る
勤
務
実
績
（
一
の
年
度
に

お
け
る
総
日
数
か
ら
週
休
日
の
日
数
及
び
超
勤
代
休
時
間
が
承
認
さ
れ
た
勤

務
日
等
（
日
を
単
位
と
す
る
場
合
に
限
る
。）
を
減
じ
た
日
数
に
対
す
る
勤
務

し
た
日
数
の
割
合
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
及
び
別
表
第
二
に
お
い
て
同
じ
。）

が
八
割
に
満
た
な
い
職
員
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
、
二
暦
日
に
わ
た
り
継
続
す
る
正
規
の
勤
務
時
間
を
割
り
振
ら
れ
た

と
き
の
そ
の
終
期
の
属
す
る
日
（
他
の
正
規
の
勤
務
時
間
が
割
り
振
ら
れ
た

日
を
除
く
。
）
は
、
一
の
年
度
に
お
け
る
総
日
数
及
び
勤
務
し
た
日
数
か
ら
除

（
年
次
有
給
休
暇
の
繰
越
し
） 

第
十
三
条 

条
例
第
十
五
条
第
一
項
及
び
第
二
項
に
規
定
す
る
年
次
有
給
休
暇

の
日
数
の
う
ち
、
そ
の
年
度
に
使
用
し
な
か
っ
た
日
数
が
あ
る
場
合
は
、
二

十
日
（
第
十
一
条
の
二
各
号
に
掲
げ
る
職
員
に
あ
っ
て
は
、
同
条
の
規
定
に

よ
る
日
数
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
年
度
の
翌
年
度
の
初
日
に

勤
務
形
態
が
変
更
さ
れ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
繰
越
日
数
に
前
条
第
二

号
イ
か
ら
ニ
ま
で
に
掲
げ
る
場
合
に
応
じ
、
当
該
イ
か
ら
ニ
ま
で
に
定
め
る

率
（
一
を
下
回
る
と
き
は
、
一
）
を
乗
じ
て
得
た
日
数
（
一
日
未
満
の
端
数

が
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
四
捨
五
入
し
て
得
た
日
数
と
し
、
当
該
勤
務
形
態

の
変
更
が
こ
の
条
の
規
定
に
よ
り
無
調
整
で
な
か
っ
た
場
合
は
、
当
該
勤
務

形
態
の
変
更
時
に
お
い
て
変
更
後
の
勤
務
形
態
の
区
分
に
応
じ
、
第
十
一
条

の
二
各
号
又
は
第
十
二
条
第
一
項
各
号
に
定
め
る
日
数
を
超
え
る
と
き
は
、

当
該
日
数
と
す
る
。
）
と
す
る
。）
を
限
度
に
翌
年
度
に
限
り
こ
れ
を
繰
り
越

す
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
前
年
度
に
お
け
る
勤
務
実
績
（
一
の
年
度
に

お
け
る
総
日
数
か
ら
週
休
日
の
日
数
及
び
超
勤
代
休
時
間
が
承
認
さ
れ
た
勤

務
日
等
（
日
を
単
位
と
す
る
場
合
に
限
る
。
）
を
減
じ
た
日
数
に
対
す
る
勤
務

し
た
日
数
の
割
合
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
が
八
割
に
満
た
な
い
職
員
に
つ
い

て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
二
暦
日
に
わ
た
り
継
続

す
る
正
規
の
勤
務
時
間
を
割
り
振
ら
れ
た
と
き
の
そ
の
終
期
の
属
す
る
日

（
他
の
正
規
の
勤
務
時
間
が
割
り
振
ら
れ
た
日
を
除
く
。
）
は
、
一
の
年
度
に

お
け
る
総
日
数
及
び
勤
務
し
た
日
数
か
ら
除
く
。 
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く
。 

２
か
ら
６
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

２
か
ら
６
ま
で 

（
略
） 

（
臨
時
的
任
用
職
員
の
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
） 

第
十
四
条 

臨
時
的
任
用
職
員
の
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
は
、
一
会
計
年
度
に

お
い
て
引
き
続
き
任
用
さ
れ
る
期
間
（
以
下
「
任
用
期
間
」
と
い
う
。）
に
応

じ
、
別
表
第
三
の
と
お
り
と
す
る
。 

（
臨
時
的
に
任
用
さ
れ
た
教
育
職
員
の
年
次
有
給
休
暇
） 

第
十
四
条 

条
例
第
十
五
条
第
五
項
に
規
定
す
る
臨
時
的
に
任
用
さ
れ
た
教
育

職
員
、
実
習
助
手
、
寄
宿
舎
指
導
員
、
事
務
職
員
、
技
術
職
員
（
栄
養
士
の

業
務
に
従
事
す
る
者
に
限
る
。
）
及
び
学
校
栄
養
職
員
の
任
用
期
間
中
の
年
次

有
給
休
暇
は
、
別
表
第
三
の
と
お
り
と
す
る
。 

２ 

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
す
る
臨

時
的
任
用
職
員
の
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
数
と

す
る
。 

一 

同
一
会
計
年
度
内
に
お
い
て
、
東
京
都
の
臨
時
的
任
用
の
職
に
在
職
す

る
者
が
任
用
期
間
満
了
後
引
き
続
き
臨
時
的
任
用
職
員
と
し
て
新
た
に
任

用
さ
れ
る
場
合
（
地
方
公
務
員
法
第
二
十
二
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ

る
臨
時
的
任
用
の
更
新
を
し
た
と
き
を
含
む
。） 

当
該
任
用
以
前
の
勤
務

と
当
該
任
用
以
後
の
勤
務
と
が
継
続
す
る
も
の
と
み
な
し
た
場
合
に
当
該

任
用
の
日
以
後
に
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
日
数
か
ら
、
当
該
年
度
内
に

お
い
て
使
用
し
た
日
数
を
差
し
引
い
た
日
数 

２ 

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
任
用
期
間
の
属
す
る
年
度
内
に
お
い

て
、
職
員
が
引
き
続
き
任
用
さ
れ
た
と
き
の
年
次
有
給
休
暇
は
、
別
表
第
三
に

規
定
す
る
日
数
に
、
直
前
の
任
用
に
お
い
て
使
用
し
な
か
っ
た
年
次
有
給
休
暇

の
日
数
を
加
え
た
日
数
と
す
る
。 

  

 

二 

東
京
都
の
い
ず
れ
か
の
職
（
臨
時
的
任
用
の
職
及
び
会
計
年
度
任
用
の

職
を
除
く
。）
に
あ
っ
た
者
若
し
く
は
そ
の
他
教
育
委
員
会
が
定
め
る
者
が

引
き
続
き
臨
時
的
任
用
職
員
と
し
て
新
た
に
任
用
さ
れ
る
場
合
又
は
東
京

都
の
臨
時
的
任
用
の
職
に
在
職
す
る
者
が
任
用
期
間
の
中
途
に
お
い
て
退

職
後
引
き
続
き
臨
時
的
任
用
職
員
と
し
て
新
た
に
任
用
さ
れ
る
場
合 
新

た
に
臨
時
的
任
用
職
員
に
任
用
さ
れ
た
日
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
任

用
日
」
と
い
う
。
）
前
一
年
の
期
間
内
に
付
与
さ
れ
て
い
た
年
次
有
給
休
暇

の
日
数
に
当
該
年
次
有
給
休
暇
の
付
与
日
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
前

付
与
日
」
と
い
う
。）
か
ら
任
用
日
の
前
日
ま
で
の
月
数
を
十
二
で
除
し
て

得
た
数
を
乗
じ
た
日
数
（
一
日
未
満
の
端
数
が
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
日

単
位
に
切
り
上
げ
た
日
数
）
に
、
前
付
与
日
前
一
年
の
期
間
内
に
付
与
さ

れ
て
い
た
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
の
う
ち
使
用
し
な
か
っ
た
日
数
及
び
任
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用
日
の
属
す
る
任
用
期
間
に
応
じ
、
別
表
第
三
に
定
め
る
日
数
を
加
え
た

日
数
（
前
付
与
日
前
一
年
の
期
間
内
に
付
与
さ
れ
て
い
た
年
次
有
給
休
暇

の
付
与
日
が
任
用
日
前
二
年
以
前
の
日
で
あ
る
場
合
は
、
当
該
日
数
か
ら

前
付
与
日
前
一
年
の
期
間
内
に
付
与
さ
れ
て
い
た
年
次
有
給
休
暇
の
日
数

の
う
ち
使
用
し
な
か
っ
た
日
数
を
差
し
引
い
た
も
の
）
か
ら
、
前
付
与
日

か
ら
任
用
日
の
前
日
ま
で
に
使
用
し
た
日
数
を
差
し
引
い
た
日
数 

 

三 

東
京
都
の
会
計
年
度
任
用
の
職
に
在
職
す
る
者
が
当
該
任
用
の
期
間
満

了
後
引
き
続
き
臨
時
的
任
用
職
員
と
し
て
新
た
に
任
用
さ
れ
る
場
合 

当

該
任
用
の
日
の
前
日
に
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
日
数
の
う
ち
そ
の
年
度

に
付
与
さ
れ
た
も
の
に
、
任
用
期
間
に
応
じ
、
別
表
第
三
に
定
め
る
日
数

を
加
え
た
日
数 

 

（
削
除
） 

 

３ 

当
該
任
用
期
間
の
属
す
る
年
度
の
翌
年
度
に
お
い
て
、
職
員
が
引
き
続
き

任
用
さ
れ
た
と
き
は
、
前
二
項
に
規
定
す
る
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
の
う
ち
、

そ
の
年
度
に
使
用
し
な
か
っ
た
日
数
が
あ
る
場
合
は
、
二
十
日
を
限
度
に
翌

年
度
に
限
り
こ
れ
を
繰
り
越
す
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
そ
の
年
度
に
お

け
る
勤
務
実
績
が
八
割
に
満
た
な
い
職
員
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
二
暦
日
に
わ
た
り
継
続
す
る
正
規
の
勤
務
時
間
を
割

り
振
ら
れ
た
と
き
の
そ
の
終
期
の
属
す
る
日
（
他
の
正
規
の
勤
務
時
間
が
割

り
振
ら
れ
た
日
を
除
く
。）
は
、
一
の
年
度
に
お
け
る
総
日
数
及
び
勤
務
し
た

日
数
か
ら
除
く
。 

（
臨
時
的
任
用
職
員
の
年
次
有
給
休
暇
の
繰
越
し
） 

第
十
四
条
の
二 

東
京
都
の
臨
時
的
任
用
の
職
に
あ
っ
た
者
が
当
該
任
用
の
期

間
の
属
す
る
年
度
の
翌
年
度
に
お
い
て
引
き
続
き
臨
時
的
任
用
職
員
と
し
て

新
た
に
任
用
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
任
用
の
日
の
前
日
に
使
用
す
る

こ
と
が
で
き
る
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
の
う
ち
同
日
の
属
す
る
年
度
に
付
与

さ
れ
た
も
の
が
あ
る
と
き
は
、
二
十
日
を
限
度
と
し
て
翌
年
度
に
限
り
こ
れ

を
繰
り
越
す
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
前
年
度
に
お
け
る
勤
務
実
績
（
そ

の
年
度
に
新
た
に
臨
時
的
任
用
職
員
と
な
っ
た
日
以
後
の
期
間
に
お
い
て
割

り
振
ら
れ
た
勤
務
日
の
総
数
に
対
す
る
勤
務
し
た
日
数
の
割
合
を
い
う
。
以

下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
八
割
に
満
た
な
い
者
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限

（
新
設
） 

　44　

http://kyoiku.tokyo.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView


  

 

り
で
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
二
暦
日
に
わ
た
り
継
続
す
る
勤
務
時
間

を
割
り
振
ら
れ
た
と
き
の
そ
の
終
期
の
属
す
る
日
（
他
の
勤
務
時
間
が
割
り

振
ら
れ
た
日
を
除
く
。）
は
、
当
該
年
度
に
お
い
て
割
り
振
ら
れ
た
勤
務
日
の

総
数
及
び
勤
務
し
た
日
か
ら
除
く
も
の
と
す
る
。 

２ 
勤
務
実
績
を
算
定
す
る
場
合
に
お
い
て
、
次
に
掲
げ
る
期
間
は
、
勤
務
し

た
日
数
と
み
な
す
。 

 

一 

超
勤
代
休
時
間
が
承
認
さ
れ
た
勤
務
日
等
（
日
を
単
位
と
す
る
場
合
を

除
く
。
）
、
休
日
及
び
代
休
日 

 

二 

条
例
第
十
五
条
、
第
十
六
条
（
日
を
単
位
と
す
る
場
合
を
除
く
。）、
第

十
七
条
及
び
第
十
八
条
の
規
定
に
よ
る
休
暇
に
よ
り
勤
務
し
な
か
っ
た

期
間 

 

三 

公
務
上
の
傷
病
又
は
通
勤
に
よ
る
傷
病
に
よ
り
勤
務
し
な
か
っ
た
期
間 

 

四 

職
員
の
職
務
に
専
念
す
る
義
務
の
特
例
に
関
す
る
条
例
第
二
条
の
規
定

に
よ
り
職
務
に
専
念
す
る
義
務
を
免
除
さ
れ
て
勤
務
し
な
か
っ
た
期
間 

 

五 

学
校
職
員
の
給
与
の
減
額
を
免
除
す
る
こ
と
の
で
き
る
場
合
の
基
準
に

関
す
る
規
則
別
表
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
の
事
由
に
該
当
す
る
場
合
で

勤
務
で
き
な
か
っ
た
期
間 

（
新
設
） 

第
十
五
条
か
ら
第
二
十
九
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
十
五
条
か
ら
第
二
十
九
条
ま
で 

（
略
） 

（
特
別
休
暇
等
の
特
例
） 

（
再
任
用
職
員
等
に
関
す
る
特
別
休
暇
等
の
特
例
） 

第
二
十
九
条
の
二 

東
京
都
の
い
ず
れ
か
の
職
を
退
職
し
た
者
が
引
き
続
き
職

員
（
臨
時
的
任
用
職
員
を
除
く
。）
に
採
用
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
採

用
さ
れ
た
年
に
お
け
る
条
例
第
十
六
条
か
ら
第
十
八
条
の
二
ま
で
の
規
定
の

適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
退
職
以
前
の
勤
務
と
当
該
採
用
以
後
の
勤
務
と
が

継
続
す
る
も
の
と
み
な
す
。
任
期
の
更
新
を
し
た
と
き
も
同
様
と
す
る
。
た

だ
し
、
東
京
都
の
常
勤
の
職
を
退
職
し
た
者
が
引
き
続
き
再
任
用
職
員
又
は

任
期
付
職
員
等
に
採
用
さ
れ
た
場
合
に
お
け
る
条
例
第
十
七
条
第
一
項
の
規

定
（
長
期
勤
続
休
暇
に
限
る
。）
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

第
二
十
九
条
の
二 

退
職
後
引
き
続
き
再
任
用
職
員
又
は
任
期
付
職
員
に
採
用

さ
れ
た
者
に
係
る
当
該
採
用
さ
れ
た
年
度
に
お
け
る
条
例
第
十
六
条
か
ら
第

十
八
条
ま
で
の
規
定
（
条
例
第
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
長
期
勤
続
休
暇

を
除
く
。
）
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
退
職
以
前
の
勤
務
と
当
該
採
用
以
後

の
勤
務
と
が
継
続
す
る
も
の
と
み
な
す
。
任
期
の
更
新
を
し
た
と
き
も
同
様

と
す
る
。 

２ 

東
京
都
の
い
ず
れ
か
の
職
を
退
職
し
た
者
が
引
き
続
き
臨
時
的
任
用
職
員

に
任
用
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
任
用
さ
れ
た
年
度
に
お
け
る
条
例
第

（
新
設
） 

　45　

http://kyoiku.tokyo.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://kyoiku.tokyo.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://kyoiku.tokyo.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://kyoiku.tokyo.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView


  

 

十
六
条
か
ら
第
十
八
条
の
二
ま
で
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
退
職

以
前
の
勤
務
と
当
該
任
用
以
後
の
勤
務
と
が
継
続
す
る
も
の
と
み
な
す
。
地

方
公
務
員
法
第
二
十
二
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
臨
時
的
任
用
の
更
新

を
し
た
と
き
も
同
様
と
す
る
。 

第
二
十
九
条
の
三 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
二
十
九
条
の
三 

（
略
） 

（
臨
時
的
任
用
職
員
に
関
す
る
読
替
え
） 

（
新
設
） 

第
二
十
九
条
の
四 

臨
時
的
任
用
職
員
に
つ
い
て
の
第
二
十
三
条
の
三
第
二

項
、
第
二
十
七
条
の
三
第
二
項
及
び
第
二
十
七
条
の
四
第
二
項
の
規
定
の
適

用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
中
「
一
の
年
」
と
あ
る
の
は
「
一
の
年
度
」

と
す
る
。 

 

第
三
十
条 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
区
市
町
村
の
職
員
に
関
す
る
読
替
え
） 

第
三
十
一
条 

区
市
町
村
の
職
員
に
つ
い
て
は
、
第
四
条
第
五
項
か
ら
第
七
項 

ま
で
、
第
六
条
第
四
項
、
第
七
条
第
一
項
か
ら
第
五
項
ま
で
、
第
七
条
の
二

第
三
項
、
第
四
項
及
び
第
七
項
並
び
に
同
条
第
九
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同

条
第
三
項
、
第
四
項
及
び
第
七
項
、
第
七
条
の
二
の
二
第
二
項
、
第
三
項
及

び
第
六
項
並
び
に
同
条
第
九
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
二
項
、
第
三
項

及
び
第
六
項
、
第
七
条
の
三
第
三
項
、
第
四
項
及
び
第
七
項
並
び
に
同
条
第

九
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
三
項
、
第
四
項
及
び
第
七
項
、
第
七
条
の

四
第
二
項
、
第
八
条
第
一
項
及
び
第
二
項
、
第
十
一
条
第
三
項
、
第
十
七
条

第
二
項
及
び
第
三
項
、
第
十
八
条
第
二
項
、
第
二
十
二
条
第
二
項
及
び
第
六

項
、
第
二
十
四
条
第
二
項
、
第
二
十
五
条
第
二
項
第
二
号
、
第
二
十
八
条
第

四
項
、
第
五
項
及
び
第
七
項
、
第
二
十
八
条
の
二
第
四
項
、
第
五
項
及
び
第

七
項
並
び
に
第
三
十
条
第
二
項
中
「
教
育
委
員
会
」
と
あ
る
の
は
「
区
市
町

村
教
育
委
員
会
」
と
、
第
十
三
条
第
四
項
第
七
号
中
「
職
員
の
職
務
に
専
念

す
る
義
務
の
特
例
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
二
十
六
年
東
京
都
条
例
第
十
六
号
）

第
二
条
」
と
あ
る
の
は
「
職
員
の
職
務
に
専
念
す
る
義
務
の
特
例
に
関
し
当

該
区
市
町
村
が
定
め
た
条
例
」
と
、
第
十
四
条
の
二
第
二
項
第
四
号
中
「
職

員
の
職
務
に
専
念
す
る
義
務
の
特
例
に
関
す
る
条
例
第
二
条
」
と
あ
る
の
は

第
三
十
条 

（
略
） 

（
区
市
町
村
の
職
員
に
関
す
る
読
替
え
） 

第
三
十
一
条 

区
市
町
村
の
職
員
に
つ
い
て
は
、
第
四
条
第
五
項
か
ら
第
七
項 

ま
で
、
第
六
条
第
四
項
、
第
七
条
第
一
項
か
ら
第
五
項
ま
で
、
第
七
条
の
二

第
三
項
、
第
四
項
及
び
第
七
項
並
び
に
同
条
第
九
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同

条
第
三
項
、
第
四
項
及
び
第
七
項
、
第
七
条
の
二
の
二
第
二
項
、
第
三
項
及

び
第
六
項
並
び
に
同
条
第
九
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
二
項
、
第
三
項

及
び
第
六
項
、
第
七
条
の
三
第
三
項
、
第
四
項
及
び
第
七
項
並
び
に
同
条
第

九
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
三
項
、
第
四
項
及
び
第
七
項
、
第
七
条
の

四
第
二
項
、
第
八
条
第
一
項
及
び
第
二
項
、
第
十
一
条
第
三
項
、
第
十
七
条

第
二
項
及
び
第
三
項
、
第
十
八
条
第
二
項
、
第
二
十
二
条
第
二
項
及
び
第
六

項
、
第
二
十
四
条
第
二
項
、
第
二
十
五
条
第
二
項
第
二
号
、
第
二
十
八
条
第

四
項
、
第
五
項
及
び
第
七
項
、
第
二
十
八
条
の
二
第
四
項
、
第
五
項
及
び
第

七
項
並
び
に
第
三
十
条
第
二
項
中
「
教
育
委
員
会
」
と
あ
る
の
は
「
区
市
町

村
教
育
委
員
会
」
と
、
第
十
三
条
第
四
項
第
六
号
の
規
定
中
「
職
員
の
職
務

に
専
念
す
る
義
務
の
特
例
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
二
十
六
年
東
京
都
条
例
第

十
六
号
）
第
二
条
」
と
あ
る
の
は
「
職
員
の
職
務
に
専
念
す
る
義
務
の
特
例

に
関
し
当
該
区
市
町
村
が
定
め
た
条
例
」
と
読
み
替
え
て
適
用
す
る
。 
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「
職
員
の
職
務
に
専
念
す
る
義
務
の
特
例
に
関
し
当
該
区
市
町
村
が
定
め
た

条
例
」
と
読
み
替
え
て
適
用
す
る
。 

第
三
十
二
条 

（
現
行
の
と
お
り
） 

  

第
三
十
二
条 

（
略
） 

 

別
表
第
一
か
ら
別
表
第
二
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

 

別
表
第
一
か
ら
別
表
第
二
ま
で 

（
略
） 

別
表
第
三
（
第
十
四
条
関
係
） 

任 
 

用 
 

期 
 

間 

付
与
日
数 

十
一
月
を
超
え
一
年
以
内
の
期
間 

二
十
日 

十
月
を
超
え
十
一
月
以
内
の
期
間 

十
八
日 

九
月
を
超
え
十
月
以
内
の
期
間 

十
七
日 

八
月
を
超
え
九
月
以
内
の
期
間 

十
五
日 

七
月
を
超
え
八
月
以
内
の
期
間 

十
三
日 

六
月
を
超
え
七
月
以
内
の
期
間 

十
二
日 

五
月
を
超
え
六
月
以
内
の
期
間 

十
日 

四
月
を
超
え
五
月
以
内
の
期
間 

八
日 

三
月
を
超
え
四
月
以
内
の
期
間 
七
日 

二
月
を
超
え
三
月
以
内
の
期
間 
五
日 

一
月
を
超
え
二
月
以
内
の
期
間 

三
日 

一
月
以
内
の
期
間 

二
日 

 

別
表
第
三
（
第
十
四
条
関
係
） 

任
用
期

間 

一

月

以

上

二

月

未
満 

二

月

以

上

三

月

未
満 

三

月

以

上

四

月

未
満 

四

月

以

上

五

月

未
満 

五

月

以

上

六

月

未
満 

六

月

以

上

七

月

未
満 

七

月

以

上

八

月

未
満 

八

月

以

上

九

月

未
満 

九

月

以

上

十

月

未
満 

十

月

以

上

十

一

月

未

満 

十

一

月

以

上

十

二

月

未
満 

日
数 

二
日 

三
日 

五
日 

七
日 

八
日 

十
日 

十

二

日 

十

三

日 

十

五

日 

十

七

日 

十

八

日 

  

別
表
第
四 

（
現
行
の
と
お
り
） 

別
表
第
四 

（
略
） 

別
記
第
一
号
様
式
か
ら
第
六
号
様
式
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

別
記
第
一
号
様
式
か
ら
第
六
号
様
式
ま
で 

（
略
） 
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会
計
年
度
任
用
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
暇
等
に
関
す
る
規
則
（
平
成
二
十
七
年
東
京
都
規
則
第
四
号
）
新
旧
対
照
表
（
抄
）

改

正

案

現

行

第
一
条
か
ら
第
二
十
六
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
一
条
か
ら
第
二
十
六
条
ま
で 

（
略
） 

（
介
護
休
暇
を
承
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
職
員
） 

（
介
護
休
暇
を
承
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
職
員
） 

第
二
十
七
条 
（
現
行
の
と
お
り
）

第
二
十
七
条 

（
略
） 

（
削
除
） 

一

（
現
行
の
と
お
り
） 

二

（
現
行
の
と
お
り
） 

一

在
職
期
間
が
一
年
以
上
で
あ
る
職
員

二

（
略
） 

三

（
略
） 

第
二
十
八
条 

（
現
行
の
と
お
り
）

第
二
十
八
条

（
略
）

（
介
護
時
間
を
承
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
職
員
） 

（
介
護
時
間
を
承
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
職
員
） 

第
二
十
九
条 

（
現
行
の
と
お
り
）

第
二
十
九
条

（
略
）

（
削
除
） 

一

（
現
行
の
と
お
り
） 

二

（
現
行
の
と
お
り
） 

一

在
職
期
間
が
一
年
以
上
で
あ
る
職
員

二

（
略
） 

三

（
略
） 

第
三
十
条
か
ら
第
三
十
三
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
）

第
三
十
条
か
ら
第
三
十
三
条
ま
で

（
略
） 

別
表
第
一
か
ら
別
表
第
四
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

別
表
第
一
か
ら
別
表
第
四
ま
で 

（
略
）
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東
京
都
教
育
委
員
会
会
計
年
度
任
用
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
暇
等
に
関
す
る
規
則
（
平
成
二
十
七
年
東
京
都
教
育
委
員
会
規
則
第
八
号
）
新
旧
対
照
表
（
抄
）

改

正

案

現

行

第
一
条
か
ら
第
二
十
六
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
一
条
か
ら
第
二
十
六
条
ま
で 

（
略
） 

（
介
護
休
暇
を
承
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
職
員
） 

（
介
護
休
暇
を
承
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
職
員
） 

第
二
十
七
条 
（
現
行
の
と
お
り
）

第
二
十
七
条 

（
略
） 

（
削
除
） 

一
及
び
二 

（
現
行
の
と
お
り
）

一

在
職
期
間
が
一
年
以
上
で
あ
る
職
員

二
及
び
三 

（
略
） 

第
二
十
八
条 

（
現
行
の
と
お
り
）

第
二
十
八
条

（
略
）

（
介
護
時
間
を
承
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
職
員
） 

（
介
護
時
間
を
承
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
職
員
） 

第
二
十
九
条 

（
現
行
の
と
お
り
）

第
二
十
九
条 

（
略
） 

（
削
除
） 

一
及
び
二 

（
現
行
の
と
お
り
）

一

在
職
期
間
が
一
年
以
上
で
あ
る
職
員

二
及
び
三 

（
略
） 

第
三
十
条
か
ら
第
三
十
三
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
）

第
三
十
条
か
ら
第
三
十
三
条
ま
で

（
略
） 

別
表
第
一
か
ら
別
表
第
四
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

別
表
第
一
か
ら
別
表
第
四
ま
で 

（
略
）
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都
立
学
校
等
に
勤
務
す
る
時
間
講
師
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
四
十
九
年
東
京
都
教
育
委
員
会
規
則
第
二
十
四
号
）
新
旧
対
照
表
（
抄
） 

改

正

案

現

行

第
一
条
か
ら
第
十
八
条
の
二
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
介
護
休
暇
） 

第
十
八
条
の
三 
（
現
行
の
と
お
り
） 

２

（
現
行
の
と
お
り
） 

３

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
削
除
） 

一

（
現
行
の
と
お
り
） 

二

（
現
行
の
と
お
り
） 

４ 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
介
護
時
間
） 

第
十
九
条 

（
現
行
の
と
お
り
） 

２

（
現
行
の
と
お
り
） 

３

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
削
除
） 

一

（
現
行
の
と
お
り
） 

二 

（
現
行
の
と
お
り
） 

４

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
二
十
条
か
ら
第
三
十
四
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

別
表
第
一
か
ら
別
表
第
三
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
一
条
か
ら
第
十
八
条
の
二
ま
で 

（
略
） 

（
介
護
休
暇
） 

第
十
八
条
の
三 

（
略
） 

２

（
略
） 

３

（
略
） 

一

第
十
八
条
在
職
期
間
が
一
年
以
上
で
あ
る
時
間
講
師 

二

（
略
） 

三

（
略
） 

４ 

（
略
） 

（
介
護
時
間
） 

第
十
九
条 

（
略
） 

２

（
略
） 

３

（
略
） 

一

第
十
八
条
在
職
期
間
が
一
年
以
上
で
あ
る
時
間
講
師 

二

（
略
） 

三

（
略
） 

４ 

（
略
） 

第
二
十
条
か
ら
第
三
十
四
条
ま
で 

（
略
） 

別
表
第
一
か
ら
別
表
第
三
ま
で 

（
略
） 

　50　



東
京
都
議
会
議
会
局
会
計
年
度
任
用
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
暇
等
に
関
す
る
規
程
（
平
成
二
十
七
年
東
京
都
議
会
議
長
訓
令
第
五
号
）
新
旧
対
照
表
（
抄
） 

改
正
案 

現

行

第
一
条
か
ら
第
二
十
五
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
一
条
か
ら
第
二
十
五
条
ま
で 

（
略
） 

（
介
護
休
暇
を
承
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
職
員
） 

（
介
護
休
暇
を
承
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
職
員
） 

第
二
十
六
条 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
二
十
六
条 

（
略
） 

（
削
除
） 

一

在
職
期
間
が
一
年
以
上
で
あ
る
職
員 

一

（
現
行
の
と
お
り
） 

二

（
略
） 

二 

（
現
行
の
と
お
り
） 

三

（
略
） 

第
二
十
七
条 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
二
十
七
条 

（
略
） 

（
介
護
時
間
を
承
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
職
員
） 

（
介
護
時
間
を
承
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
職
員
） 

第
二
十
八
条 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
二
十
八
条 

（
略
） 

（
削
除
） 

一

在
職
期
間
が
一
年
以
上
で
あ
る
職
員 

一

（
現
行
の
と
お
り
） 

二

（
略
） 

二

（
現
行
の
と
お
り
） 

三

（
略
） 

第
二
十
九
条
か
ら
第
三
十
二
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
二
十
九
条
か
ら
第
三
十
二
条
ま
で 

（
略
） 

別
表
第
一
か
ら
別
表
第
四
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

別
表
第
一
か
ら
別
表
第
四
ま
で 

（
略
） 

　51　



警視庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程（平成２７年３月３０日訓令甲第１７号）新旧対照表 

改 正 案 現   行 

第１条から第２４条まで   （現行のとおり） 

第２５条 所属長は、会計年度任用職員が次の各号のいずれ

にも該当する場合に介護休暇を承認するものとする。 

  （削除）  

(1)  介護休暇開始予定日から起算して９３日を経過す 

る日から６月を経過する日までの間に、その任期が満

了し、かつ、警視庁のいずれかの職に引き続き任用さ

れないことが明らかでない会計年度任用職員  

(2)  1週間の所定の勤務日数が３日以上、１月の所定の

勤務日数が１１日以上又は１年間の所定の勤務日数

が１２１日以上である会計年度任用職員  

第２６条     （現行のとおり）               

第２７条 所属長は、会計年度任用職員が次の各号のいずれ

にも該当する場合に介護時間を承認するものとする。 

  （削除）  

(1) １週間の所定の勤務日数が３日以上、１月の所定の

勤務日数が１１日以上又は１年間の所定の勤務日数

が１２１日以上である会計年度任用職員  

(2) １日につき定められた勤務時間が６時間１５分以上

である勤務日がある会計年度任用職員  

第２８条から第３１条まで （現行のとおり） 

別表第１から別表第４まで  （現行のとおり）  

第１条から第２４条まで   （略） 

第２５条 所属長は、会計年度任用職員が次の各号のいずれ

にも該当する場合に介護休暇を承認するものとする。 

  (1)  在職期間が 1年以上である会計年度任用職員  

(2)  介護休暇開始予定日から起算して９３日を経過す 

る日から６月を経過する日までの間に、その任期が満

了し、かつ、警視庁のいずれかの職に引き続き任用さ

れないことが明らかでない会計年度任用職員  

  (3)  1週間の所定の勤務日数が３日以上、１月の所定の

勤務日数が１１日以上又は１年間の所定の勤務日数

が１２１日以上である会計年度任用職員  

第２６条     （略）               

第２７条 所属長は、会計年度任用職員が次の各号のいずれ

にも該当する場合に介護時間を承認するものとする。          

(1)  在職期間が１年以上である会計年度任用職員  

  (2)  １週間の所定の勤務日数が３日以上、１月の所定の

勤務日数が１１日以上又は１年間の所定の勤務日数

が１２１日以上である会計年度任用職員  

  (3) １日につき定められた勤務時間が６時間１５分以上

である勤務日がある会計年度任用職員  

第２８条から第３１条まで （略） 

別表第１から別表第４まで  （略）  
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東京消防庁訓令第 号 

庁 中 一 般 

消 防 署 

東京消防庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程（平成２７年３月東京消防庁訓令第１６号）の一部を次のように改正する。 

令和４年３月  日 

東京消防庁 

消防総監 清水 洋文 

次の表により、改正前欄及び改正後欄に対応して掲げるその標記部分に二重下線を付した規定（以下「対象規定」という。）で、その標記部分が異

なるものは改正前欄に掲げる対象規定を改正後欄に掲げる対象規定として移動し、改正前欄に掲げる対象規定で改正後欄にこれに対応するものを掲げ

ていないものは、これを削る。

改正後 改正前 

（介護休暇を承認することができる職員） 

第２６条 ［略］ 

［削る］ 

⑴・⑵ ［略］

（介護時間を承認することができる職員） 

第２８条 ［略］ 

［削る］ 

⑴・⑵ ［略］

（介護休暇を承認することができる職員） 

第２６条 ［同左］ 

⑴ 在職期間が１年以上である職員

⑵・⑶ ［同左］

（介護時間を承認することができる職員） 

第２８条 ［同左］ 

⑴ 在職期間が１年以上である職員

⑵・⑶ ［同左］

 附 則 

１ この訓令は、令和４年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

　53　



２ この訓令による改正後の東京消防庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程（以下「改正後の規程」という。）第２６条に規定する

職員による介護休暇及び改正後の規程第２８条に規定する職員による介護時間に係る申請等は、この訓令の施行の日前においても行うことができ

る。 
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東
京
都
公
立
学
校
会
計
年
度
任
用
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
暇
等
に
関
す
る
規
則
（
平
成
二
十
七
年
東
京
都
教
育
委
員
会
規
則
第
九
号
）
新
旧
対
照
表
（
抄
）

改

正

案

現

行

第
一
条
か
ら
第
二
十
六
条
ま
で

（
現
行
の
と
お
り
）

第
一
条
か
ら
第
二
十
六
条
ま
で

（
略
）

（
介
護
休
暇
を
承
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
職
員
）

（
介
護
休
暇
を
承
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
職
員
）

第
二
十
七
条

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
二
十
七
条

（
略
）

（
削
除
）

一
及
び
二

（
現
行
の
と
お
り
）

一

在
職
期
間
が
一
年
以
上
で
あ
る
職
員

二
及
び
三

（
略
）

第
二
十
八
条

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
二
十
八
条

（
略
）

（
介
護
時
間
を
承
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
職
員
）

（
介
護
時
間
を
承
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
職
員
）

第
二
十
九
条

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
二
十
九
条

（
略
）

（
削
除
）

一
及
び
二

（
現
行
の
と
お
り
）

一

在
職
期
間
が
一
年
以
上
で
あ
る
職
員

二
及
び
三

（
略
）

第
三
十
条
か
ら
第
三
十
三
条
ま
で

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
三
十
条
か
ら
第
三
十
三
条
ま
で

（
略
）

別
表
第
一
か
ら
別
表
第
四
ま
で

（
現
行
の
と
お
り
）

別
表
第
一
か
ら
別
表
第
四
ま
で

（
略
）
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東
京
都
公
立
学
校
会
計
年
度
任
用
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
暇
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
（
令
和
三
年
東
京
都
教
育
委
員
会
規
則
第
三
十
九
号
）
新
旧
対

照
表
（
抄
）

改

正

案

現

行

第
十
二
条
第
三
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
十
二
条
第
三
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

３

前
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
す
る

職
員
の
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
数
と
す
る
。

３

前
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
す
る

職
員
の
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
数
と
す
る
。

一

同
一
会
計
年
度
内
に
お
い
て
、
東
京
都
の
会
計
年
度
任
用
の
職
に
在
職

す
る
者
が
在
職
す
る
期
間
満
了
後
引
き
続
き
職
員
と
し
て
新
た
に
任
用
さ

れ
る
場
合
（
東
京
都
公
立
学
校
会
計
年
度
任
用
職
員
の
任
用
等
に
関
す
る

規
則
（
平
成
二
十
七
年
東
京
都
教
育
委
員
会
規
則
第
五
号
）
第
五
条
第
二

項
に
規
定
す
る
任
期
の
更
新
を
し
た
と
き
を
含
む
。） 

当
該
任
用
以
前
の

勤
務
と
当
該
任
用
以
後
の
勤
務
と
が
継
続
す
る
も
の
と
み
な
し
た
場
合
に

当
該
任
用
の
日
以
後
に
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
日
数
か
ら
、
当
該
年
度

内
で
使
用
し
た
日
数
を
差
し
引
い
た
日
数

一

同
一
会
計
年
度
内
に
お
い
て
、
東
京
都
の
会
計
年
度
任
用
の
職
に
在
職

す
る
者
が
在
職
す
る
期
間
満
了
後
引
き
続
き
職
員
と
し
て
新
た
に
任
用
さ

れ
る
場
合
（
東
京
都
公
立
学
校
会
計
年
度
任
用
職
員
の
任
用
等
に
関
す
る

規
則
（
平
成
二
十
七
年
東
京
都
教
育
委
員
会
規
則
第
五
号
）
第
五
条
第
二

項
に
規
定
す
る
任
期
の
更
新
を
し
た
と
き
を
含
む
。） 

当
該
任
用
以
前
の

勤
務
と
当
該
任
用
以
後
の
勤
務
と
が
継
続
す
る
も
の
と
み
な
し
た
場
合
に

当
該
任
用
の
日
以
後
に
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
日
数
か
ら
、
当
該
年
度

内
で
使
用
し
た
日
数
を
差
し
引
い
た
日
数

二

東
京
都
の
い
ず
れ
か
の
職
（
会
計
年
度
任
用
の
職
及
び
臨
時
的
任
用
の

職
を
除
く
。）
に
あ
っ
た
者
が
引
き
続
き
職
員
と
し
て
新
た
に
任
用
さ
れ
る

場
合
又
は
東
京
都
の
会
計
年
度
任
用
の
職
に
在
職
す
る
者
が
在
職
す
る
期

間
の
中
途
に
お
い
て
退
職
後
引
き
続
き
職
員
と
し
て
新
た
に
任
用
さ
れ
る

場
合

新
た
に
職
員
に
任
用
さ
れ
た
日
（
以
下
「
任
用
日
」
と
い
う
。）
前

一
年
の
期
間
内
に
付
与
さ
れ
て
い
た
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
に
当
該
年
次

有
給
休
暇
の
付
与
日
（
以
下
「
前
付
与
日
」
と
い
う
。）
か
ら
任
用
日
の
前

日
ま
で
の
月
数
を
十
二
で
除
し
て
得
た
数
を
乗
じ
た
日
数
（
一
日
未
満
の

端
数
が
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
日
単
位
に
切
り
上
げ
た
日
数
）
に
、
前
付

与
日
前
一
年
の
期
間
内
に
付
与
さ
れ
て
い
た
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
の
う

二

東
京
都
の
い
ず
れ
か
の
職
（
会
計
年
度
任
用
の
職
を
除
く
。）
に
あ
っ
た

者
が
引
き
続
き
職
員
と
し
て
新
た
に
任
用
さ
れ
る
場
合
又
は
東
京
都
の
会

計
年
度
任
用
の
職
に
在
職
す
る
者
が
在
職
す
る
期
間
の
中
途
に
お
い
て
退

職
後
引
き
続
き
職
員
と
し
て
新
た
に
任
用
さ
れ
る
場
合 

新
た
に
職
員
に

任
用
さ
れ
た
日
（
以
下
「
任
用
日
」
と
い
う
。）
前
一
年
の
期
間
内
に
付
与

さ
れ
て
い
た
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
に
当
該
年
次
有
給
休
暇
の
付
与
日

（
以
下
「
前
付
与
日
」
と
い
う
。）
か
ら
任
用
日
の
前
日
ま
で
の
月
数
を
十

二
で
除
し
て
得
た
数
を
乗
じ
た
日
数
（
一
日
未
満
の
端
数
が
あ
る
と
き
は
、

こ
れ
を
日
単
位
に
切
り
上
げ
た
日
数
）
に
、
前
付
与
日
前
一
年
の
期
間
内

に
付
与
さ
れ
て
い
た
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
の
う
ち
使
用
し
な
か
っ
た
日

（
現
行
の
と
お
り
）

（
略
）
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ち
使
用
し
な
か
っ
た
日
数
並
び
に
所
定
の
勤
務
日
数
、
在
職
期
間
及
び
任

用
日
の
属
す
る
在
職
す
る
期
間
に
応
じ
、
別
表
第
三
に
定
め
る
日
数
を
加

え
た
日
数
（
前
付
与
日
前
一
年
の
期
間
内
に
付
与
さ
れ
て
い
た
年
次
有
給

休
暇
の
付
与
日
が
任
用
日
前
二
年
以
前
の
日
で
あ
る
場
合
は
、
前
付
与
日

前
一
年
の
期
間
内
に
付
与
さ
れ
て
い
た
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
の
う
ち
使

用
し
な
か
っ
た
日
数
を
差
し
引
い
た
も
の
）
か
ら
、
前
付
与
日
か
ら
任
用

日
の
前
日
ま
で
に
使
用
し
た
日
数
を
差
し
引
い
た
日
数

数
並
び
に
所
定
の
勤
務
日
数
、
在
職
期
間
及
び
任
用
日
の
属
す
る
在
職
す

る
期
間
に
応
じ
、
別
表
第
三
に
定
め
る
日
数
を
加
え
た
日
数
（
前
付
与
日

前
一
年
の
期
間
内
に
付
与
さ
れ
て
い
た
年
次
有
給
休
暇
の
付
与
日
が
任
用

日
前
二
年
以
前
の
日
で
あ
る
場
合
は
、
前
付
与
日
前
一
年
の
期
間
内
に
付

与
さ
れ
て
い
た
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
の
う
ち
使
用
し
な
か
っ
た
日
数
を

差
し
引
い
た
も
の
）
か
ら
、
前
付
与
日
か
ら
任
用
日
の
前
日
ま
で
に
使
用

し
た
日
数
を
差
し
引
い
た
日
数

三

東
京
都
の
会
計
年
度
任
用
の
職
に
あ
っ
た
者
が
当
該
任
用
の
期
間
の
属

す
る
年
度
の
翌
年
度
に
お
い
て
引
き
続
き
職
員
と
し
て
新
た
に
任
用
さ
れ

る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
任
用
さ
れ
た
年
度
に
お
い
て
引
き
続
き
在
職
す

る
期
間
が
十
二
月
に
満
た
な
い
場
合

所
定
の
勤
務
日
数
、
在
職
期
間
及

び
任
用
の
日
の
属
す
る
在
職
す
る
期
間
に
応
じ
、
別
表
第
三
に
定
め
る
日

数

三

東
京
都
の
会
計
年
度
任
用
の
職
に
あ
っ
た
者
が
当
該
任
用
の
期
間
の
属

す
る
年
度
の
翌
年
度
に
お
い
て
引
き
続
き
職
員
と
し
て
新
た
に
任
用
さ
れ

る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
任
用
さ
れ
た
年
度
に
お
い
て
引
き
続
き
在
職
す

る
期
間
が
十
二
月
に
満
た
な
い
場
合

所
定
の
勤
務
日
数
、
在
職
期
間
及

び
任
用
の
日
の
属
す
る
在
職
す
る
期
間
に
応
じ
、
別
表
第
三
に
定
め
る
日

数

四

東
京
都
の
臨
時
的
任
用
の
職
に
在
職
す
る
者
が
当
該
任
用
の
期
間
満
了

後
引
き
続
き
職
員
と
し
て
新
た
に
任
用
さ
れ
る
場
合 

当
該
任
用
の
日
の

前
日
に
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
日
数
の
う
ち
同
日
の
属
す
る
年
度
に
付

与
さ
れ
た
も
の
に
、
所
定
の
勤
務
日
数
、
在
職
期
間
及
び
任
用
の
日
の
属

す
る
在
職
す
る
期
間
に
応
じ
、
別
表
第
三
に
定
め
る
日
数
を
加
え
た
日
数

（
新
設
）

第
十
四
条
第
一
項
中
「
か
ら
引
き
続
き
職
員
に
」
を
「
に
あ
っ
た
者
が
当
該

任
用
の
期
間
の
属
す
る
年
度
の
翌
年
度
に
お
い
て
引
き
続
き
職
員
と
し
て
新
た

に
」
に
、
「
当
該
年
度
に
付
与
さ
れ
た
」
を
「
当
該
任
用
の
日
の
前
日
に
使
用
す

る
こ
と
が
で
き
る
」
に
、
「
、
使
用
し
な
か
っ
た
日
数
」
を
「
同
日
の
属
す
る
年

度
に
付
与
さ
れ
た
も
の
」
に
、「
第
十
二
条
第
三
項
」
を
「
第
十
二
条
第
三
項
第

二
号
及
び
第
四
号
」
に
改
め
る
。

第
十
四
条
第
一
項
中
「
か
ら
引
き
続
き
職
員
に
」
を
「
に
あ
っ
た
者
が
当
該

任
用
の
期
間
の
属
す
る
年
度
の
翌
年
度
に
お
い
て
引
き
続
き
職
員
と
し
て
新
た

に
」
に
、「
当
該
年
度
に
付
与
さ
れ
た
」
を
「
当
該
任
用
の
日
の
前
日
に
使
用
す

る
こ
と
が
で
き
る
」
に
、「
、
使
用
し
な
か
っ
た
日
数
」
を
「
同
日
の
属
す
る
年

度
に
付
与
さ
れ
た
も
の
」
に
、「
第
十
二
条
第
三
項
」
を
「
第
十
二
条
第
三
項
第

二
号
」
に
改
め
る
。

（
現
行
の
と
お
り
）

（
略
）
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附

則

附

則

１
及
び
２

（
現
行
の
と
お
り
）

１
及
び
２

（
略
）
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会
計
年
度
任
用
職
員
の
任
用
等
に
関
す
る
規
則
（
平
成
二
十
七
年
東
京
都
規
則
第
七
号
）

新
旧
対
照
表
（
抄
）

改

正

案

現

行

第
一
条

（
現
行
の
と
お
り
）

（
定
義
）

第
二
条

（
現
行
の
と
お
り
）

一

（
現
行
の
と
お
り
）

二

局
長

東
京
都
組
織
規
程
（
昭
和
二
十
七
年
東
京
都
規
則
第
百
六

十
四
号
）
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
局
長
、
同
条
第
三
項
に
規
定

す
る
室
長
並
び
に
住
宅
政
策
本
部
長
、
中
央
卸
売
市
場
長
、
収
用
委

員
会
事
務
局
長
及
び
労
働
委
員
会
事
務
局
長
を
い
う
。

第
三
条
か
ら
第
六
条
ま
で

（
現
行
の
と
お
り
）

第
一
条

（
略
）

（
定
義
）

第
二
条

（
略
）

一

（
略
）

二

局

長

東

京

都

組

織

規

程

（

昭

和

二

十

七

年

東

京

都

規

則

第

百

六

十

四

号

）

第

九

条

第

一

項

に

規

定

す

る

局

長

並

び

に

都

民

安

全

推

進

本

部

長

、

住

宅

政

策

本

部

長

、

病

院

経

営

本

部

長

、

中

央

卸

売

市

場

長

、

収

用

委

員

会

事

務

局

長

及

び

労

働

委

員

会

事

務

局

長

を
い
う
。

第
三
条
か
ら
第
六
条
ま
で

（
略
）

別
表
（
第
四
条
関
係
）

事
由

欠
勤
等
の
日
数
及
び
回
数

換
算
後
の
欠
勤
等
の
日
数

休
職
及
び
傷

病
欠
勤

（
現
行
の
と
お
り
）

（
現
行
の
と
お
り
）

（
削
除
）

（
削
除
）

（
削
除
）

（
削
除
）

（
削
除
）

（
削
除
）

私
事
欠
勤
か

ら
遅
参
早
退

ま
で

（
現
行
の
と
お
り
）

（
現
行
の
と
お
り
）

別
表
（
第
四
条
関
係
）

事
由

欠
勤
等
の
日
数
及
び
回
数

換
算
後
の
欠
勤
等
の
日
数

休
職
及
び
傷

病
欠
勤

（
略
）

（
略
）

介
護
欠
勤

一
日

一
日

育
児
欠
勤

一
日

一
日

私
事
欠
勤
か

ら
遅
参
早
退

ま
で

（
略
）

（
略
）
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東
京
都
教
育
委
員
会
会
計
年
度
任
用
職
員
の
任
用
等
に
関
す
る
規
則
（
平
成
二
十
七
年
東
京
都
教
育
委
員
会
規
則
第
四
号
）
新
旧
対
照
表
（
抄
）

改

正

案

現

行

第
一
条
か
ら
第
六
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
一
条
か
ら
第
六
条
ま
で 

（
略
）

別
表
（
第
四
条
関
係
） 

事
由

欠
勤
等
の
日
数
及
び
回
数 

換
算
後
の
欠
勤
等
の
日
数 

休
職
及
び
傷

病
欠
勤

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
削
除
） 

（
削
除
） 

（
削
除
） 

（
削
除
） 
（
削
除
） 

（
削
除
） 

私
事
欠
勤
か

ら
遅
参
早
退

ま
で

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

別
表
（
第
四
条
関
係
） 

事
由

欠
勤
等
の
日
数
及
び
回
数 

換
算
後
の
欠
勤
等
の
日
数 

休
職
及
び
傷

病
欠
勤

（
略
）

（
略
）

介
護
欠
勤 

一
日

一
日

育
児
欠
勤 

一
日

一
日

私
事
欠
勤
か

ら
遅
参
早
退

ま
で

（
略
）

（
略
）
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東
京
都
公
立
学
校
会
計
年
度
任
用
職
員
の
任
用
等
に
関
す
る
規
則
（
平
成
二
十
七
年
東
京
都
教
育
委
員
会
規
則
第
五
号
）
新
旧
対
照
表
（
抄
） 

改

正

案

現

行

第
一
条
か
ら
第
六
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
一
条
か
ら
第
六
条
ま
で 

（
略
）

別
表
（
第
四
条
関
係
） 

事
由

欠
勤
等
の
日
数
及
び
回
数 

換
算
後
の
欠
勤
等
の
日
数 

休
職
及
び
傷

病
欠
勤

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
削
除
） 

（
削
除
） 

（
削
除
） 

（
削
除
） 
（
削
除
） 

（
削
除
） 

私
事
欠
勤
か

ら
遅
参
早
退

ま
で

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

別
表
（
第
四
条
関
係
） 

事
由

欠
勤
等
の
日
数
及
び
回
数 

換
算
後
の
欠
勤
等
の
日
数 

休
職
及
び
傷

病
欠
勤

（
略
）

（
略
）

介
護
欠
勤 

一
日

一
日

育
児
欠
勤 

一
日

一
日

私
事
欠
勤
か

ら
遅
参
早
退

ま
で

（
略
）

（
略
）
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会
計
年
度
任
用
職
員
の
任
用
等
に
関
す
る
規
程
（
平
成
二
十
七
年
東
京
都
議
会
議
長
訓
令
第
四
号
）
新
旧
対
照
表
（
抄
） 

改
正
案 

現

行

第
一
条
か
ら
第
六
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
一
条
か
ら
第
六
条
ま
で 

（
略
） 

別
表
（
第
四
条
関
係
） 

事
由 
欠
勤
等
の
日
数
及
び
回
数 

換
算
後
の
欠
勤
等
の
日
数 

休
職
及
び
傷
病
欠
勤 
（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
削
除
） 

（
削
除
） 

（
削
除
） 

（
削
除
） 

（
削
除
） 

（
削
除
） 

私
事
欠
勤
か
ら
遅
参

早
退
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

別
表
（
第
四
条
関
係
） 

事
由 

欠
勤
等
の
日
数
及
び
回
数 

換
算
後
の
欠
勤
等
の
日
数 

休
職
及
び
傷
病
欠
勤 

（
略
） 

（
略
） 

介
護
欠
勤 

一
日 

一
日 

育
児
欠
勤 

一
日 

一
日 

私
事
欠
勤
か
ら
遅
参

早
退
ま
で 

（
略
） 

（
略
） 
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改  正  案 現  行 

第 1 条から第７条まで（現行のとおり） 第 1 条から第７条まで（略） 

警視庁会計年度任用職員の任用等に関する規程（平成２７年３月３０日（訓令甲第１６号）新旧対照表
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号 

庁 中 一 般  

消 防 署

東京消防庁会計年度任用職員の任用等に関する規程（平成２７年３月東京消防庁訓令第１５号）の一部を次のように改正する。 

令和４年３月 日 

東京消防庁

消防総監 清水 洋文  

次の表により、改正前欄に掲げる規定の破線で囲んだ部分をこれに順次対応する改正後欄に掲げる規定の破線で囲んだ部分のように改める。 

改 正 後 改 正 前 

別表（第４条関係） 別表（第４条関係） 

附 則  

この訓令は、令和４年４月１日から施行する。 

事由 欠勤等の日数及び回数 換算後の欠勤等の日数 

休職 １日 １日 

傷病欠勤 １日 １日 

私事欠勤 １日 ３日 

無届欠勤 １日 ４日 

遅参早退 ３回 １日 

事由 欠勤等の日数及び回数 換算後の欠勤等の日数 

休職 １日 １日 

傷病欠勤 １日 １日 

介護欠勤 １日 １日 

育児欠勤 １日 １日 

私事欠勤 １日 ３日 

無届欠勤 １日 ４日 

遅参早退 ３回 １日 

東京消防庁訓令第  
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東
京
都
交
通
局
会
計
年
度
任
用
職
員
の
任
用
等
に
関
す
る
規
程
（
平
成
二
十
七
年
交
通
局
規
程
第
三
号
） 

新
旧
対
照
表
（
抄
） 

改
正
案 

現
行 

第
一
条
か
ら
第
六
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
一
条
か
ら
第
六
条
ま
で 

（
略
） 

別
表
（
第
四
条
関
係
） 

別
表
（
第
四
条
関
係
） 

事
由 

欠
勤
等
の
日
数
及
び
回
数 

換
算
後
の
欠
勤
等
の
日
数 

休
職
及
び
傷
病
欠
勤 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
削
除
） 

（
削
除
） 

（
削
除
） 

（
削
除
） 

（
削
除
） 

（
削
除
） 

私
事
欠
勤
か
ら
遅
参
早

退
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

事
由 

欠
勤
等
の
日
数
及
び
回
数 

換
算
後
の
欠
勤
等
の
日
数 

休
職
及
び
傷
病
欠
勤 

（
略
） 

（
略
） 

介
護
欠
勤 

一
日 

一
日 

育
児
欠
勤 

一
日 

一
日 

私
事
欠
勤
か
ら
遅
参
早

退
ま
で 

（
略
） 

（
略
） 
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東
京
都
水
道
局
会
計
年
度
任
用
職
員
の
任
用
等
に
関
す
る
規
程
（
平
成
二
十
七
年
水
道
局
管
理
規
程
第
三
号
）

新
旧
対
照
表
（
抄
）

改

正

案

現

行

第
一
条
か
ら
第
六
条
ま
で

（
現
行
の
と
お
り
）

第
一
条
か
ら
第
六
条
ま
で

（
略
）

別
表
（
第
四
条
関
係
）

事
由

欠
勤
等
の
日
数
及
び
回
数

換
算
後
の
欠
勤
等
の
日
数

休
職
及
び
傷

病
欠
勤

（
現
行
の
と
お
り
）

（
現
行
の
と
お
り
）

（
削
除
）

（
削
除
）

（
削
除
）

(

削
除)

 
（
削
除
）

（
削
除
）

私
事
欠
勤
か

ら
遅
参
早
退

ま
で

（
現
行
の
と
お
り
）

（
現
行
の
と
お
り
）

別
表
（
第
四
条
関
係
）

事
由

欠
勤
等
の
日
数
及
び
回
数

換
算
後
の
欠
勤
等
の
日
数

休
職
及
び
傷

病
欠
勤

（
略
）

（
略
）

介
護
欠
勤

一
日

一
日

育
児
欠
勤

一
日

一
日

私
事
欠
勤
か

ら
遅
参
早
退

ま
で

（
略
）

（
略
）
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東
京
都
下
水
道
局
会
計
年
度
任
用
職
員
の
任
用
等
に
関
す
る
規
程
（
平
成
二
十
七
年
下
水
道
局
管
理
規
程
第
三
号
）

新
旧
対
照
表
（
抄
）

改

正

案

現

行

第
一
条
か
ら
第
六
条
ま
で

（
現
行
の
と
お
り
）

第
一
条
か
ら
第
六
条
ま
で

（
略
）

別
表
（
第
四
条
関
係
）

事
由

欠
勤
等
の
日
数
及
び
回
数

換
算
後
の
欠
勤
等
の
日
数

休
職
及
び
傷

病
欠
勤

（
現
行
の
と
お
り
）

（
現
行
の
と
お
り
）

（
削
除
）

（
削
除
）

（
削
除
）

（
削
除
）

（
削
除
）

（
削
除
）

私
事
欠
勤
か

ら
遅
参
早
退

ま
で

（
現
行
の
と
お
り
）

（
現
行
の
と
お
り
）

別
表
（
第
四
条
関
係
）

事
由

欠
勤
等
の
日
数
及
び
回
数

換
算
後
の
欠
勤
等
の
日
数

休
職
及
び
傷

病
欠
勤

（
略
）

（
略
）

介
護
欠
勤

一
日

一
日

育
児
欠
勤

一
日

一
日

私
事
欠
勤
か

ら
遅
参
早
退

ま
で

（
略
）

（
略
）

　67　



都
立
学
校
等
に
勤
務
す
る
日
勤
講
師
に
関
す
る
規
則
（
平
成
十
九
年
東
京
都
教
育
委
員
会
規
則
第
六
十
号
）
新
旧
対
照
表
（
抄
） 

改

正

案

現

行

第
一
条
か
ら
第
十
九
の
五
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
年
次
有
給
休
暇
の
付
与
） 

第
二
十
条 

（
現
行
の
と
お
り
） 

２ 

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
東
京
都
の
い
ず
れ
か
の
職
（
日
勤
講
師
を
除
く
。
）
に
あ

っ
た
者
が
引
き
続
き
日
勤
講
師
と
し
て
新
た
に
任
用
さ
れ
る
場
合
の
そ
の
年
度
の
年
次
有
給

休
暇
は
、
新
た
に
日
勤
講
師
に
任
用
さ
れ
た
日
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
任
用
日
」
と
い

う
。
）
前
一
年
の
期
間
内
に
付
与
さ
れ
て
い
た
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
か
ら
当
該
年
次
有
給

休
暇
の
付
与
日
か
ら
任
用
日
の
前
日
ま
で
に
使
用
し
た
日
数
を
差
し
引
い
た
日
数
を
、
前
項

に
規
定
す
る
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
に
加
え
た
も
の
と
す
る
。 

３

日
勤
講
師
に
あ
っ
た
者
が
当
該
任
用
の
期
間
の
属
す
る
年
度
の
翌
年
度
に
お
い
て
引
き
続

き
日
勤
講
師
と
し
て
新
た
に
任
用
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
任
用
の
日
の
前
日
に
使
用

す
る
こ
と
が
で
き
る
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
の
う
ち
同
日
の
属
す
る
年
度
に
付
与
さ
れ
た
も

の
が
あ
る
場
合
は
、
別
表
第
二
に
定
め
る
日
数
を
限
度
と
し
て
翌
年
度
に
限
り
こ
れ
を
繰
り

越
す
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
前
年
度
に
お
け
る
勤
務
実
績
（
一
の
年
度
に
お
い
て
割
り

振
ら
れ
た
勤
務
日
の
総
数
に
対
す
る
勤
務
し
た
日
数
の
割
合
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
が
八

割
に
満
た
な
い
日
勤
講
師
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

４
か
ら
８
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
二
十
一
条 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
介
護
休
暇
） 

第
二
十
二
条 

（
現
行
の
と
お
り
） 

２

（
現
行
の
と
お
り
） 

３

教
育
委
員
会
は
、
日
勤
講
師
が
介
護
休
暇
開
始
予
定
日
か
ら
起
算
し
て
九
十
三
日
を
経
過

す
る
日
か
ら
六
月
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
に
、
そ
の
任
期
が
満
了
し
、
か
つ
、
東
京
都
の

い
ず
れ
か
の
職
に
引
き
続
き
任
用
さ
れ
な
い
こ
と
が
明
ら
か
で
な
い
場
合
は
介
護
休
暇
を
承

認
す
る
も
の
と
す
る
。 

（
削
除
） 

（
介
護
時
間
） 

第
一
条
か
ら
第
十
九
の
五
条
ま
で 

（
略
） 

（
年
次
有
給
休
暇
の
付
与
） 

第
二
十
条 

（
略
） 

２ 

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
東
京
都
の
常
勤
職
員
又
は
法
第
二
十
八
条
の
五
第
一
項
に

規
定
す
る
短
時
間
勤
務
の
職
を
占
め
る
職
員
で
あ
っ
た
者
が
引
き
続
き
日
勤
講
師
と
し
て
新

た
に
任
用
さ
れ
る
場
合
の
そ
の
年
度
の
年
次
有
給
休
暇
は
、
新
た
に
日
勤
講
師
に
任
用
さ
れ

た
日
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
任
用
日
」
と
い
う
。
）
前
一
年
の
期
間
内
に
付
与
さ
れ
て

い
た
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
か
ら
当
該
年
次
有
給
休
暇
の
付
与
日
か
ら
任
用
日
の
前
日
ま
で

に
使
用
し
た
日
数
を
差
し
引
い
た
日
数
を
、
前
項
に
規
定
す
る
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
に
加

え
た
も
の
と
す
る
。 

３

第
一
項
に
規
定
す
る
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
の
う
ち
、
当
該
任
期
中
に
使
用
し
な
か
っ
た

日
数
が
あ
る
場
合
で
、
第
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
再
度
任
用
が
行
わ
れ
た
と
き
は
、
当

該
再
度
任
用
が
行
わ
れ
た
期
間
に
限
り
こ
れ
を
繰
り
越
す
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
前
年

度
に
お
け
る
勤
務
実
績
（
一
の
年
度
に
お
い
て
割
り
振
ら
れ
た
勤
務
日
の
総
数
に
対
す
る
勤

務
し
た
日
数
の
割
合
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
が
八
割
に
満
た
な
い
日
勤
講
師
に
つ
い
て

は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

４
か
ら
８
ま
で 

（
略
） 

第
二
十
一
条 

（
略
） 

（
介
護
休
暇
） 

第
二
十
二
条 

（
略
） 

２

（
略
） 

３ 

教
育
委
員
会
は
、
日
勤
講
師
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
場
合
は
介
護
休
暇
を

承
認
す
る
も
の
と
す
る
。 

一

第
二
十
条
在
職
期
間
が
一
年
以
上
で
あ
る
日
勤
講
師 

二

介
護
休
暇
開
始
予
定
日
か
ら
起
算
し
て
九
十
三
日
を
経
過
す
る
日
か
ら
六
月
を
経
過
す

る
日
ま
で
の
間
に
、
そ
の
任
期
が
満
了
し
、
か
つ
、
東
京
都
の
い
ず
れ
か
の
職
に
引
き
続

き
任
用
さ
れ
な
い
こ
と
が
明
ら
か
で
な
い
日
勤
講
師 

（
介
護
時
間
） 
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第
二
十
二
条
の
二 

（
現
行
の
と
お
り
） 

２

（
現
行
の
と
お
り
） 

３

教
育
委
員
会
は
、
日
勤
講
師
が
一
日
に
つ
き
定
め
ら
れ
た
勤
務
時
間
が
六
時
間
十
五
分
以

上
で
あ
る
勤
務
日
が
あ
る
場
合
に
介
護
時
間
を
承
認
す
る
も
の
と
す
る
。 

（
削
除
） 

第
二
十
三
条
か
ら
第
三
十
八
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

別
表
第
一
（
第
七
条
関
係
） 

事

由

欠
勤
等
の
日
数
及
び
回
数 

換
算
後
の
欠
勤
等
の
日
数 

休

職

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

傷
病
欠
勤 

一
日 

一
日 

私
事
欠
勤
か
ら 

遅
参
早
退
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

別
表
第
二
及
び
別
表
第
三 

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
二
十
二
条
の
二 

（
略
） 

２

（
略
） 

３ 

教
育
委
員
会
は
、
日
勤
講
師
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
場
合
に
介
護
時
間
を

承
認
す
る
も
の
と
す
る
。 

一

第
二
十
条
在
職
期
間
が
一
年
以
上
で
あ
る
日
勤
講
師 

二

一
日
に
つ
き
定
め
ら
れ
た
勤
務
時
間
が
六
時
間
十
五
分
以
上
で
あ
る
勤
務
日
が
あ
る
日

勤
講
師 

第
二
十
三
条
か
ら
第
三
十
八
条
ま
で 

（
略
） 

別
表
第
一
（
第
七
条
関
係
） 

事

由

欠
勤
等
の
日
数
及
び
回
数 

換
算
後
の
欠
勤
等
の
日
数 

休

職

（
略
） 

（
略
） 

傷
病
欠
勤 

一
日 

一
日 

介
護
欠
勤 

一
日 

一
日 

育
児
欠
勤 

一
日 

一
日 

私
事
欠
勤
か
ら 

遅
参
早
退
ま
で 

（
略
） 

（
略
） 

別
表
第
二
及
び
別
表
第
三 

（
略
） 
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